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概要： 

光通信を始めとして、光を用いた情報処理やセンシング等、様々な場面で光が使われてい

る。特に光をそのまま信号処理や情報処理することで、光信号の広帯域性、低遅延性、低消

費電力性等を活かした信号処理や情報処理が可能となると期待されている。光の受動部品

は、電子回路のプロセッサのように可変な振る舞いを高速に行うことは困難であるが、広帯

域性、低遅延性を維持して光信号を光のまま信号処理する光フィルタとして、光通信の中で

用いられている。具体的な光の受動部品としては、光強度の分岐回路やアレイ導波路格子に

よる波長合分波器、光信号を局発光と干渉させて振幅と位相の情報を光強度として取り出

す光 90 度ハイブリッド回路などがある。それらの光部品は光導波路構造を用いた光導波路

回路により構成されている。光導波路を用いることで光信号の分岐や位相等の制御が可能

となり、遅延も光導波路回路の長さを調整することで正確に制御できることから、デジタル

信号処理で実現されるフィルタ機能を光周波数領域で実現可能となる。しかし、光導波路回

路で複雑な信号処理を行うと、要素回路を多段につなぎ合わせて大規模な回路を構成する

必要があり、回路サイズが大きくなることや、要素回路を多段につなぎ合わせたことで要素

回路の損失が積み重なって損失の大きな回路になってしまう等の課題が生じる。回路サイ

ズが大きくなるという課題を解決する１つの手段として期待されているのが Siの半導体プ

ロセスを用いて光導波路回路を実現する Si フォトニクスである。従来、光導波路回路は石

英ガラス（屈折率として約１.45）等で作られてきたが、Si の高い屈折率（通信波長 1.3～

1.6 µm に対して約 3.5）を用いることで要素回路が格段に小型化され、要素回路を組み合わ

せて大規模な回路をつくることが可能となっている。しかし、光導波路回路は干渉を使って

動作させるため要素回路のサイズは最も小さいものでも光の波長と同等程度（通信波長だ

と 1.3～1.6 µm 程度）に制限されるため、電子回路のような数ナノサイズの要素回路を実現

することは困難である。また、要素回路を多段につなぎ合わせることで損失が積算されて大

きな損失になるという課題も残されることになる。このサイズと損失の増大という課題の
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ため、光導波路回路に対して、電子回路のように要素の小型化と要素を組み合わせて大規模

な回路を実現する、というアプローチには限界があるように思われる。 

そのような限界を克服する一つの方法としては、回路要素に分けて要素を組み合わせる

従来の導波路技術に代えて、光の波面に情報を載せて、波の状態で扱い、光の回路全体で信

号処理・情報処理を行うというアプローチが考えられる。本博士論文においては、光の回路

全体で信号処理・情報処理を行う光回路を光波制御回路と呼ぶことにする。従来の光導波路

回路では、光の広がりを伝搬方向の１次元に制限して、パルスや時間領域で位相や強度が変

化する信号として扱うのに対して、光波制御回路では空間の自由度を１次元に制限せずに

波面に情報を載せるため多くの自由度を使うこと可能となる。逆にいえば、波面の自由度を

制御するためには、そのための光回路にも必然的に多くの自由度をもたせることになるの

で、多自由度の光回路を決定する設計手法が必要であり、導波構造および要素回路の少数の

パラメータを決定して要素回路を組み合わせて機能を実現するという従来の設計手法とは

異なる設計手法が求められる。本研究では、光回路上の回路全体の屈折率分布を、光回路の

自由度として、回路全体の屈折率分布という大きな自由度を設計するための新たな設計手

法を提案し、数値計算によりその有効性を示す。 

光波制御回路の設計として、光回路全体の屈折率分布を扱うには、大規模な計算が必要で

ある。大きな自由度と大規模な計算に起因して光波制御回路設計の課題としては、主に（１）

計算規模の問題と、（２）「良い」光波制御回路をどうやって求めるか、という２つの課題

があると考えられる。光波制御回路は、光回路全体で動作させるため、Si フォトニクスの

導波路回路要素を組み合わせた回路全体（回路長で mm から cm オーダーの回路）と同程度

の領域の屈折率分布を設計対象とする必要がある。このサイズは波長と比較して大きく、大

規模な計算が必要となるため、極力計算量を抑制する必要がある。たとえば、有限差分時間

領域法（Finite-difference time-domain method; FDTD method）を用いたトポロジー最適

化による光回路の設計では、設計に相当する光回路形状の最適化において、多くの計算リソ
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ースを必要とする FDTD 法を反復計算するため、ワークステーション程度の計算機で現実的

に扱える領域サイズは、光の回路長で百 µm オーダー以下程度ではないかと思われる。この

領域サイズは Si フォトニクスの導波路回路要素の最適化には十分であるが、光波制御回路

には不十分である。このように、光波制御回路の設計では光回路全体を計算対象とするため

に必要な計算量が膨大になるというのが（１）の計算規模の問題である。 

また、光波制御回路の設計で得られる屈折率分布は、一般には一意に決まらないため、小

型になる、あるいは、作製誤差の影響を受けにくい等の要望を反映した「良い」光回路を生

成できることが望ましい。しかし、そのため手法は確立しておらず、一意には決まらない屈

折率分布をどのように絞込んでいくかが（２）の「良い」光波制御回路をどう求めるかとい

う課題である。 

以上の課題に対応する光波制御回路の設計手法として、本研究では、FDTD 法を用いたト

ポロジー最適化よりも大規模化に適し、さらに、「良い」光波制御回路を実現するために、

設計手法の物理的な解釈を可能にして物理的な制約条件を課しやすくすることを目指して、

２つの手法を提案する。一つは光導波路を拡張して、光導波路の屈折率分布を与えるパラメ

ータを伝搬方向に対して変化させ、導波路中の光の波面を制御する手法で、本研究では導波

路パラメータ制御法と呼ぶ。本研究の導波路パラメータ制御法では、グレーデッドインデク

スファイバに代表される断面構造の動径方向に対して 2 次関数となっている屈折率分布の

導波路について、2次関数のパラメータが伝搬方向に変化する導波路回路を扱う。もう一つ

は、本研究において波面整合法とよんでいる手法で、導波路構造に限定せずに、屈折率分布

を自由な形状として、その屈折率分布を後述する手順で決定する手法である。本研究では、

それぞれの設計手法について、光回路の屈折率分布を決めるための関係式を導き、それに基

づいて屈折率分布を決定する。導波路パラメータ制御法においては、光導波路中の光を

Gauss 分布として Gauss 分布のパラメータと光導波路のパラメータの関係を方程式として

導出し、その方程式をもとに設計方針を式で与えて屈折率分布を決定し、光導波路中の光の
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挙動を制御できるきること示す。波面整合法については、反復計算により屈折率分布を更新

して所望の入力から出力が得るための、屈折率分布の更新式として波面整合式を導出する。

波面整合式は、物理的に解釈すると、入力から順伝搬させた光と出力から逆伝搬させた光の

位相差を減らすように屈折率分布を更新し、最終的に波面の位相を一致させるという手順

を与えるため、この屈折率分布の決定手法を波面整合法と呼んでいる。この手法は FDTD 法

と比較して計算量が格段に少ないビーム伝搬法（Beam Propagation Method：BPM ）を用い

て、BPM の光伝搬の計算中に、逐次、光回路を再構成していく形にアルゴリズムを実装する

ことが可能であり、大規模な光回路の設計にも適用可能である。本研究では、さらに、経路

積分による解釈や、波面整合法では決められない系のパラメータ（設計の自由度）を設計に

取り入れるための考察も行う。２つの光波制御回路の設計手法（導波路パラメータ制御法と

波面整合法）それぞれについて、いくつかの光回路設計に適用して、光伝搬のシミュレーシ

ョンで従来の光導波路との特性比較等により有効性を確認する。さらに、深層ニューラルネ

ットワーク（Deep Neural Network：DNN）と波面整合法とが、学習方法のみならず、ネット

ワークの特性としても類似性があることを示す。DNN と波面整合法の類似性は、近年研究が

活発な DNN において提案されている莫大な学習パラメータで規定される候補となるネット

ワークの中から適切なネットワークを選び出すための様々な手法の波面整合法への適用可

能性を示唆するものと考えられる。本研究では、ドロップアウトと呼ばれる DNN の手法を用

いることで、波面整合法の過剰適応が抑制されることを確認し、波面整合法への DNN 手法の

適用可能性を示す。 

以上のとおり、本研究では２つの光波制御回路の設計手法を提案し、設計の自由度や設計

手法の物理的な解釈、DNN の手法を取り込んだ光波制御回路設計の可能性等を示す。さらに、

提案した設計手法の有効性を確認するため、基本的な光回路設計への適用および数値計算

による特性の検証を行う。最後に、本提案手法を発展させる方向性について考察を行う。  
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付表１ 使用する用語 

用語 意味 

光波制御回路 
波面を扱うことのできる多自由度の光回路。波面に情報を乗せて複雑な信号

処理や情報処理を並列的に行うことで大規模計算を可能にする。 

光導波路回路 

光を１次元的に導波させる回路、及び、それ組み合わせた光回路。通信で使

われる光スプリッタや波長合分波器等も含む。大規模な光回路を構成する場

合は、要素をつなぐことで構成する。 

光のフィールド 
光の電磁界分布。本博士論文においては、近似として、位相と合わせて複素

数のスカラー値の分布で光のフィールドを表す。 

平面光波回路 

(PLC) 

半導体回路と同様に微細加工技術によりウエハ上に作製した光回路。PLC は

Planar Lightwave Circuit の略。本博士論文においては、特にことわらなけれ

ば、石英系のガラス材料による誘電体の平面光波回路とする。 

Si フォトニクス 
広義には Si 系の半導体加工技術を使って実現した光回路。本博士論文では

Si 細線の光回路のことを示す。 

発展方程式 
時間のような１つのパラメータに沿って、変化する系の方程式。本博士論文で

は伝搬方向 z に沿って変化する変化する系の方程式。 

有限差分時間領域法 

（FDTD法） 

Maxwell 方程式を差分により離散化して時間領域に発展させて電磁界分布を

数値的に計算する方法（Finite Difference Time Domain 法） 

ビーム伝搬法（BPM） 
周波数領域で単一の周波数の電磁界分布を、Maxwell 方程式を伝搬方向の

発展方程式に変換して数値的に計算する方法（Beam Propagation Method）。 

2 乗屈折率分布 伝搬方向に垂直な方向 xの 2乗で変化する屈折率の分布。 

Gauss 分布 

2 2

( ) x wf x e を規格化した分布。
2w は分散を表す。本博士論文第３章で

は光のフィールドを Gauss 分布で近似して、混乱がなければ光のフィールドを

Gauss 分布とのみ記載する。 

導波路パラメータ制御法 
光導波路中の光のフィールドの振る舞いを指定して、伝搬方向にパラメータが

変化する光導波路の屈折率分布を決定する設計手法。 

波面整合法 

（WFM） 

入力側から順伝搬させた光のフィールドと出力側から逆伝搬させた光のフィー

ルドの位相が合うように屈折率分布を更新して光回路を設計する手法

（Wavefront Matching Method）。 

（波面整合法の） 

設計の自由度 

波面整合法ではきまらない光学系の自由度（例えば屈折率分布の領域、制限

条件等）。深層ニューラルネットワークとの対比でハイパーパラメータとも呼ぶ。 

深層ニューラルネットワーク

（DNN） 
人工ニューラルネットワークで多層のもの（Deep Neural Network）。 
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付表 2 使用する主な記号 

 

 

内容 記号 他記号との関係・備考（この論文での典型値） 

真空中の光速 𝑐 2.99792458 ×108 m/s 

光の波長 𝜆 典型値：通信波長 1.55 µm 

光の角周波数 𝜔 𝜔 = 2𝜋𝑐/𝜆 

光の真空中の波数 𝑘0 𝑘0 = 2𝜋/𝜆 = 𝜔/𝑐 

屈折率 または 屈折率分布 𝑛  

参照屈折率 𝑛ref 典型値：1.45 (石英ガラス 1.55 µm付近の近似値) 

伝搬定数 𝛽 𝛽 = 𝑘0𝑛ref 

比屈折率差 Δ Δ = (𝑛2 −  𝑛ref
2 )/(2𝑛ref

2 ) 

伝搬方向の座標 𝑧  

伝搬法に対して横の座標 𝑥  

時間 𝑡  

線
形
代
数
の
記
号 

横ベクトル 

あるいは ブラベクトル 
  ⟨𝑎| =(𝑎0

∗ , ⋯ , 𝑎𝑁−1
∗ ) 

縦ベクトル 

あるいは ケットベクトル 
  |𝑎⟩ = (

𝑎0
⋮

𝑎𝑁−1
) 

内積   〈𝑎|𝑏〉 = (𝑎0
∗ , ⋯ , 𝑎𝑁−1

∗ ) (
𝑏0
⋮

𝑏𝑁−1

) = ∑ 𝑎𝑖
∗𝑏𝑖

𝑁−1

𝑖=0
 

2項積 

  |𝑎〉𝑁𝑎〈𝑏|𝑁𝑏
= (

𝑎0
⋮

𝑎𝑀−1
) (𝑏0

∗, ⋯ , 𝑏𝑁−1
∗ ) 

= (

𝑎0𝑏0
∗ ⋯ 𝑎0𝑏𝑁𝑏−1

∗

⋮ ⋱ ⋮
𝑎𝑁𝑎−1𝑏0

∗ ⋯ 𝑎𝑁𝑎−1𝑏𝑁𝑏−1
∗

) 

   成分表示  :  |𝑎〉𝑁𝑎〈𝑏|𝑁𝑏の𝑖, 𝑗成分 = 𝑎𝑖𝑏𝑗
∗ 

その他 
 行列𝑀の  𝑖 行 𝑗 列 成分 を 𝑀𝑖𝑗と表す。 

逆に[𝑀𝑖𝑗]で行列𝑀を表す。 
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1. はじめに 

 

この章の概要 

本研究の背景として、光回路として想定している平面光波回路技術を用いた光導波路回

路と応用領域について紹介する(本文 1-1)。光導波路回路の応用領域の発展には光回路の高

度化が必要であり、その高度化に対応する光回路の形態として光波制御回路と呼ぶ光回路

の形態を提案する(本文 1-2)。そして、本研究のテーマである「導波路パラメータ制御法お

よび波面整合法による光波制御回路設計に関する研究」において設定する課題とアプロー

チを述べる（本文 1-3）。本章の最後に本博士論文の全体の構成を述べる（本文 1-4）。 

 

１-１．背景～平面光波回路とその応用領域～ 

本研究は光回路の設計技術に関するものであり、その結果については誘電体の光回路全

般に適用可能であるが、設計においては、物性値や構造を指定する必要があるため、特定の

物理系として石英系の平面光波回路（PLC : Planar Lightwave Circuit ただ単に PLC 記

載するときは石英系の PLC を指すものとする）を念頭に議論をすすめていく。また、本博士

論文において光波制御回路と呼ぶ光回路が必要となる背景のひとつに光ファイバ通信の高

度化がある。そこで、まず、光ファイバ通信を通して発展してきた PLC 技術と光ファイバ通

信の関係について、簡単にまとめることとする。 

PLC は、光ファイバの製造法である VAD（Vapor-phase Axial Deposition）法を発展させ

て、Si 基板または石英基板上に火炎堆積法（FHD: Flame Hydrolysis Deposition）により

石英ガラス粒子を堆積し、数～十数 µm の膜を形成し、その石英ガラス膜を反応性イオンエ

ッチングにより微細加工して、光導波路構造の回路を形成したものである[1]。光導波路構

造は、埋め込み層（クラッド）と呼ばれる低屈折率部分と、クラッドに囲まれたコアと呼ば
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れる高屈折率部分からなり、コアの部分に集中して光信号が伝搬する。PLC の場合は光ファ

イバと同様にコアには Ge 等の元素をドープしてクラッドよりも屈折率が高くなるように調

整する。ドーパント量はコアとクラッドの間の屈折率差を割合（比屈折率差、記号としてΔ

を用いる）で表す。ガラス中での凝集力等の影響を受けずに均一にドーパントをコア内に分

布させるには、一般に、Δ=1%程度で、高いものでも数%以下のものとなる。コアサイズは、

シングルモードファイバ（伝搬モードとして単一のノードのみとなる光ファイバでΔとし

ては 0.2%程度）の場合は、直径で約 10µm 程度である。このような光回路の特徴としては、

光の閉じ込めが弱い、ということがあげられる。誘電体光導波路の場合は、光のフィールド

（電磁界の空間分布のパターン）の振幅が伝搬方向に対して垂直方向にコアからクラッド

中に振動せずに指数関数的に減衰することが知られていて、波として伝搬しないのでエバ

ネッセント波とよばれる。減衰率の逆数が染み出し量となる。金属の導波管の場合は、抵抗

がない理想的な場合は伝導電子により完全に遮蔽され導波管の外側には染み出しがない状

態となる。抵抗がある場合でも、誘電体光導波路と比較すると表面から金属内に極わずかし

か入り込めない。また、誘電体光導波路でも、Si フォトニクスや半導体導のリッジ導波路

と呼ばれるものも、比屈折率差Δが大きく、導波路コアの外側にはほとんど光のフィールド

がない光の閉じ込めが強い状態になる。光の閉じ込めが強い場合は、境界面＝導波路側面で

ほぼ完全に光のフィールドを反射させる必要があるため、導波路加工時に発生する微妙な

形状の荒れの影響を受けやすい。それに対して、閉じ込めの弱い PLC の場合は光のフィール

ドがコアの外にも存在できるので、コアの形状が乱れても、コアの形状に応じて染み出し量

を変化させながら光が伝搬するので、荒れの影響を受けにくく、導波路側面の荒れよる損失

が少なくなる。その結果、PLC により、石英系ガラスという材料の低損失性と弱い閉じ込め

導波路という構造の低損失性の両面の恩恵をうけて 0.02dB 以下程度低損失な光導波路を実

現可能となっている[1]。 
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PLC 技術は、光ファイバ通信向けのデバイスに応用されている。光ファイバ通信向けデバ

イスに PLC 技術が用いられる理由に、光回路としての低損失性に加えて、以下の 2 点もあ

げられる。１つ目は、光ファイバとの親和性である。光ファイバも PLC もどちらも石英系の

光導波路であり、シングルモードという条件で比屈折率差 Δ を同じにすれば、コアのサイ

ズや光のフィールドの広がりがほぼ同様になり、光ファイバと PLC とを付き当てて接続し

てもほぼ損失のない光結合が実現される。2つ目は、PLC の材料が石英系のガラスであるこ

とである。石英系のガラス材料は低コストで、安定性、耐候性がある。さらに、PLC の製造

方法としても半導体チップと同様にウエハプロセスで作製可能であるため製造コストを抑

えて量産が可能である。これらの PLC の生産性や安定性といった性質は、光ファイバ通信網

を張り巡らせるために必要な大量の敷設を支える量産性や長期間に渡って通信の信頼性を

維持する耐久性として、実用上、非常に重要な性質である。実際に光ファイバ通信に PLC が

使われている例としては以下がある。基幹網の波長多重伝送（WDM：Wavelength Division 

Multiplexing）において波長ごとに信号を分離・統合するための分光素子であるアレイ導波

路格子や、光加入者網（光アクセス網）において光ファイバの信号を分岐・合波させる光ス

プリッタや、ネットワークノードにおいて光送受信器の光信号を切り替えるためのマルチ

キャスト光スイッチ、などが代表的なものである[1]。近年の大容量光ファイバ通信におい

ては、１波長あたりの周波数利用効率を拡大するために光の位相や振幅や偏光に情報を乗

せる複雑な信号フォーマットが導入さている。複雑なフォーマットをもった信号の変調や

復調においては、広帯域性が要求されるため光信号のままフィルタフリング等の信号処理

を行う必要があり、その一部が PLC で実現されている[2,3]。たとえば、デジタル信号処理

とコヒーレント受信を組み合わせたデジタルコヒーレント伝送向けには、局発光と干渉さ

せて振幅、位相および偏光の情報を取り出す、両偏波光ハイブリッド（DPOH : Dual 

Polarization Optical Hybrid）と呼ばれる干渉回路が、PLC で実現されている。 
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光ファイバ通信の伝送容量は、WDM、さらには１波長あたりの周波数利用効率を向上させ

る通信方式の導入により、１年あたり 1.4 倍のペースで伸びてきた。WDM あるいは周波数利

用効率の向上は、光ファイバ全体でみれば、ファイバ中の信号全体の信号強度を増大させる

ことに相当し、信号強度-ノイズ強度比から決まる伝送容量限界（Shannon 限界）のうち信

号強度の部分を改善してきたことになる。近年では光信号のパワーの増大により発生する

非線形効果が伝送容量を抑制してしまう限界（非線形 Shannon 限界）の約 100Tbps/core に

近づきつつあり、あらたな伝送技術が求められている。その一つが空間多重伝送である。空

間多重伝送は、従来の１つのコアで１つの伝搬モードで伝送するシングルモード伝送に対

して、複数コア（マルチコア）、複数モード（マルチモード）の光ファイバを使った伝送技

術である。前者はコア数を増やして１つのコアあたりのエネルギー密度を下げ、後者はコア

径を拡大してコアの中の単位断面積あたりのエネルギー密度を下げることにより伝送容量

を拡大するものである。さらに、マルチコアの光ファイバの場合は、コア間の距離を遠くし

てほぼ光学的に結合しないものと、コア間の距離を近づけて光学的に結合させてスーパー

モードと呼ばれる伝搬モードを使って伝搬させるものなど様々な伝送モードの活用が提案

されている。マルチコアファイバについては、マルチコア対応の展開用の光ファイバ（ファ

ンアウトファイバ）を用いて光回路に結合させればよいので、PLC の集積性を生かして多ポ

ートの PLC 回路等を適用することが想定される。一方、マルチモードファイバについては、

一般に断面の屈折率分布として様々なものがあり、PLC のような光導波路とマルチモードフ

ァイバに整合させるためには以下の方法が提案されている。PLC のコアそのものを拡大させ

て PLC もマルチモード回路としてモード合分波させるような方法や、Si フォトニクスと呼

ばれる高屈折率差の光回路では高角度で光を跳ね上げるグレーティングを形成し基板面内

にマルチモードパターンを作ってマルチモード光ファイバと結合させる方法等である

[4,5]。いずれの方法も研究段階であり、今後の光ファイバ通信システムの発展に伴いこれ
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らの空間多重伝送等の技術に対するニーズが明確になり、技術の精査や使い分けが進展す

るものと考えられる。 

以上のように、光ファイバ通信において伝送容量を拡大するために様々な伝送方式が提

案されてきた。そこでは、信号の分離・合成を行う必要があり、光の周波数領域や直交する

光のフィールド（光の空間分布）の分離・合成となると電子回路では困難な領域であるため、

物性または物理現象を用いて、光のフィールドの分離・合成等の光信号処理を行うことが必

要となる。PLC は後者の物理現象（干渉や誘電体構造による光のモード制御等）を実現する

デバイスとして用いられ、光ファイバとの親和性および安定性から様々なシステムに用い

られてきている。現在も活発に研究が進められている光ファイバ通信においても、複雑な信

号フォーマットに対応した光信号処理や空間多重伝送におけるモード制御への適用等の技

術検討が進んでおり、それに対応した PLC 技術のさらなる発展が期待されている。 

 

１-２．本研究の位置づけと目的 

前節で述べたとおり、波長、空間、位相、偏光、伝搬モード等の様々な光の属性を扱うこと

が光回路に求められている。従来は、光導波路中で伝搬方向に１次元的に伝搬する光信号の

干渉等を用いることで、様々な光回路の機能を実現してきた。たとえば、文献[1]では、光

信号処理回路としての PLC 技術が紹介されており、デジタル信号処理に相当する光周波数

領域の信号処理が実現可能であることが示されている。また、通信以外でも、センシング、

光ピンセットのような光のフィールドを自在に扱いたいというニーズや、人工知能（AI : 

Artificial Intelligence）に必要な計算やノイマン型の計算機では困難な計算を光回路で

実現するようなニーズも高まってきており、複雑な光の信号処理・情報処理と拡張性の両方

が求められ始めている。これらのニーズに対応して光導波路回路で大規模で複雑な信号処

理を行うには、要素回路を多段につなぎ合わせて大規模な回路を構成する必要があり、回路

サイズが大きくなることや、要素回路を多段につなぎ合わせたことで要素回路の損失が積
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み重なって損失の大きな回路になってしまう等の課題が生じる。図 1-1 に光導波路回路に

よる典型的な光回路サイズを示した。横軸が比屈折率差で、各屈折率に対する光導波路とし

て、0.25%を光ファイバ、1.5%を PLC、20%を Si 細線導波路とした。これらの比屈折率差の

値は、決まったものでなく、具体的な光導波路をイメージするために、おおよその比屈折率

差の値に対して光導波路の種類を示したものである。縦軸については、光回路の要素の通信

波長 1.55µm に対する特徴的な回路サイズを示しており、通信波長で規格化している。文献

[6,7]を参考に、曲率半径および MMI の基本長をプロットしている。図中にパラメータの値

と併せて 0次モードと１次モードで 位相をずらすための MMI の基本長（MMI の幅はシング

ルモード導波路幅の 2倍とした）や 1nm で 位相をずらすための式も併せて記載した。は

波長で n は屈折率である。Si フォトニクスを用いることで従来の光導波路回路よりも格段

に小型化された光部品を実現することが可能となることがわかる。しかし、光導波路回路は

干渉を使って動作させるため、図 1-1 のとおり、要素回路のサイズは光の波長と同等程度

（通信波長だと 1.3～1.6 µm 程度）以下にはならないため、電子回路のような数ナノサイズ

の光回路を実現することは困難である。さらに遅延線に関しては Si フォトニクスの集積性

の効果はなく屈折率に応じて短くできる程度である。図 1-1 では 1nm の波長を分離するた

めの回路を例にとっているが、光ファイバ通信の信号を処理する場合、THz の周波数でも波

長としては mm 程度であることを考えると、さらに長い回路が必要となるため、小型化の制

限要因となる。さらに回路規模の観点からも光導波路回路型の光回路は制限を受ける。たと

えば Si フォトニクスで光マトリクススイッチを構成した場合、要素回路を組み合わせるこ

とで損失が積算されるため、損失として許容可能な規模のものとしては 32×32 チャンネル

程度である。許容可能な規模の光スイッチのチップを連結してさらに大規模な光スイッチ

を構成することも可能であるが、光導波路の交差が課題となり、その交差を回避するために

光ファイバで接続すると、今度は小型化や組み立てが困難となる。 
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図 1-1 導波路型の光回路 

 

 

このような制限を回避する光回路として、回路要素に分けて組み合わせることでスケー

ルさせる従来の導波路技術に代わって、光を波の状態で扱い回路全体で特性を出す光回路

が考えられる。このような光回路を本研究においては光波制御回路と呼ぶことにする。光波

制御回路は、光を波の状態で扱うことで、波面を点光源に分解して、その点光源からの光の

回折および干渉で新たな波面が生成される、という Huygens の原理を解釈し直し、波面を構

成する点光源を並列化された光信号とみなして、その信号を制御して、信号処理・情報処理

を行うことで、光導波路回路では困難な機能集積や大規模化を可能にすること目指すもの

である。図 1-2 は導波路の要素回路と波面を制御する光波制御回路のイメージである。光波
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制御回路は、波面を制御することになるため、必然的に多くの自由度をもつことが必要とな

る。そのため、導波構造および要素回路の少数のパラメータを決定して要素回路を組み合わ

せて機能を実現するという従来の設計手法とは異なる、多自由度全体を設計する新たな設

計手法が必要となる。波面を制御する多自由度全体を設計する光波制御回路設計手法の創

出が本研究の目的である。 

光波制御回路を実現するには、空間光学系でレンズやホログラムを用いて実現する方法

も考えられるが、近年発達の著しい半導体ウエハプロセスによる微細加工技術を使うこと

で、さまざまな光の分布を作り出し、従来にはない光信号処理・情報処理やセンシング技術

の創出が期待できる。自由度の大きな光回路を作製することは、作製技術の観点で既に実現

された状況にある。PLC のような石英系光導波路技術を用いると、光導波路コアのパターン

としてシリコンウエハ上に半導体の集積回路と同様に微細加工技術により自由なパターン

を形成することができる。たとえば、1µm 程度のパターンで 10 x 10 cm 程度の領域を使う

とするとコアとクラッドのような 2 値のパターンとして 2 の 1010 乗のパターンを考えるこ

とができる。問題は、その自由度を使いこなす設計技術は確立されていないことであり、微

細加工技術のもつ自由度を十分に使いこなせる設計技術の創出が望まれる。 

 

 

図 1-2 導波路の要素回路と波面を制御する回路のイメージ  



16 

 

 

１-３．光波制御回路の課題とアプローチ 

光波制御回路の設計の主な課題としては、（１）計算規模の問題と、（２）「良い」光波

制御回路をどうやって求めるか、の 2点が考えられる。光波制御回路は、屈折率分布を設計

対象として光回路全体で動作させることを目指すので、サイズとしては Si フォトニクスの

導波路回路要素を組み合わせた回路全体（回路長で mm から cm オーダーの回路）と同程度

以上の領域を対象とする必要があり、光の波長に対して大規模な計算（波長の 103～104倍）

が必要となる。この光波制御回路の設計では光回路全体を計算対象とするために必要な計

算量が膨大になるというのが（１）計算規模の問題である。例えば、本研究と同様に屈折率

分布を最適化するトポロジー最適化による光回路の設計[9,10]では有限差分時間領域法

（Finite-difference time-domain method; FDTD method）が用いられている。FDTD 法では

領域全体について 10分の１波長程度のセルサイズで１ステップにつき領域全体を計算する。

時間発展により入力から出力まで光が伝搬するまで計算を行う必要があるため、全空間に

ついて回路長を 1/10 波長で割った回数程度の計算が必要であり、計算に必要な計算リソー

スや計算時間は膨大になる。さらに、最適化においては、一般には反復計算が必要となるた

め、FDTD 法を用いたトポロジー最適化で扱える領域は回路長で、たかだか百 µm オーダー以

下に限定されてしまう。この領域サイズは、Si フォトニクスにおける導波路回路要素の最

適化には適しているが、光波制御回路には不十分であり、さらに効率の良い計算方法が求め

られる。また、光波制御回路は、光回路のとして大きな自由度を持たせたことにより、さま

ざまな光回路の形状を取り得て、一意には決まらない場合がほとんどである。そのため、小

型になる、あるいは、作製誤差の影響を受けにくい等、「良い」光回路を生成できる、ある

いは、非常に多く候補のなかから「良い」光回路を選別できることが望まれる。しかし、そ

のため手法が確立しておらず、一意には決まらない屈折率分布をどのように絞込んでいく

かが（２）の「良い」光波制御回路をどう求めるかという課題となる。 
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そこで、本研究ではこの 2点に着目して、 

（目標１）FDTD を用いたトポロジー最適化よりも大規模化に適した光波制御回路設

計手法を提供すること 

（目標２）「良い」光波制御回路を実現するために、物理的に解釈しやすい光波制

御回路設計手法を提供すること 

を目標として、2つの方向からアプローチする。ひとつは光導波路を拡張して、光導波路の

屈折率分布を与えるパラメータを伝搬方向に対して変化させ、導波路中の光の波面を制御

する導波路パラメータを決定する手法で、本研究では導波路パラメータ制御法と呼ぶ。導波

路パラメータ制御法においては、グレーデッドインデクスファイバに代表される断面構造

が動径方向に対して動径方向の座標の 2次関数で変化する屈折率分布の導波路について、2

次関数のパラメータが伝搬方向に変化する導波路回路を扱う。もうひとつは、本研究では波

面整合法と呼んでいる手法で、導波路構造に限定せずに、屈折率分布を作製可能な範囲で自

由な形状として、その屈折率分布をこのあと説明する手順で決定する手法である。 

導波路パラメータ制御法においては、光導波路中の光を Gauss 分布として Gauss 分布の

パラメータと光導波路のパラメータの関係を方程式として導出し、その方程式をもとに簡

単な設計方針から光導波路中の光の挙動を制御できるきること示す。波面整合法について

は、反復計算により屈折率分布を更新して所望の入力から出力を得るための、屈折率分布の

更新式として波面整合式と呼ぶ関係式を導出する。波面整合式は、物理的に解釈すると、入

力から順伝搬させた光と出力から逆伝搬させた光の位相差を減らすように屈折率分布を更

新し、最終的に波面の位相を一致させるという手順を与えるため、この屈折率分布の決定手

法を波面整合法と呼んでいる。導波路パラメータ制御法と波面整合法の屈折率分布のイメ

ージを図 1-3 に示す。 
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導波路パラメータ制御法と波面整合法の詳細は第３章と第４章で示すが、（目標１）（目

標２）に関連して簡単に触れておくと下記のようになる。 

 

 

 

図 1-3 本研究における光回路設計対象の屈折率分布構造とアプローチ 
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まず、導波路パラメータ制御法では、光のフィールドを指定して、すなわち伝搬方向に変化

する Gauss 分布のパラメータを与えて、光導波路のパラメータとの関係式から、光導波路の

パラメータを決定するので、反復計算はなく、またパラメータの方程式を数値計算により解

けばよいので、光のフィールドについて偏微分方程式を数値計算により求める等は一切必

要ないため、大規模な光回路を求めるための計算量は FDTD 法を用いる場合と比較するとほ

ぼ無視できる程度である。その意味で（目標１）について問題なく達成されている。（目標

２）については、光のフィールドも屈折率分布についてもどちらもモデルを想定してそのパ

ラメータを決定する設計方式であるため、任意の入出力関係を実現することはできない。よ

り複雑な系を扱うためには、さらなる検討が必要であり、その点に関しては第３章の最後で

考察を行う。 

波面整合法については、は FDTD 法と比較して計算量が格段に少ないビーム伝搬法

（BPM:Beam Propagation Method）を用いて計算することが可能である。BPM は、単一波長

の光の一方向の伝搬に限定されるが、FDTD の時間領域の１ステップの計算と同等の計算量

で全域を計算可能である。したがって FDTD のセルサイズを波長の 10 分の１程度に設定し

たとすると、FDTD を用いる場合は入力から出力まで光を伝搬させる必要があるので、BPM と

FDTD と比較すると、BPM の法が、対象となる回路長を 1/10 波長で割った数程度の高速化が

期待できることになる。たとえば 100µm 程度の光回路で、波長を 1µm とすると約 1000 倍程

度高速な計算が可能となる。さらに BPM で光伝搬の計算中に、逐次、光回路を更新していく

形に波面整合法のアルゴリズムを実装可能であり、より高速化な計算が可能となっている。

以上のとおり、波面整合法においても（目標１）が達成できることがわかる。表 1-1 は FDTD

を用いいた最適化手法と波面整合法との特徴の比較である。波面整合法以外は Si フォトニ

クスへの適用を想定して、かつ、小さな光回路を実現することを目的とした研究であるため、

計算領域の比較は必ずしも適切とは言えないが、波面整合法の方が回路の長さにすると 2桁

程度大きな回路を扱っている。波面整合法における（目標２）については、第 4章において
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詳細に記載するが、屈折率分布の更新に物理的な観点で適切な制限を与えられるように、波

面整合法に用いる波面整合式を経路積分等の複数の方法で導出し、異なる観点から波面整

合法の解釈を可能にする。また、波面整合法では決められない系のパラメータ（設計の自由

度）の影響について考察を行う。さらに、波面整合法の対象となる屈折率分布は莫大な自由

度をもった光学系であるがゆえに挙動を完全に把握するのは困難である。そこで、同じ多自

由度系としての深層ニューラルネットワーク（Deep Nerural Network：DNN）と波面整合法

の対応関係を調べて、近年活発に研究が行われている DNN のネットワークを制御するため

の手法の適用可能性を検討する。 

 

表 1-1 光回路の最適化手法の比較 

 

 

 

１-４．本博士論文の構成 

本博士論文の構成を図 1-4 に示す。本章が本研究の背景および位置づけ・アプローチを示

す章となっている。第２章では用語や記号の定義を兼ねて、光の伝搬と光回路を記述するた

めに Maxwell 方程式から本博士論文の中で用いる発展方程式を導出する。その発展方程式
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に基づき、光回路の数値解析で用いられる手法で、本博士論文の光伝搬の数値シミュレーシ

ョンにも用いるビーム伝搬法（BPM : Beam Propagation Method）を記述する。BPM の数学

的な記述方法は波面整合法を記述する際にも用いることとなる。ここまでが第２章となる。

次に、伝搬方向に変化する光導波路を拡張した屈折率分布の設計手法（導波路パラメータ制

御法）と導波路に限定しない自由な屈折率分布の設計手法（波面整合法）について第３章と

第４章にそれぞれ記述する。第３章では導波路パラメータ制御法として、第２章で導出した

発展方程式をもとにパラメータの発展方程式を導出し、そのパラメータの発展方程式を適

用した光回路設計例について述べる。第４章では光のフィールド制御として Maxwell 方程

式から導出した発展方程式をもとに波面整合法と呼ばれる光回路設計手法を導出し、光回

路に適用して、波面整合法の有効性を検証する。さらに深層ニューラルネットワークと対比

させ、深層ニューラルネットワーク手法の応用による特性改良を提案する。最後に第５章で

は上記の方法ついてまとめるとともに、課題や今後の展開について述べる。 

 

 

 

 

図 1-4 本博士論文の構成  
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2. 光の伝搬と光回路 

 

この章の概要 

光回路中の光の伝搬を記述するために光の伝搬方程式を求める。光は電磁場として

Maxwell 方程式に従うが、光回路中を伝搬する場合で、特に、反射等を考慮しなくて良い場

合は、伝搬方向への発展方程式として記述できる。伝搬方向への発展方程式はある断面のフ

ィールドの値を初期値として全領域のフィールドの値が一意に決まるので、例えば、

Maxwell 方程式を差分法で計算する FDTD 法と比較して計算量が大幅に低減される。また、

結果として導かれる式は Schrödinger 方程式と同等の表現式になるので、量子力学で使わ

れている様々な手法を用いることが可能となる。さらに、物理系としての好ましい性質（フ

ィールドのノルムが保存される等）により議論を進めやすくなるというメリットがある。 

本章では、記号や用語を定義しながら、第３章以降の議論で使用する発展方程式を

Maxwell 方程式から導く（本文 2-1）。さらに、得られた発展方程式を元にビーム伝搬法と

よばれる光伝搬の数値計算手法を説明する。本博士論文においては、ビーム伝搬法は、光の

伝搬の数値シミュレーションに用いられることに加えて、波面整合法を記述する際の基本

の基本的な式を与えるので詳細に記述する。まず、光のフィールドを空間的に離散化して各

座標の値を並べたベクトルで表して、ベクトルに対する簡単な操作等をまとめる（本文 2-

2）。その後、そのベクトルの表記を用いてビーム伝搬法を記述する（本文 2-3）。 

 

２-１．発展方程式による光の伝搬の記述 

電磁場は、Maxwell 方程式に従う。偏光や媒質の異方性を取り入れるにはベクトル場とし

て扱う必要がある。本研究の光回路として想定するガラス媒質は、異方性が少なく、偏光状

態の遷移も少なく、かつ、非線形性も弱い。そこで、計算を簡単にするとともに、議論の見
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通しを良くするため、本博士論文においては、光のフィールドを単一波長のスカラー波で考

えていく。まず、Maxwell 方程式をから下記の波動方程式を得る。 

2 2 2 2

( , ) 0
n

x z
x z c t

          
           

           

   (式 2-1) 

ここで記号は付表 2（６ページ）に示したもので、n が屈折率で空間の座標 ( , )x z の関数とな

っている。 cは真空中の光速で、 t は時間である。 ( , )x z を単一波長のスカラー波として、

さらに ( , )x z が、 z 方向への平面波  exp i z t   と、この平面波に比較してゆっくりと変

動する振幅 ( , )x z の積として 

 ( , ) exp ( , )x z i z t x z        

と表されると仮定する。これは緩慢変化包絡線近似 ( SVEA : Slowly Varying Envelope 

Approximation )ばれる[13,14]。 ( , )x z を式 2-1 に代入して ( , )x z の方程式を求めると 

2 2

0 ref

1 1

2 2
i k n

z x z
  

 

      
        

         

とまとめられる。これに z   に対して 2 2z  は十分小さいとして、 2 2z  を無視

する近似（Fresnel 近似あるいは近軸近似とばれる [13,14] ）を適用すると 

 

2
1

, ( , )
2

i K V
z

K V x z
x

 





  


         

   (式 2-2) 

が得られる。この式はいわゆる Schrödinger 方程式で、量子力学の式と考えると K が運動

エネルギー、V がポテンシャルエネルギーを表しており、比屈折率差 ( , )x z の値が大きいほ

どポテンシャルエネルギーが低いという式になっている。伝搬方向に対して横方向の波数

を xk と置いて平面波 ( , ) exp ( )xx z ik x f z     を ( , ) 0x z  とした自由空間の方程式に代入する
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と    2( ) 2 ( )xi z f z k f z    が得られて、これを解いて、  ( , ) exp ( , )x z i z t x z       に代

入すると 

    2 2 2( , ) exp 2 expx x x xx z i k x k z t i k x k z t             
     

 

となる。
2 2

z xk k  とすると、 2 2 2
x zk k   が成り立ち、平面波の波数の x 方向成分と z

方向成分に分けたことに対応していることがわかる。逆に、 x zk k の範囲で考えて

  2 2x z x xk x k z k x k z    で良い近似となっていることが Fresnel 近似あるいは近軸近

似に対応する。光導波路を考えると比屈折率差 ( , )x z が高いところが光導波路コアとなって、

この部分に光のフィールドが集中する。これは量子力学では、ポテンシャルエネルギーが低

いところに粒子の存在確率が集中することに対応している。そして、ポテンシャルエネルギ

ーの低いところに存在確率が集中すると、「不確定性原理」により、波数が大きくなって運

動エネルギーの項が大きくなるので、運動エネルギーの上昇とポテンシャルエネルギーに

よるエネルギーを下げるはたらきが釣り合う状態が実現される。この「不確定性原理」は量

子力学的なものと考える必要はなく波全般、あるいは単にフーリエ変換の性質と考えるこ

とができ、光導波路中の光のフィールドも同じように考えることができる。たとえば、屈折

率差を変化させずコアの幅だけ細くしていくと、あるところから光のフィールドは広がる

というようなことを説明できる。本博士論文においては、以降、陽には量子力学との対応を

強調しないが、Schrödinger 方程式で記述されることからわかるように光導波路の解析に量

子力学的な手法を適用することができる。 

 

２-２．ベクトルによる表現 

発展方程式(式 2-2)は微分方程式であり、光のフィールド を関数として解析的な取り

扱いをすれば良いが、数値計算や演算操作を簡潔に記載するために光のフィールド を各

点での値を成分とするベクトルで表し、式 2-2 の K やV の演算子をベクトルで表した光の
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フィールド に作用する行列として表す。本博士論文全体を通して、ビーム伝搬法の計算

をこの記述法で表し、第４章においても、これらの記号を用いて議論をすすめる。ビーム伝

搬法はベクトルで表したときの内積に積分等を用いる解析的な表現でも示すことは可能で

あるが、この節の表示方法を用いることにより、積分記号を多用することなく、簡潔な記述

が可能となる。 

まず、座標を離散化する。 x の座標を、簡単のために１次元として、等間隔 x で離散化

して場所を番号で表す。番号も x で表して、 x 番目の点と表す。紛らわしい場合は j 番目の

点というような表し方をする。表 2-1 に示すように、x 番目だけ 1で x 番目以外が 0となっ

ている縦ベクトルを x と表す。成分の数に相当するベクトルの次元は、実際に数値計算す

るときに配列のサイズとして意識する必要がある。本博士論文の中では、ベクトル表記のま

まの数式がほとんどなので、ベクトルの次元を陽に意識する必要はないが、ここではベクト

ルの次元を N とする。関数 ( , )x z は伝搬方向の座標 z を固定して x 番目の値を ( , )x z とす

ると、離散化した座標上のベクトルは ( , )

x

x z x  と表される。さらに、   を表 2-1

の波数空間の基底 k  で表すと、 

1
, ( , ) ( , )

ikx

x x x

k k k x z k x x z e
N

    


       （式 2-3） 

と表され、Fourier 変換がベクトルの空間の基底から波数空間の基底への基底変換に対応す

ることがわかる。 

次に、演算子 ,K V を離散化する。これらの演算子はベクトルをベクトルに写像するので

行列で表される。 K は z によらない行列であるの対して、V は z に依存する行列となるの

で、必要に応じて ( )V z と表す。 ( , )V x z と書いている場合は、光のフィールド を関数と考え

て、その関数の変数である座標 ( , )x z を演算子V にも適用していることになる。光のフィール
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ドをベクトル  で表す場合は、座標 x はベクトル成分の場所を指定しているので、V を行

列とする場合は、座標 x を含まずに ( )V z とだけ表す。 

一般に行列M の i j行 列成分を ijm とすると '

, '

'xx

x x

M m x x  と表される。実際、2項式

'x x の i j行 列成分は   '' ix jxij
x x   であるから , ' , ' '

, ' , '

'x x x x ix jx ij

x x x xi j

m x x m m 
 
   
 
 
  と

なる。一方、物理量を表す演算子 M を Hermite 行列として、M の固有値  と固有ベクトル

 の組が与えられれば、M 



   と表される。M が固有ベクトル  をもつことは

'

'

' 'M 



    
 

  
 
 
 ' '

'

'   



      となることから確かめられる。物理量を表

す演算子 M を、固有ベクトル  で M 



   と分解できれば、固有ベクトル  ごと

に独立に考えればよいので発展方程式を解くことが容易になる。そこで演算子 ,K V の固有

ベクトルと固有値を求める。 ( , )V x z   は x が固有ベクトルで固有値が ( , )x z  であるこ

とがわかる。  2 2xK   については、まずは、離散化する前の連続量の固有方程式を考

える。  ( ) expf x A ikx ( A は適当な係数)と置くと、  2( ) 2 ( )K f x k f x となって、 ( )f x が

固有関数となる。これを離散化したものが表 2-2 の k に他ならないから、 k を基底として

K を対角化することを考えればよい。 

 2

2

1
( ) ( ) 2 ( ) ( )x

x x

f x x f x x f x f x x x
x

      


 
 

と差分式で近似して、離散化した座標で考えると 

  2 2 2

2

2
cos 1

ikx ikx

x x

x x

e e
k x k x x k k

N x N
       


 
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となる。したがって、  2 2K k k k となる。以上で、光のフィールドと発展方程式がベ

クトルと行列で表されたので、次節は離散化により行列とベクトルで表された光のフィー

ルドの発展方程式を用いてビーム伝搬法を説明する。 

 

表 2-1 数値計算に使うベクトル 

 

 

２-３ ビーム伝搬法[13,14] 

前節の定義を用いて方程式  ( )zi K V z    の数値解析手法であるビーム伝搬法 

( BPM : Beam Propagation Method )を説明する。数値計算を行うためのベクトル空間の基

底のとり方により、数値計算法として、Fourier 変換 BPM ( FT-BPM : Fourier Transform 

BPM ) や有限差分 BPM ( FD-BPM : Finite Differential-BPM ) が得られる。FT-BPM の記

述方法が第３章の波面整合法を記述する際の数学的な表現方法を与えるので FT-BPM を中心

に以下に説明する。 

微小ステップ z だけ  ( ) ( ) ( )zi z K V z z    を形式的に積分した 

 ( )
( ) ( )

i K V z z
z z e z 

  
  

     (式 2-4)  
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を考える。指数関数は行列の関数で 

  2 3exp 2! 3!X I X X X    
 

を表していて、これを使うと差分方程式 

  2( ) ( ) ( ) ( ) ( )z z z i K V z z z O z           

が得られる。指数関数については収束性等が議論されるべきであるが、本博士論文において

は、物理的に有限のエネルギーで、空間的な広がりも有限な系を考えるので、すべて収束す

る。 0z  の初期値 (0) から z だけ進んだフィールド ( )z は(式 2-4)を繰り返して、 

       ( ) ( 2 ) ( ) (0)
( ) (0)

i K V z z z i K V z z z i K V z z i K V z
z e e e e 

               
    （式 2-5） 

で与えられる。１ステップ分の計算  ( )
( ) ( )

i K V z z
z z e z 

  
   を計算できれば、１ステップ

分の計算を逐次繰り返すことにより光のフィールドの伝搬が計算できることになる。そこ

で微小ステップについて具体的な計算方法を与える。 

 

(1)FT-BPM 

式 2-4 を次のように近似する 

      ( ) exp ( ) exp exp ( )z z i K V z z iK z iV z z              （式 2-6） 

,K V がスカラーであれば正しい式であるが、行列なので近似式となり、指数関数をテイラー展

開して 

    

   

2 2

2

exp ( ) 1 ( ) ( ) 1 1 ( )

exp exp ( )

A B z A B z O z A z B z O z

A z B z O z

              

    
 

となるので、 z  について１次の精度正しい式となっている。ここでは詳細に立ち入らない

が、さらに分割方法を工夫すると精度があげられることが知られている[15]。式 2-3 で行列

M を単位行列 I とすると、任意の正規直交完全系  に対して固有値  はすべて 1 とな



29 

 

るので I



  と表せる。これを単位行列の分解あるいは「１の分解」と呼ぶ。

 2 2xK    と ( , )V x z   の固有ベクトルの集合は正規直交完全系になるので、1の分

解 
k x

I k k x x    が成り立ち、式 2-6 の指数関数の間にいれると  2 2K k k k , 

( , )V x x z x    であるから、 

   

    

'

2

'

Foureir

Fourier

( )

' ' exp exp ( )

' ' exp 2 exp ( , ) ( , )

x k x

x k x

z z

x x iK z k k iV z x x z

x x k i k z k x i x z z x z x





  

 

     
         
     
     

    

  

  
変換

逆 変換

  （式 2-7） 

となる。
k

k k  が、式 2-3 の左側の式に対応していて、Fourier 変換するという操作に

なる。同様に
x

x x  が逆 Fourier 変換するという操作に対応している。この式を左から

順次解釈していくと FT-BEM の１ステップ分のアルゴリズム（ z だけフィールドを伝搬させ

るアルゴリズム）になる。 

Step 1. 入力 ( )z に屈折率分布による位相の重み  exp ( , )i x z z  を掛ける 

Step 2. Fourier 変換を行う 

Step 3. 自由空間での伝搬により発生する位相分布   2exp 2i k z   を掛ける 

Step 4. 逆 Fourier 変換を行う 

となる。実際は Fourier 変換を高速に行えるように高速 Fourier 変換を適用する等の工夫が行

われる。 
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(2)FD-BPM 

FT-BPM 対して、FD-BPM は式 2-6 で   ( ) exp ( )z z i K V z z       となっている exp  

の部分を Cayley 近似[16]して（あるいは元の発展方程式に Clank-Nicolson 法[17]を適用

して）、 

  
 

 
  

1/ 2
exp 2 / 2

/ 2

I i K V z
i K V z I i K V z I

I i K V z

  
        

  
 （式 2-8） 

とする。割り算の演算は逆行列を作用させることに対応する。この場合は K V の固有ベク

トルは一般には簡単には得られないので、逆行列を数値計算で求めて掛ける演算を行う。K

は差分式で近似すると行列としては３重対角行列となって Thomas アルゴリズム[18]などの

効率的な逆行列演算を適用できるので、実際の計算では FD-BPM が使われる場合が多い。実

際の数値計算の式を Appendex 1 に記載する。次章以降の数値計算による光の伝搬の検証は

FD-BPM を用いて計算したものである。 
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3. 導波路パラメータ制御法と光回路設計への適用 

 

この章の概要 

この章では光導波路中の光のフィールドの振る舞いを指定して、伝搬方向にパラメータ

が変化する光導波路の屈折率分布を決定する設計手法である導波路パラメータ制御法を示

す。さらに、導波路パラメータ制御法を用いて、所望の光のフィールドから光回路を決定す

る方法を示し、確認のため、導波路パラメータ制御法により得られた光回路について、設定

した所望の光のフィールドが得られることを確認する。 

本研究においては、導波路パラメータ制御法は、光のフィールドおよび屈折率分布として

はできるだけ単純で解析的な取り扱いが容易なものから始めて、それを拡張して一般化し

ていくというアプローチをとる。出発点となる、単純で解析的な取り扱いが可能な光のフィ

ールドとして Gauss 分布を採用する（以下、光のフィールドという説明をつけなくても混乱

しない場合は単に Gauss 分布と呼ぶ）。屈折率分布としては、伝搬方向に対して垂直方向

（横方向）の座標について 2次式になる屈折率分布で、パラメータが伝搬方向に変化する光

導波路回路（以下、2乗分布導波路）とする。その光のフィールドと屈折率分布をもとに伝

搬方向にパラメータが変化する所望の Gauss 分布をもとに発展方程式が成立するように、

屈折率分布のパラメータを決定することを考える。 

本文 3-1 では屈折率分布と光のフィールドの Gauss 分布、それぞれのパラメータが伝搬

方向 z に対して変化するとして、発展方程式（式 2-2）を満たすように、パラメータの方程

式を求める。パラメータが伝搬方向 z に対して変化することは、光のフィールドが「動き」

をもつということに他ならないから、その「動き」を制御するための方法をいくつかの例を

通して示す（本文 3-2）。さらに、Gauss 分布を矩形のシングルモード導波路中の伝搬モー

ドの近似と考えて、矩形のシングルモード導波路におけるビームの「動き」への適用可能性
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を検討する（本文 3-3）。光のフィールドが Gauss 分布にならないような場合については本

章の最後の節で考察を与える（本文 3-4）。 

 

光のフィールドとして Gauss 分布、屈折率分布として 2 乗分布導波路をとることは解析

的な取り扱いが容易で議論をする上で都合が良いだけでなく、今後、実用上も重要になってく

ると思わるので、その点について、各論の前に触れておく。 

光導波路の屈折率分布の形状としては様々なものが考えられる。商用化されている光ファイ

バでは、ほとんどは、ステップインデックス（SI: Step Index）型かグレーデッドインデクス

（GI: Graded Index）型のどちらかである。光ファイバの屈折率分布は、多くは伝搬方向に一定

のものを考えるので、伝搬方向に垂直な光導波路回路断面の屈折率分布形状で規定される。図 3-

1 に伝搬方向に垂直な断面の屈折率分布形状の例を示す。SI 型の場合は階段状に屈折率分布形

状が変化しているのに対して、GI 型の場合は、コアの屈折率分布形状が連続的に変化する。GI

型のコア部分の屈折率分布形状は断面方向の座標のべき乗の関数で表され、モード分散を最小

化する値として 2 乗付近が用いられる[19,20]。コアのサイズおよび屈折率差が大きい場合は複

数の伝搬モードが存在するマルチモード導波路となる。マルチモード導波路では各モードの伝

搬定数が異なるため、複数のモードが励振された場合は、伝搬していくにつれ、位相がずれて、

出発点の光のパルス形状は保たれず、信号のモード成分の到達のタイミングが異なり広がった

パルスとなる。したがって、モードを個別に扱えない場合は、マルチモードファイバは伝送帯域

が制限されることになり、近距離伝送に限られて使用されてきた。しかし、近年、複数のモード

に個別に情報を乗せて、各モードの情報を伝送後にデジタル処理技術により分離して取得する

空間多重伝送も提案されるようになり、あらためてマルチモード導波路の利用が検討されてい

る[22]。マルチモード伝送方式においては、デジタル処理技術による分離に加えて、光回路を用

いて伝搬モードの合波と分離を行う必要がある。伝搬モードの合波と分離を行う光回路では光
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導波路中でモードが干渉して光のフィールドはスペックルパターンのように複雑な動きをする。

そのような動きを制御することは重要な課題であり、導波路パラメータ制御法は複雑な動きを

する光のフィールドの制御の出発点になり得るものと考えられる。以下の節で導波路パラメー

タ制御法について具体的に述べていく。 

 

 
 

図 3-1 屈折率プロファイルの例 

 

 

３-１．2 乗分布導波路と Gauss 分布のパラメータ 

Gauss 分布の運動を考えるために、伝搬方向の座標 z の関数をパラメータとして持つ

Gauss 分布を考える： 

2

4
2

2 1 ( )
( , ) Re exp ( )

( )( )

x z
x z i z

w zw z


 



  
    
   

.  (式 3-1) 

パラメータが実数の場合は ( )z がビームの中心位置で、
2

( , )x z が光の強度分布を表す

ので、中心 ( )z から ( )w z だけ離れた位置でピーク値に対して 2e 倍の強度になるフィールド

半径を与える。Gauss 分布の運動を考えるためには、このあと記述するとおり、パラメータ

を複素数の範囲で考える必要がある。パラメータ ( )w z が複素数とすると、フィールド半径



34 

 

は 2x の係数の実部の平方根で  
1/2

2Re ( )w z



となる。フィールド径というと直径と半径で区

別がつきにくいので本論ではフィールド半径と呼ぶことにする。ビームの中心位置は

Re ( )z となる。次に、光の伝搬を表す方程式を考える。2 乗分布導波路として第 2 章で導

いた発展方程式(式 2-2)において屈折率分布を与える比屈折率差が x の 2 乗となるもの

を考えて 

    
2

2

4

1 2
,

2 ( )e

i K V K V x z
z x w z
  

 

   
           

  (式 3-2) 

とする。 z を固定したときに、右辺の基底モードの光の分布は Gauss 分布となり規格化定数

を除いて

2
( )

exp
( )e

x z

w z

  
  
   

となる。 ( )z は屈折率分布の中心位置を表し、 ( )ew z は基底状

態の Gauss 分布の広がり幅（強度がピーク値に対して 21/ e となる位置）、すなわちフィー

ルド半径に対応している。基底モードに対しては光が集中している領域となり導波路幅に

対応すると考えられるので、以降、 ( )ew z を 2乗分布導波路の実効導波路幅（省略可能な場

合は単に導波路幅）と呼ぶことにする。これらのパラメータ ( )z および ( )ew z は屈折率分布と

して与えられるものであるから、増幅や減衰がない系であれば、すべて実数であることが要

請される。屈折率分布の広がり＝実効導波路幅を基底状態の Gauss 分布のフィールド半径

( )ew z で記述する必要はないが、Gauss 分布のフィールド半径 ( )ew z を用いることで、この

後に導出するパラメータの方程式等で、光のフィールドのGauss分布のフィールド半径 ( )w z

と同じ次元の項同士で比較が容易になり、その結果、解釈が容易になる。なお、式 3-2 の x

は 1次元の数であるが高次元の場合も同様の議論が可能である。高次元の場合については、

Appendix A.2 に記載する。 
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次に、式 3-1 の Gauss 分布が式 3-2 の発展方程式の解であるための条件を求める。解であ

るためには、式 3-1 を式 3-2 に代入して、両辺の x の係数が一致する必要がある。そこで、

式 3-1 を式 3-2 に代入して、両辺の x の係数を比較すると、下記の式が得られる。 

2

2 4 4

1 2 1 1

e

x
z iw w w

 
  

   

の係数から  (式 3-3) 

 
2

1

4

2

e

w
x

z i w
  




 


の係数から

 

(式 3-4) 

 
4

20 2

4 2

1 1
Re Re

2

e

e

w
x i w

z w w
  



  
    

   

の係数から  (式 3-5) 

これらの式を用いた光回路の設計（2 乗分布導波路のパラメータの決定）の例を示す前に、

これらの式から直接導かれることについて下記にまとめる： 

（１）  式 3-3 からフィールド半径の初期値が (0) ew w＝ で ew が定数であれば、フィールド半

径の式の右辺は 0 となり ( ) ew z w＝ となる。すなわち固有モードのフィールド半径は

保たれる。式 3-4 から中心位置 ( )z についても同様のことが言える。 

（２） フィールド半径 ( )w z と中心位置 ( )z は一般には複素数値になる。式 3-1 の Gauss 分

布において、指数関数の中

2
( )

( )
( )

x z
i z

w z




 
  
 

の位置 x の係数に着目すると各パラメ

ータの虚部を次のように解釈できる。フィールド半径 ( )w z は式 3-1 の指数関数の式

において    
2

2 2

2 2

( ) 1 1
Re ( ) Im ( )

( ) ( ) ( )

x z
x z i x z

w z w z w z


 

 
    

 
とあらわされるので、

1/2

2

1
Re

( )w z


 
 
 

が真のフィールド半径、

1/2

2

1
Im

( )w z

 
  
 

が近軸光線近似の範囲で波面（同
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一位相面）の曲率を与える。中心位置 ( )z の虚部 Im ( )z  は位置 x の 1次の係数を

与えることから位相の勾配、すなわち、波面の傾きを与える。 

（３） フィールド半径 ( )w z の式 3-3 と中心位置 ( )z の式 3-４において、2乗分布導波路の

導波路幅 ew と中心位置 を定数とすると、その値を中心に振動する式となる。式 3-

4 は中心位置 ( )z の線形微分方程式で、その形から明らか。式 3-3 の微分方程式を

解いて、 

   

   

2 2 2 2
0 02

2 2
2 2 2 2

0 02

4
exp

1 1

4
exp

e e

e

e
e e

e

z
w w i w w

w

w w z
w w i w w

w





 
    

 


 
    

 

  (式 3-6) 

が得られる。ここで、 0w は ( 0)w z   の値としている。この解から周期
2

2

ew
で振動

することがわかる。この式は屈折率分布レンズ（ GRIN Lens : Graded-Index Lens ）

のピッチとよばれる振動周期を再現している。 

（４） 図 3-2(b)に示すように、 ew のとき自由空間の屈折率分布となる。このとき式 3-

6 より
2 2

0

1 1

2w w i z 



となる。これは Gauss 分布の自由空間の伝搬に相当する。 

（５） 図 3-2(c)に示すように、 4
ew を一定値に保ちながら ,ew  の場合を考える

と ( , ) const.x z qx    となる。ここで
4

4

e

q
w




 となる定数である。const.は z を固定

したときに x に依存しない位相を与える項で無視する。このとき中心位置 ( )z の方

程式は(式 3-４)より  
2

2
0 2

2 2

qw q
i w i z

z i
 


   


 となるので 

2 2
0( )

2 2

qw qz
z i z


    

が得られる。 0 は ( 0)z  の値である。
2

2

qz


がビームの中心位置で、 z が大きくな

る、すなわち光が伝搬するにつれて屈折率の高い方にビームの中心が移動していく

ともに位相の勾配が発生する様子がわかる。 
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図 3-2 2 乗分布導波路で表現可能な屈折率分布 

 

次に、この方程式が正しい発展方程式となっているかを数値計算との比較で確認した。図

3-2 は伝搬方向に本検討のためにあたえた複雑に変化する屈折率分布に対して、数値計算

（BPM）により求めたフィールドの振幅と、式 3-3～5 を用いてパラメータを数値計算して、

そのパラメータを Gauss 分布に代入して得られたフィールドの振幅を並べてプロットした

ものである。計算に用いたパラメータは図中に記した。数値計算と式 3-3～5 から得られた

結果との差は図 3-2(c)のカラーマップの数値範囲が示すとおり、振幅の最大値の 1/50 以下

程度の差である。この差は振幅の差であるから光の強度で考えると十分に一致していると

言える。なお、図 3-2(c) の左上端に大きめの差が見られる。この差は、パラメータの方程

式を用いた計算方法では横方向の計算領域というものがそもそもなく、境界条件の処理に

起因する誤差が存在しないのに対して、本計算のBPMにおいては標準的なPerfect Matching 

Layer と呼ばれる無反射吸収条件を適用しているために発生する誤差があり、その差分が見

えるためである。また光が集中している部分での誤差が大きいことも確認できる。BPM では

その計算式は（式 2-6）で表され Cayley 変換の式となっていて、波数が小さい領域で良い

近似計算となっているため光の集中があり大きな波数の光が発生する場所では精度劣化が

発生すると考えられる。これに対して、パラメータの方程式を用いた計算方法はそのような
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影響がないため、パラメータの方程式を用いた計算方法の方がより正確な値となって、その

差が見えていると考えられる。 

 

 

図 3-2 数値計算とパラメータの発展方程式よりえられた Gauss 分布の比較 

 

数値計算の観点からは、式 3-3～5 は 3 変数の連立微分方程式であり、極めて少ない計算量

で計算が可能となる。本章の最後に示すように、フィールドを Gauss 分布に分解して計算す

る（Gauss 分布の重ね合わせ）等のより複雑な計算を行うことも可能であり、大規模な領域

での計算が求められる場合は、本計算方法は極めて効率の良い計算方法となっている。また、
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Gauss 分布の運動自体を計算していることから、解釈しやすいというメリットが考えられる。

次節では式 3-3～5 を具体的に設計に活かす例を示す。 

 

３-２．導波路パラメータ制御法と応用例 

本章における光回路の設計とは式 3-2 の屈折率分布のパラメータ ( )z と ( )ew z を決めるこ

とに他ならない。式 3-3～5 を、Gauss 分布のパラメータ ( )z と ( )w z とを与えて、屈折率分

布のパラメータ ( )z と ( )ew z を決める方程式と考えて、それらを用いて光回路を決定するの

が導波路パラメータ制御法である。屈折率分布のパラメータ ( )z と ( )ew z とは吸収や増幅の

無い媒質であれば実数、Gauss 分布のパラメータ ( )z と ( )w z は複素数であることに注意し

て、式 3-3、3-4 の方程式は実数部分と虚数部分に分けると、 

(式 3-3)から 
2 2

4 2 2 2

1 1 1 1
Re Im Im

2
e

zw w w w

    
     

   
 (式 3-7) 

2 2 2

1 4 1 1
Re Re Im

z w w w





 (式 3-8) 

(式 3-4)から 
4

2
Re Im

2

ew

zw


  


 


 (式 3-9) 

2

4

2
Re Im

e

w

z w
 







 (式 3-10) 

となる。式 3-7、3-9 は、Gauss 分布のパラメータ ( )w z と ( )z とを与えて屈折率分布のパラ

メータ ( )z と ( )ew z とを決める式になっているが、Gauss 分布のパラメータ ( )w z と ( )z は制

限を受けて虚部と実部がそれぞれ式 3-8、3-10 を満たしていることが必要となる。逆にいうと

Gauss 分布のパラメータはこの章の 3-1(2)で示したようにフィールドの広がりや波面の曲

率、中心位置や位相の傾きに対応するので、光のフィールドとして実現したい状態に応じて、

式 3-8、3-10 を設定して、それを満たすように ( )w z と ( )z を設定することができれば光回路

を決定できることがわかる。以下にこれらの式を用いた光回路の設計例を示す。 
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(1)スポットサイズ変換 

式 3-7、式 3-8 を用いて光回路を設計する例として、フィールド半径を変換するスポット

サイズ変換回路の設計を考えてみる。スポットサイズ変換は異なる導波路構造の基底モー

ド同士を光学結合させる際に光結合損失を低減するために頻繁に用いられる導波路構造で

ある。光学結合は伝搬方向に対して垂直方向の断面上での光のフィールド同士の重なり積

分で与えられ、フィールドの形すなわち光の分布が一致するように変換するのがスポット

サイズ変換回路の機能である。スポットサイズ変換と呼ばれるのは、導波路構造を伝搬する

光は Gauss 分布のように単一ピークのスポットを形成しており、そのサイズ（Gauss 分布で

はフィールド半径）の変換を行うので、スポットサイズ変換と呼ばれている。スポットサイ

ズ変換を行うためには、様々な構造が提案されているが、急激な変換は、高次のモード励振

を生じるため、所望のビーム形状にならずに大きな損失を発生させてしまう原因になる。そ

こでゆっくりと変化させる、いわゆる他のモード励振を抑制するという意味で断熱的にパ

ラメータを変化させてスポットサイズ変換することが多い。ゆっくりとした変化で他のモ

ードを十分に抑制することが可能となるが、その場合、光回路サイズが大きくなるというデ

メリットが生じる。短い距離で所望のスポットサイズ変換を実現できることが望ましく、ど

のようにスポットサイズ変換回路の形状を変化させるべきかが設計における重要な課題で

ある。断熱的な変化を使う方法では、高次モードの励振量の許容量を決めて、その範囲でゆ

っくり変化させる方法がある[23,24]。一方、高次モードが励振しても高次モードをうまく

制御して最終的に基底モードのみになるような方法も考えられる。ここでは後者の高次モ

ードを励振することになるが、式 3-7、式 3-8 を使って光のフィールドを制御して最終的に

基底モードのみになる方法を考える。ビーム半径に対応する関数を ( )r z とすると 

2 2

1 1
Re

( ) ( )w z r z
  となる。このとき式 3-8 から 

2

1 1
Im

2

r

r zw

 
 


 が得られる。スポットサイ

ズ変換が基底モードから異なるフィールド径の基底モードへの変換であると考えると、
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2

1
Im

w
は波面の曲率に対応するので、スポットサイズ変換器の入力位置 0z  と出力位置

outz z で
2

1
Im

w
は 0となるべきで、結果、    out0 0

r r
z z z

z z

 
   

 
 であることがわかる。

ここで、波面の位相が曲率を持つと基底状態になれないのは、実部と虚部で分けると縮退し

た異なるモードが存在することになるため基底モードとはなれないからである。

   out 0r z z r z   という変換(変換倍率 )になっているとすると、たとえば、次のような

関数 target ( )r z が考えられる: 

   
 

 

   

22

0
target

22

0

3 4 5

' ' '
( ) 0 exp ln

' ' '

0 exp ln 10 15 6

out

z

out

z

out

out out out

z z z dz
r z r

z z z dz

z z z
r

z z z





 
 

  
 
 

       
         
         



   (式 3-11) 

候補となる関数はこれに限らないが、次の理由でこの関数を選んでいる。
2

1 1
Im

2

r

r zw

 
 


が

多項式になるようするために指数関数を選び、さらに指数関数の中の被積分関数が積分区

間の両端 out0,z z で二階微分まで 0 で非負関数として、さらに積分を z の関数として 0z   

で 0、 outz z  で 1 となるような多項式で規格化したものとして式 3-11 を選んだ。

  target ( )r z r z を式 3-7 に代入して実効導波路幅 ew を求める式 

22 2

4 4

1 1 1 1

4 4
e

r r

r z z r zw r

      
     

     
   (式 3-12) 

が得られる。図 3-3 に式 3-12, 式 3-11 に基づいて実効導波路幅 ew を数値計算で求めた結

果を示す。計算のパラメータは図中に示した。比較のため、式 3-7 で 
2

1
Im

w
 に関する項を

無視した場合について計算したものも併せて示す。フィールドの半径の初期値を  0r z 

=5µm , 100µm 先の outz z で  outr z z =1.25µm となるスポットサイズ変換(変換倍率 1/ 4  )

を目標とした。図 3-3(a)では実効導波路幅 ( )ew z をターゲットとするビーム半径の関数
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target ( )r z と一致させた。その結果、破線で示したビーム半径  r z は小さくなっているが、変

化が大きすぎるため振動が発生していることがわかる。 

 

図 3-3 実効導波路幅 ( )ew z とフィールド半径 ( )r z  

のパラメータ変化とフィールドの伝搬の様子 
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図 3-3(b)では   
1/2

2( ) Re ( )r z w z   をターゲットとするビーム半径の関数 target ( )r z と一

致させて式 3-11 から実効導波路幅 ( )ew z を求めた場合をプロットしている。実効導波路幅

( )ew z は振動しており、かつ、 0z  で急速に減少していることがわかる。このプロットでは

フィールド半径 ( )r z を与えているので正しくスポットサイズ変換がなされているか確認で

きない。そこで、図 3-3 の実効導波路幅 ( )ew z の屈折率分布を使って BPM による数値計算で

フィールドの伝搬の様子を確認したものが図 3-3(c)～(e)である。 

図 3-3(c)が実効導波路幅 ( )ew z をターゲットとするビーム半径の関数 target ( )r z と一致させた

場合で、確かに振幅が振動していることがわかる。それに対して図 3-3(d)では

 
1 / 2

2

t a r g e tRe ( ) ( ) ( )w z r z r z


   として(式 3-11)から求めた実効導波路幅 ( )ew z をもつ屈折

率分布を伝搬させた場合はフィールドの広がりが単調に狭くなっていることがわかる。こ

れは図 3-3(b)の破線で表した期待通りのフィールド半径の変化をしており、良好なスポッ

トサイズ変換器が設計できていることがわかる。 

 

(２) S 字曲げ回路 

次に、Gauss 分布の中心位置と導波路の中心位置に関する式 3-9 と式 3-10 から設計でき

る屈折率分布の例として S字曲げ回路を考える。S字曲げ回路は入力位置に対して、進行方

向に対して横に導波路の出射位置をずらしたい場合や方向性結合器など光導波路同士を接

近させたい場合など、実際の光回路で頻繁に使われる。実際の回路においては曲線の導波路

と直線の導波路が混在することになるため、曲げ導波路と直線導波路を「上手く」繋ぐ必要

がある。その必要性をみるために、よく使われる曲率半径が一定の曲げ導波路と直線導波路

の接続について見てみる。まず、 式 3-10、式 3-10 から光導波路の中心位置 を光のフィ

ールドの中心位置
def

Rec  で表すと 
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222 4 42

24 4

e e
c c c

w w

z R w

 
   

  
           

  (式 3-13) 

が得られる。 c は導波路の中心であるから、光のフィールドの中心位置 は右辺の第２項の

ぶんだけずれること意味しており、
22 4

4

ew

z




 
 
 

はオフセットと呼ばれる。
2

c
z


 

 
 

は接線

が z 軸方向に接する曲線の曲率を表していて、近軸光線近似では、光は z 軸方向に接した状

態なので、
2

c
z


 

 
 

が曲率を与える。曲率半径 R を用いて 
2

1
c

z R


 
 

 
とすると１行目の

右辺の式が得られる。これは例えば、直線導波路と曲げ導波路を接続する際にフィールドの

重なりを一致させるためには図 3-4 のように導波路をずらす必要があることを意味してい

る。図 3-4 はオフセットの有無によるビームの伝搬違いを示す例で、図中のパラメータでフ

ィールド半径 5µm の Gauss 分布を、一定曲率( R  1000µm)の曲線の 2乗分布導波路を伝搬さ

せたときの様子を示している。直線部分の伝搬はオフセットの有無に関わらず共通であり、

基底モードの伝搬が示されるだけなので直線部分は表示せずに曲線の導波路領域のみを示

している。図 3-4(a)のオフセット無しの場合は狙いである曲率半径 1000µm の曲線から、大

きく逸脱してしまうのに対して、式 3-13 の１行目の式からきまるオフセットだけシフトさ

せた導波路に対しては狙い通りの位置（中心位置として期待する中心位置、すなわち、 c に

沿った位置）を光のフィールドが伝搬していることがわかる。回路の形状としてはどちらも

曲率半径一定の円弧で、曲率半径がオフセット分だけ異なる。なお、このオフセットの値は

フィールド半径と同等の大きさであり、実際に使われるようなパラメータではない。フィー

ルド半径 5µm というのは通信用のシングルモードファイバのモードフィールド半径と同等

であり、通信用のシングルモードファイバで伝搬損失等に影響しない曲率半径は 20mm とさ

れていて、この値は図 3-4 の計算の曲率半径の 20 倍となっている。通信用のシングルモー

ドファイバと同じ曲率半径を 20mm とすれば、オフセット量は 20 分の１の 0.27µm でよくな
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る。実際の石英の光導波路でも、フィールド半径に対して十分小さなオフセット量になるよ

うな曲率半径で回路が作られている。 

 

図 3-4 光導波路のオフセットとオフセットの有無によるビーム伝搬の違いの例 

 

以上の例に示したように、一定の曲率半径の光導波路を用いて光回路を設計するのが一

般的である。しかし、式 3-13 は任意の曲率半径に対応しているので、式 3-13 を用いること

で伝搬方向に曲率半径が変化するような光のフィールドの位置でも制御することができる

ことがわかる。そのような例として曲率半径が伝搬方向に変化する、すなわち、オフセット

を連続的に変化させる S字曲げ回路を求めてみる。簡単のため、実効導波路幅 ew  を一定と

して、式 3-9 から ( ) ew z w とした Gauss 分布の中心位置 ( )c z を 

 
3 4 5

0 out 0( ) Re ( ) 10 15 6c
out out out

z z z
z z

z z z
    

       
           

       

  (式 3-14) 
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とおく。このパラメータで規定される光回路は伝搬方向の入力位置 0z  と出力位置 outz z

で 
def

0 Re ( 0),z    
def

out outRe ( )z z    として、入力と出力とをつなぐ S 字曲げ回路にな

っている。｛｝の中が z の多項式となっているが、この式は(式 3-11)の指数関数の中の式を

導くときに用いた、 0z  と outz z で、それぞれ、値 0と 1 をとり、2階微分まで 0となる

なめらかな単調増加関数をとなっている。これを(式 3-13)に代入すると 屈折率分布の中心

位置（導波路の中心位置） が 

 
2 22 4

out 0

1
60 1 3 2

4

e
c

out out out out

w z z z

z z z z


   

        
            
         

  (式 3-15) 

と与えられる。式 3-15（オフセット有）の場合と c  （すなわちオフセット無）の場合

とで数値計算により比較を行った（図 3-5, 図 3-6）。オフセット量は
2 4

4 ( )

ew

R z


は

( ) ew z w 一定として ew に依存するので 1μm, 2μm, 4 μmew  の場合について計算を行った。

曲率 ( )R z は式 3-14 の z の２階微分で近似することができ 

 
2 2

out 0

1 1
60 1 3 2

( ) out out out out

z z z

R z z z z z
 

        
          
         

 

として式 3-15 の右辺第２項に反映されている。回路としては S字に光を曲げて 100µm 先で

30µm ずらすものである。図中に、屈折率分布の中心と期待する光のフィールドの中心を白

の実線と破線で示した。期待する光のフィールドの中心は 1μm, 2μm, 4 μmew  やオフセット

の有無に関係しないのですべて同一のものである。オフセットが無い場合は屈折率分布の

中心もこれに一致する。図 3-5 は振幅をプロットしたものである。 1μmew  のときは式 3-

2 の   
2

4

2

( )e

V x z
w z




  より、中心と ex w のときの比屈折率差が 5.8%相当となり、閉じ

込めが強い光導波路になっている。オフセット量の式
2 4

4 ( )

ew

R z


からわかるように、 ew の 4乗に

比例し、この場合 0.16µm 程度で、オフセットの有無による光のフィールドの位置の差はほ
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とんどない。図 3-6 に位相をプロットしているが、 1μmew  でオフセットなしの場合の出

力側位相が横方向 x に対して傾斜していることから、出力側に直線導波路を接続した場合、

光の中心位置が振動することが予想される。オフセットがある場合はフィールドの周囲で

横方向に同一の位相となっており、出力側に想定する直線導波路の固有状態に近い状態が

実現されている。 2μm,4 μmew  の場合は、オフセットの値は非常に大きくなり、特に

4 μmew  の場合は 40μm を超える値になり、屈折率分布の中心と光のフィールドの中心の

位置が大きくずれていることが確認できる。このような状況でありながら、オフセットあり

の場合は 式 3-14 で指定される ( )c z 位置に沿って光のフィールドの中心が移動しているこ

とがわかる。このことは図 3-6 の位相をみても確認できる。オフセットありの場合は、出力

において横方向に位相が一致しており、出力側に想定する直線導波路の固有状態に近い状

態が実現されている。一方、オフセットなしの場合は、屈折率分布の中心の位置が適切でな

いために式 3-14 で指定される ( )c z に沿って曲がることができずに逸脱してしまっている

ことが確認できる。さらに、図 3-6 をみると、 2μm,4 μmew   のオフセットなしの場合は、

出力部分で位相が横方向に振動している様子がみられ、固有状態となっていないことがわ

かる。 

以上の例に示したとおり、発展方程式式 3-3～5 を、屈折率分布のパラメータについて逆

に解くことにより、所望の光のフィールドのパラメータを指定して、屈折率分布のパラメー

タを決定することができる。ここでの 2 乗分布導波路は 2 乗関数で屈折率分布が無限に広

がっていることを仮定しているので、光のフィールドの中心が屈折率分布の中心からずれ

た場合、ずれが大きいほど、強く引き戻される。そのため、光が放射されていくことはなく、

常に解をえることができるが、現実的なコアサイズがある GI ファイバ等の導波路で近似で

きるような屈折率分布となっているとは限らない（コアサイズを逸脱して光のフィールド

の中心が変動しているような設計が含まれる可能性がある）。より実用的な光導波路への応

用を目指して、次節では、平面光波回路としてよく使われるステップインデックス型の導波
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路に対して、2乗分布導波路をその近似と考えて、ここまでの知見を当てはめることを考え

ていく。 

 

図 3-5 S 字曲げ回路のオフセットあり/無しによる違い（振幅） 
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図 3-6 S 字曲げ回路のオフセットあり/無しによる違い（位相） 
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３-３．導波路パラメータ制御法のシングルモード導波路への応用 

シングルモードの光導波路は、モード分散やモード遷移等による信号劣化がなく、光通信

等ではもっともよく使われる光導波路である。これまでの 2 乗分布導波路と Gauss 分布の

パラメータに関する方程式と同様に、シングルモード導波路とシングルモードの光のフィ

ールドのパラメータの方程式が得られれば、シングルモード導波路における光のフィール

ドの動きを指定して、光回路のパラメータを決めるような設計が可能となるものと期待で

きる。 

そこでこの節では、シングルモード導波路として最も単純かつ一般的な構造であり、石英

系平面光波回路でも用いられているステップインデックス型の屈折率プロファイルをもつ

シングルモード導波路（SI-SM 導波路：Step Index Single Mode 導波路）について導波路パ

ラメータ制御法の適用可能性を検討する。 

SI-SM 導波路の固有モードについては詳細に検討されている[13,14]。ここではそのよう

な厳密な基底モードでなく Gauss 分布で近似することを考える。近似法としては変分法を

用いる。2乗分布導波路の場合は(式 3-2)の発展方程式の右辺の固有状態が固有モードとな

る。固有モードの固有値は、参照屈折率に対する伝搬定数  との伝搬定数の差に対応して

おり、基底モードが最低値を取る。そこで、変分法では、パラメータを含む基底モードの候

補（試行関数）を用いて、極小値を与えるパラメータを求め、そのパラメータのときの試行

関数が基底状態を近似していると考える。方程式を 

 

 

 

2
1

, ( , )
2

2
( , )

0 2

i K V K V x W
z x

x W
x W

x W

  


   
            

 
  

  
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とする。SI-SM 導波路として比屈折率差 ( , )x W で矩形の屈折率分布を表す。W が導波路幅

で、これと変数 x すなわち伝搬方向に対して垂直な横方向の位置の中心位置が導波路のパラ

メータとなる。基底状態を近似するための試行関数を trial として 

    
def

*
0 trial trial trialE K V dx     

と置く。試行関数が基底モードならその固有値を与える。基底モードを Gauss 分布で近似す

るために    
2def

24
trial 2

x w
w e 


  とおく。この試行関数を trial のパラメータは w なので

 0 trialE  を w の関数と考えて極小条件を求めると  

   
2

22
0 3

1
1 2 0

W w
E w Ww e

w w
 



  
     

     

から 

 
2

222 1
W w

Ww e 


     (式 3-16) 

というパラメータ間の関係式が得られ、この式 3-16 を満たすようにパラメータが決められ

る。フィールド半径 w を決める例として、PLC で用いられる 0.75%, 1.55μm    の場合の

導波路幅W とフィールド半径w との関係を図 3-7 に示す。導波路幅W が 2µm よりも小さい

ときはフィールド半径 w が広がっているのがわかる。これは屈折率の高いコアの領域が小

さすぎると、その領域に閉じ込めるための波数が大きくなってしまうので、コアよりも光の

フィールド半径w が広がり、さらに、そのことによって、コアが与える実効的な屈折率が低

下して、フィールド半径w が急激に広がるというよく知られた現象である。式 3-16 はその

現象も再現していることからわかるように有効な関係式であると考えられる。 
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図 3-7 変分法より得られた導波路幅W とフィールド半径 w との関係の例 

 

この値をフィールド半径 w とした    
2def

24
trial 2

x w
w e 


 が基底状態を近似する Gauss

分布となる。2 乗分布導波路のパラメータのうち 2 乗分布の広がりを与えるパラメータ ew

は 2乗分布導波路の基底状態のフィールド半径であったから 

    
2

2

4

1 2
,

2 ( )e

i K V K V x z
z x w z
  

 

   
           

 

から 

   
2

2 22

4

2
( , ) 2 1eW w

e

e

x W x Ww e
w

    



    ただし、  

を得る。あとは式 3-7～3-10 を当てはめて ,W   を決めればよい。具体的な例を見ていく

前に、このような近似が有効となる理由を考えてみる。2乗分布導波路については固有モー

ドが無限に存在するので、2乗分布導波路で、シングルモードを与えるステップインデクス

型の屈折率分布を近似するのが良い近似かどうかは議論が必要である。SI-SM 導波路はシン

グルモードなので高次の伝搬モードが存在しない。そのため、基底モード成分以外の成分は
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伝搬しないはずである。パラメータを含む光のフィールドを与えて、パラメータがある値の

ときにフィールドが基底モードになっているとすると、そこからパラメータが外れると、光

のフィールドは基底モード以外の成分を含むということになる。基底モード以外の成分で、

放射しながら短い距離であれば SI-SM 導波路に沿って伝搬できる弱い共鳴状態が基底モー

ドと干渉して光のフィールドに動きをもたらすことが期待できる。本当にそのようなこと

が起きるのか、定性的に解析的に示すともに、数値計算により確認してみる。基底モード以

外の成分で動きをもたらす成分を「ずれ」と呼ぶことにして、「ずれ」成分を定性的ではあ

るが解析的にみてみるために、光のフィールドがパラメータで表されているとする。パラメ

ータは、例えば、光のフィールドの広がりや中心位置である。一般にあるパラメータ qを考

え て パ ラ メ ー タ q に 対 し て Taylor 展 開 を 行 っ て 、 １ 次 ま で の 近 似 と し て 

trial trial trial( ) ( ) ( )q q q q q
q

    


  


が得られる。 trial ( )q
q





 が基底モードからの「ずれ」成

分に相当する。 q の値が 0q のとき trial 0( )q が基底モードであるとすると、変分式 

   

   
0

def
†

0 trial trial trial

†0 trial
trial 0 0 trial 0

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) . . 0

qq

E q q K V q dx

E
q q K V q dx c c

q q

  


 



 

 
   

 




 

を満たす。 trial 0( )q は基底モードだから、K V の固有状態で固有値   trial 0 0 trial 0( ) ( )K V q E q  

となるので、この式は trial
0( )q

q




 と trial 0( )q  とが直交していることを表している。基底モー

ドからの「ずれ」成分 trial
0( )q

q




が基底状態 trial 0( )q  と異なる伝搬定数  で伝搬すると仮定

すると、伝搬させることによって得られるフィールド trial ( )z は 

trial trial trial trial( ) ( ) ( ) ( )i z i zz q e q q q e q
q

       
   

  

となる。したがって、パラメータ q が伝搬方向に Re i ze q   で振動することになる。

は一般には共鳴した状態になるとは限らないが、このような振動がみられれば、trial ( )q
q





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「ずれ」成分すなわち trial ( )q
q





が短い距離であれば高次モードのように伝搬していると考

えられる。図 3-8 は意図的に入力のフィールドの幅と位置をずらした場合の SI-SM 導波路

における光の伝搬の様子を示したものである。パラメータは、図中に示したもので、一般的

な PLC の導波路パラメータである。フィールド径をずらした場合も中心位置をずらした場

合の双方について、減衰しているものの、伝搬距離 1000µm に渡って振動している様子が見

られている。また、特に、式 3-2 の右辺の固有値問題で x が１次元の場合の固有状態は零点

（ノード）の数が固有状態の次数対応することが知られており、Gauss 分布のパラメータと

して中心位置の微分からノードが１つの分布、振幅の微分からはノードが 2 の分布が得ら

れるので、１次モードに近い成分、2次モードに近い成分が得られて、共鳴状態が伝搬方向

に維持されやすい成分が多く含まれるものと考えられる。 

 

 

図 3-8 SI-SM 導波路の基底モードからずらした入力に対する伝搬の様子 

 

以上のとおり、SI-SM 導波路において、伝搬モードを Gauss 分布で近似できること、ま

た、伝搬モードがパラメータで表せるなら、パラメータ変化が変化し得ること、の 2点を
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示した。このことは、Gauss 分布と 2乗分布導波路に関するパラメータ変化の方程式であ

る(式 3-7)～(式 3-10)が近似的に適用可能であることを示唆している。そこで、以下で

は、2乗分布導波路と同様に、S字曲げ回路とスポットサイズ変換器を例として実際の適

用可能性を見てみる。 

 

（１）SI-SM 導波路のスポットサイズ変換 

SI-SM 導波路において、スッポットサイズ変換は、光回路中で様々な場面で用いられる。た

とえば、分岐回路への接続のために１本の導波路を２本に分けるために２倍程度の幅への

導波路幅拡大や、交差導波路での損失を防ぐために回折を抑制するための幅拡大、アレイ導

波路光子[1]においてスラブ導波路への結合部分で効率や波長帯域を制御するための幅拡

大などがある。スポットサイズ変換回路としては、構造や設計が簡単なため、光導波路幅を

損失が発生しないように、なだらかな勾配で直線的に変化させるテーパ構造が用いられる

ことが多い。図 3-9(a)は幅が広い方から狭い方に変換するテーパ構造光の回路における光

のフィールドの伝搬計算したものである。逆向きに使えば幅を広げることもできる。80µｍ

の回路長で 15µｍ幅の導波路から基底モードを入射して 3µm 幅の導波路の基底モードに光

結合させる回路を考える。その他のパラメータは図中に示した。白線の実線が導波路コアの

側面の位置を示している。図 3-9(a)の導波路幅の変化はかなり急激で、出力近傍で光導波

路から光がもれてしまっている。実際、この回路の出力と 3µm 幅の導波路の基底モードの光

結合を計算したものが、表 3-1 で、表 3-1（a）に示すとおり 0.75dB の損失が発生している。

この回路は本検討のために急激な変化をあえて与えているためこのような大きな損失とな

っている。実際の場合はほぼ無視できる損失にするために、２倍以上光回路長を長くする。

例えば、テーパ回路の長さを 200µm として同様の計算を行うと結合損失は約 0.005dB にな

る。しかし、長いテーパの回路は集積化の際の小型化を妨げる要因となるのでより小型で特

性の良いものが求められる。そこで式 3-7、式 3-8 のパラメータの方程式を用いて、光回路
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長を 80µm に固定したまま、特性改善を行う。フィールド半径を滑らかに変化させるため前

節 3-2(1)のスポットサイズ変換で用いたのと同じ式 3-11 で与える。このフィールド半径w

に対してパラメータ間の関係式(式 3-16)から計算した導波路幅W で光を伝搬させたもの

が図 3-9(b)である。 

 

図 3-9 SI-SM 導波路への基底モードからずらした入力に対する伝搬の様子 
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白線の実線が導波路のエッジを表し、白線の破線が Gauss 分布のフィールド半径を示して

いる。導波路自体は滑らかに変化しているものの、図 3-9(a)とくらべて漏れていく成分が

強く励振されて、表 3-1 の(b)に示すとおり損失 1.08dB となって増大している。そこで、式

3-11 で与えられるフィールド半径に対して式 3-7、式 3-8 を用いて 2 乗分布導波路の基底

モードに対する実効幅 ew を求め、そこからパラメータ間の関係式(式 3-16)で決まる導波路

幅W を用いた。その回路で光を伝搬させた様子が図 3-9(c)である。白線の実線が導波路の

側面の位置を表し、白線の破線が Gauss 分布のフィールド半径を表している。わずかに漏れ

が発生しているものの、全体としては狙いの出力に近づいており、表 3-1 の(c)に示すよう

に３つ中では最小の損失 0.47dB となっている。スポット径が小さくなると振幅が大きな部

分が発生するが、図 3-9(a) (b)では中心に集まりすぎていて、出力後に結合させる導波路

の固有モードと整合しないため結合率が低下している。一方、図 3-9(c)はピークが抑制さ

れて広がった光のフィールド形状で出力されており、全体としては良い結合が得られるス

ポットサイズ変換が実現している。本計算例においては、違いを明確にするために急峻なス

ポットサイズの変化を行う変換器で比較しているが、なだらか場合も同様に式 3-7、式 3-8

を用いること特性改良が期待される。 

 

 

表 3-1 スポットサイズ変換回路のシミュレーションで得られた結合率 

 

スポットサイズ変換回路形態 損失[dB] 

（ａ） テーパ導波路 0.75 

（ｂ） 滑らかに変化させた導波路 1.08 

（ｃ） 方程式に従って変化させた導波路 0.47 
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（２）SI-SM 導波路の S字曲げ回路 

次に、SI-SM 導波路の S字曲げ回路を考える。光導波路回路においては、多くの場合、最

小曲率半径を決めて、すべての曲線部分を円弧にして、曲率半径に応じて半径をずらすオフ

セットとよばれる手法が取られる。このことは前節 3-2(2)の S 字曲げ回路（図では図 3-4）

で既に示した。SI-SM 導波路の場合も同様の方法がとられる。オフセット量としての概算値

は 2 乗分布導波路と同じ式 3-13 で与えられる。図 3-10(a)に例を示す。計算に用いたパラ

メータは図中に示した。白の実線が導波路の中心で白の破線が期待する光のフィールドの

中心位置を表している。図 3-10(b)がオフセットのない場合で、光のフィールドが円弧上か

ら逸脱して、かつ一部放射してしまっているのがわかる。それに対してオフセットをつけた

図 3-10(a)では損失が抑制されていて、かつ、ねらいの円弧上をフィールドが伝搬している

ことがわかる。ただし、S字の変曲点のところでオフセットが不連続に反対符号切り替わる

のでその部分で若干散乱が発生しやすく、実際図 3-10(a)でも不連続での散乱が見られる。

出力の光結合の結果を表 3-2 に示す。オフセットの無い場合はオフセットの有る場合に比

べて約 0.3dB 結合が劣化している。オフセットについては式 3-9、式 3-10、および、式 3-

13 により得られるが、この論文で初めて導かれたものではく、この論文の方法でも同様の

結果が得られることがあらためて確認された、ということになる。式 3-9、式 3-10、式 3-

13 の意義は、従来の知見では定曲率のものに対するオフセット量を示していたのに対して、

曲率が変化した場合に曲率に応じてオフセット量を加えればよいこと示していることであ

る。そこで、定曲率の場合にみられる変曲点での不連続な接続がないようにして、曲率を連

続的に変化させる場合について計算を行った。前節 3-2(b)の S 字曲げ回路で用いた式 3-14。

式 3-15 を用いて計算した。入力と出力で x 方向の差は前節 3-2(b)と同じ 30µm として、光

導波路としては通常の PLC と同様のパラメータを用いているので強く曲げられないので z
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方向は図中に示したとおり 500µm とした。図 3-10(c)がオフセットを加えた場合で、白破線

のフィールドの狙いの中心位置を光が伝搬しているのがわかる。オフセットを加えた曲線

を導波路の中心として白の実線で示している。 

 

 

 

図 3-10 SI-SM 導波路の S 字曲げ回路における伝搬の様子 
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それに対して、オフセットを加えずにフィールドの狙いの中心位置を導波路の中心位置

として光を伝搬させたものが図 3-10(d)である。この場合、光が逸脱して、かつ急峻に曲が

る部分が発生しており、大きな放射が発生していることがわかる。図 3-10(c)の連続的にオ

フセット加えた場合の光の伝搬においては一定曲率の場合の図 3-10(a)にみられた曲率が

反転する接続点にみられるような放射は見られないことがわかる。かわりに、一定曲率で曲

げる場合よりも大きな曲率になる部分があるため全体としては放射が多くなっていること

がわかる。表 3-2 に図 3-10(a)～(c)損失をまとめた。(c)の多項式でオフセットありの続的

にオフセット加えた場合よりも(a)の一定曲率の場合が、最も損失が少なくなっているが、

これは(c)の曲げによる放射損失が大きかったためと考えられる。今回は特性の違いが現れ

やすいように曲率があえて大きくなるようにしためこのような結果になっているが、回路

長さをもう長くすることで(c)の方のメリットである接続部分の不連続点がないというメ

リットがでてくるものと考えられる。 

 

 

表 3-2 S 字曲げ回路のシミュレーションで得られた結合率 

 

S 字曲げ回路の形態 損失[dB] 

(a) 一定曲率でオフセットあり 0.11 

(b) 一定曲率でオフセットなし 0.47 

(c) 多項式でオフセットあり 0.17 

(d) 多項式でオフセットなし 0.77 
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以上のとおりパラメータの方程式（式 3-7）から（式 3-10）を SI-SM 導波路に適用して効

果を確認した。2乗分布導波路と異なり、正確に一致させることは難しいが式 3-7～式 3-10

を用いてある程度有効な設計が可能であることが確認できた。 

 

３-４．導波路パラメータ制御法の課題と今後の展望 

第３章では、導波路として 2 乗分布導波路、光のフィールドとして Gauss 分布となるも

のについて、そのパラメータが伝搬方向に変化するものについて議論してきた。光のフィー

ルドについては、光導波路中の光の広がりと位置をパラメータとするとことで光の運動と

して記述できることを見てきた。導波路パラメータ制御法を拡張して、より複雑な場合に適

用できればより光回路の設計等の幅は広がり有用な応用が考えられる。現状は具体的な手

法を考えられていないが、導波路パラメータ制御法の拡張に向けていくつか考察をしてみ

たい。 

導波路として 2 乗分布導波路、光のフィールドとして Gauss 分布を出発点と考えて、光

の運動を扱う問題のタイプを図 3-11 に示した。Type1 は本章で議論してきたことである。

Type2 では 2 乗分布導波路で光のフィールド形状が Gauss 分布からずれた場合を考える。

Type3 では 2 乗分布導波路ではない任意の導波路を考えて、そこではもはや基底モードは

Gauss 分布とはならいいので、最初から光のフィールド形状が Gauss 分布からずれた光のフ

ィールドを扱う必要があるものと考えられる。ステップインデックス型の導波路の議論は

Type3 に相当するようにも思えるが、結局、光のフィールドについて Gauss 分布で近似でき

るものとして、屈折率分布として矩形の分布を 2 乗分布導波路で近似してことになるので

理論としては Type1 に分類される。以下、Type2 と Type3 についてどのような議論が考えら

れる考察していく。 
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図 3-11 光の運動を扱う問題の類型 

 

Type2 について 

2 乗分布導波路については、伝搬方向に形状が変化しなければ、Hermite-Gauss 分布が固有モ

ードとなるので、Hermite-Gauss 分布を用いて光の分布を記述するのは自然に思われる。

Hermite-Gauss 分布は母関数を使うと 

𝐻𝑚 (√2
(𝑥 − 𝜒)

𝑤
)
𝑒
−
(𝑥−𝜒0)

2

𝑤2
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(𝑥 − 𝜒 − √2𝑠𝑤)
2

𝑤2
+ 𝑠2)

⏟                      

Gauss 分布 (母関数） 

 

と表される。母関数は Gauss分布なのでこれの伝搬方向への運動はパラメータ方程式で式 3-

3～式 3-5 で与えられる。 s は Hermite-Gauss 分布を生成するためのパラメータで物理的な

意味はない。この式をもとに次の図式（図 3-12）を考えると Hermite-Gauss 分布について

も、導波路パラメータ制御法の議論と同様の議論ができそうに思える。図 3-12 ではより一

般的に直交モードと記載しているが、いまの場合は Hermite-Gauss 分布になる。これですべ

てうまく行きそうに見えるが、母関数の Gauss 分布には s が含まれるため中心位置からずれ

た伝搬となる。2乗分布導波路が伝搬方向に変化しない場合でも中心位置は複素数値をとり

振動する。これはモードごとに伝搬定数が異なるため位相がずれて伝搬することを反映し
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て母関数の中心位置をあらわすパラメータが振動しているものと考えられる。2乗分布導波

路が伝搬方向に変化しない場合であれば、単純に計算できるので、ある程度見通しの良い議

論ができるが、そもそも、固有モードの高次モードを考えればよいので、母関数で考えるメ

リットがない。伝搬方向に複雑に変化する場合は、中心位置に関するパラメータに s が含ま

れ、この変数を微分する必要があるため、モード間の遷移が発生して見通しよく計算するこ

とができなかった。この考え方をさらに進めるべきかも含めて今後の研究課題であると考

えている。 

 

 
 

図 3-12 高次モードについての運動の記述法の図式 

 

Hermite-Gauss 分布の性質を使った方法以外も考えうる。その一つが混合 Gauss 分布を用

いるものである。混合 Gauss 分布は統計学とくに近年の機械学習で詳細に議論されている

[25]。混合 Gauss 分布を用いた機械学習においては、複数の Gauss 分布の重ね合わせで表さ

れる確率分布になっていると仮定して、観測されたデータの分布から、複数の Gauss 分布の

パラメータを決定するためのアルゴリズムが与えられている。もし、任意の光のフィールド

をうまく複数の Gauss 分布で近似するすることができれば、すなわち複数の Gauss 分布の

重ね合わせで表すことができれば、2乗分布導波路内では、それぞれの Gauss 分布の伝搬を

独立に考えて、伝搬したものを足し合わせれば良いから、導波路パラメータ制御法で得られ

た基づき実行可能な計算であり、光の運動としても理解しやすい。たとえば、スペックルパ

ターンのピークをガウス分布の重ね合わせに分解するようなイメージである。 
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図 3-12 に Hermite-Gauss 分布の場合と同様に混合 Gauss 分布の場合の伝搬の記述法の図

式を示す。この方法で効率よく任意のフィールドを記述できそうに見える。しかし、任意の

フィールドを記述するためには、与えられたフィールドから何個の Gauss 分布で近似すべ

かも決める必要がある。混合 Gauss 分布を用いた機械学習ではノンパラメトリック Bayes 学

習として近似すべき Gauss 分布の個数も決めるアルゴリズムが提案されているが、逐次デ

ータを加えていって、近似した確率分布から、そのデータを加える際にあらたに Gauss 分布

を加えるべきかどうかを確率的に判断するため、混合 Gauss 分布が確率分布となっている

ことが要請される。そのため光のフィールドのような負の値や複素数値をとる場合は、機械

学習のアルゴリズムをそのまま適用することはできない。光のフィールドについて混合

Gauss 分布でどのように近似することができるかは、今後、研究すべき興味深い課題である

と思われる。 

 

 

 

図 3-12 混合 Gauss 分布の運動の記述法の図式 

 

Type3 について 

屈折率分布が任意の形状で与えられているとして、本章の議論を適用しようとすると以

下のようなスキームが考えられる。パラメータ方程式 (式 3-3)～(式 3-5)を得たのと同様

に、屈折率分布を空間の変数 x の多項式で近似して、光のフィールドについても、指数関数

の中を変数 x の多項式で表し、かつ規格化して、その係数を伝搬方向 z の関数として、光の

フィールドの発展方程式に代入し、空間の変数 x の次数ごとに比較して、パラメータの発展
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方程式を得る、というスキームを考えることができる。この方法は実際に実行可能であるが

パラメータについての物理的な意味付けは困難になり、かつ、計算量も多くなるため、BPM

のような数値計算で計算することとの差分がなくなってしまうと思われる。 

 

以上のとおり、パラメータで表現可能なモデルを考えて、導波路パラメータ制御法として、

光を操ることができることを示した。本章の導波路パラメータ制御法の拡張は容易ではな

いが、より多くの自由度がある光を操ることができれば、近年、高まりを見せている多モー

ド伝送や光渦、光ピンセット等への展開も期待できる。その意味でも本研究がさらに発展す

ることに期待したい。 
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4. 波面整合法と光回路設計への適用 

 

この章の概要 

前章の導波路構造で光を制御する方法に対して、本章では、導波路構造に限定せずに作製

可能なすべての屈折率分布のパターンの自由度を使って光のフィールドを制御する波面整

合法と呼ばれる方法と、その改良に向けて深層ニューラルネットワーク手法との融合の可

能性について検討する。図 4-1 に本章で検討する回路のイメージを示す。光導波路パターン

の場合はコアと呼ばれている高屈折率、部分を青で示す。コアに相当するパターンがあるか

ないかで回路パターンを形成するとすると、２値で表されるのでそれをバイナリーパター

ンと呼ぶ。波面整合法においては、事実上無限とも言えるような自由度をいかに決定するか

が課題となる。 

PLC のような半導体プロセスを使って光導波路を作製する場合はウエハ上のレジストに

フォトマスク（あるいはレチクル）のパターンを転写し、パターン化されたレジストをエッ

チングマスクとして光導波路パターンを作る。現在の半導体プロセスの微細加工は商用で

も nm 級のゲートサイズが実現されているが、そこまで微細ではなくても例えば 100nm 程度

の分解能でも 10cm 角のエリアに 2の 1012乗通り程度のバイナリーパターンの回路を作れる

ことになる。バイナリーパターンの回路の１要素が光導波路回路の１要素と同じ働きをす

るわけではないので単純な比較はできないが、従来の光導波路回路では 100×                                                                                    

100 規模の光マトリックススイッチを作ったとしても高々～106 程度の要素数と見積もられ

る。したがって、光導波路回路と比較してバイナリーパターンの光回路には莫大な数の自由

度があることがわる。 

この章では、このような大規模な自由度を設計する手法として波面整合法を提案する。ま

ず、波面整合法の導出を 3 通りの方法で行う（本文 4-1）。3 通りの方法で波面整合法に物理

的に異なる解釈を与えることで広い観点で波面整合法を理解・解釈することが可能となる。
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次に波面整合法の特徴と、その際の課題を抽出する（本文 4-2）。波面整合法は屈折率分布

を更新するルールを与えるが、そのような屈折率の決定法だけでは決まらない部分につい

ては設計者が決める必要がある。波面整合法が何を決められて、何を決められないかを検討

し、設計者が決める部分を波面整合法による設計にどのように活かしていくことができる

か議論する。本文 4-3 では、本文 4-1 と 4-2 をもとに、光回路設計に適用して、数値計算に

よりその有効性を確認する。さらに、光の入出力の位相の自由度に着目した設計方法につい

て述べる（本文 4-4）。本文 4-5 で深層ニューラルネットワークと波面整合法との対応関係

を調べ、深層ニューラルネットワークの手法を用いて波面整合法の改良例を示す。最後に波

面整合法の今後の展開いついて考察する（本文 4-6）。 

 

 

 

図 4-1 波面整合法により設計する光回路のイメージ 

 

 

４-１．光の伝搬に対する屈折率分布による変分法～波面整合法の導出 

図 4-1 のような大規模な自由度を使って光回路を設計するのは、人の手で計算するのは

困難で事実上不可能であるだけでなく、コンピュータにとっても困難な計算となっている。
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それは、大規模な自由度を使った光回路の設計を最適化問題と考えてコンピュータにすべ

てのパターンを総当りで計算させて良い解を選ぶ、というような計算は事実上できないか

らである。図 4-1 で光導波路の場合はコアと呼んでいる高屈折率部分を青で示し、高屈折率

部分があるかないかで 2 値で表されるのでそれをバイナリーパターンと呼ぶ。ごく小規模

なものを考えて、100µm 角サイズのパターンを 1µm 角の要素で構成する場合を計算するにし

ても 2 の 104乗通りのバイナリーパターンの光回路が考えられ、その光学特性を評価して、

そのなから良いパターンを選ぶ、というのは現実には実行不可能である。 

本章で扱う波面整合法[12]は、光のフィールドを数値計算により伝搬させながら、各点の

光のフィールドを使った後述する式に基づき屈折率分布を変更しながら光回路のパターン

を最適化していく手法である。すべての屈折率分布のパターンを総当たりで計算して特性

のよい光回路を選ぶ方法に比較して効率的な計算が可能である。図 4-2 に屈折率更新の流

れを示す。 

 

 

 

図 4-2 波面整合法の屈折率更新の流れ 
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与えられた屈折率分布に対して、入力と出力の光のフィールドをそれぞれ、順伝搬、逆伝搬

させて、そのフィールドの位相差を各点で計算して、位相差が小さくなるように屈折率を更

新するというのが大まかな流れとなる。はじめに、この順伝搬と逆伝搬のフィールドの位相

差に基づく屈折率の更新則を得る際の考え方も含めて、その導出方法について述べる。波面

整合法における屈折率分布の更新を与える式（波面整合式）を求めるには３つの導出方法が

ある。それぞれについて述べて、この節の最後に各導出方法を比較してまとめる。 

 

(1)ビーム伝搬に基づく波面整合式の導出 

数値計算による光の伝搬を取り扱うために、図 4-1 に基づき、計算領域について、伝搬方

向に対して垂直方向（横方向） x については両側を透明境界とする。伝搬方向 z については

out0,z z  とする。屈折率分布は参照屈折率 refn と比屈折率差の分布 ( )z により  ref 1 ( )n z 

と表される。入力 0 を(式 2-2)の発展方程式に従って伝搬させた光のフィールドを ( )z

とする。出力 out( )z と目標とする光の出力フィールド 0 とが一致するように、何らかの

評価関数  out out 0 0( ) , ( ) , ,L z z     を考える。ここでブラベクトルとケットベクトルの

両方の関数になっているのは、複素数の実部と虚部の両方の関数になっていることを表し

ている。  out out 0 0( ) , ( ) , ,L z z    は煩雑なので  out 0( ),L z  と表すことする。L は実数

に値を取る関数で、たとえば、損失関数として損失を最小化することを考える。まとめると

以下のように定式化される： 

 out 0
( , )

2

0

( , ) arg min ( ) ,

( ) 2 ( , ) ( )

(0)

x z

z x

x z L z

i z x z z

 

   

 



 

        




ただし

  (式 4-1） 

ここで、
( , )

arg min
x z

は比屈折率差の分布 ( , )x z をパラメータとして  out 0( ),L z  を最小にする

( , )x z を求めることを意味する。しかし、損失関数 L は陽には ( , )x z をパラメータとして含
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まず、伝搬方程式を通して ( )z  が ( , )x z の関数となっていて、 out( )z の値を変化させ

て、結果として L の値が変化するという関係になっている。 そこで、 ( , )x z に対する 

out( )z の変化を考える。ビーム伝搬法の式 2-5 から指数行列部分のみを取り出して、 

       
def

( ') ( ' ) ( ) ( )
( '; )

i K V z z i K V z z z i K V z z z i K V z z
U z z e e e e

             
  (式 4-2） 

とする。定義からこの行列は z のベクトルすなわち光のフィールドを 'z に伝搬させる行列で

あることがわかる。これを用いると式 2-5 は 

out out( ) ( ;0) (0)z U z      (式 4-3） 

となる。 'z z で比屈折率差の値が ( ')z だけ変動したとすると、そのときのフィールドの

変化 out( )z  は指数関数を展開して z に対して１次の精度で 

   

 

   

 

out

out

( ) ( ') ( ' ) (0)
out

; ' ';0

( ) ( ') (0)
i K V z z z i K V z z i K V z z z i K V z

U z z z U z

z e e i z z e e   
             



  

   out ; ' ( ') ' ;0 (0)U z z i z zU z z        (式 4-4） 

となる。なお、 ( ')z は対角成分だけの行列である。また、 ( ')z の位置は指数関数の摂動

に対する展開として FT-BPM で用いた近似  ( ') ( ')i K V z z iK z iV z ze e e
       に摂動を加えて 

 ( ') ( ') ( ') ( ')
i K V z z iK z iV z z iK z iV z ze e e e e i z z  

                

と計算しているので  ( ')i K V z z
e
  

の右側になる。ただし、  ( ') ( ')i K V z z iV z z iK ze e e
       という

ように順番を入れ替えた近似をとることもできるので、その場合は左側になるので順番の違い

は z の１次の近似の範囲では本質的ではない。これをもとに評価関数  out 0( ),L z  の変化

 out 0( ),L z   を求めると 

   

out
out

out
out

( ) . .
( )

, ' ( ') ' ,0 (0) . .
( )

L
L z c c

z

L
U z z i z U z z c c

z

  


 



 



   


 (式 4-5） 
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となる。ここで c.c.は複素共役項である。  out 0( ),L z  はスカラーであるから、その変化も

スカラーで out( )z  は縦ベクトルであるから、
out( )

L

z




はその共役空間のベクトル、すな

わち、横ベクトルとなる。さらに、
out( )

L

z




は、 outz z における光のフィールド out( )z

と 0 とを変数とする横ベクトルに値を取る関数であることがわかる。つまり、 outz z で

値が決まる。そこで 

def

out
out

( )
( )

L
a z

z








    (式 4-6） 

と書くことにする。これを用いると 

   out out( ) , ' ( ') ',0 (0)

( ' ) ( ') ( ')

L a z U z z z i z zU z

a z z i z z z





  

 

    

    
   (式 4-7） 

となる。 ( ')z =  ',0 (0)U z  は定義よりあきらか。  out out( ) , ' ( ' )a z U z z z a z z    は次

のようなベクトルである。  out out( ) , 'a z U z z z  を転置して 

       out out( 2 ) ( )( ' )†
out out out, ' ( ) ( )

i K V z z z i K V z z zi K V z z z
U z z z a z e e e a z 

        
    

となるので、(式 2-2)および(式 2-4) (式 2-５)の対応関係からこれを方程式にすると 

2

out
out

( ) 2 ( , ) ( )

( )
( )

z x

t

i a z x z a z

L
a z

z

 



 



       
 


  
   

   

  (式 4-8） 

となる。これは伝搬方向を反転させる式に他ならない。 ( )a z はその解となる。対角行列

( )z の x 成分ごとに 

( ) ( , ) ( ) . .

2 Im ( ) ( , ) ( )

x

x

L i z a z z x x z x z c c

z a z z x x z x z





   

  

     

     




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として、 

2 Im ( ) ( )
( , )

L
a z z x x z

x z



 


   


    (式 4-9） 

となる。これをもとに最急降下法として、正の係数を用いて 

( , ) ( , )
( , )

L
x z x z

x z





   


       (式 4-10） 

としていけば 

   
22

2 Im ( ) ( )

x

L z a z z x x z        

となって L を減少させる変化を与えることができる。 L の具体的な形として 

 

 

def 2

2 out 0 0 out

def 2

out 0 0 out

1
( ), ( )

2

( ), ( )p

L z z

L z z

   

   

 



   (式 4-11） 

 

がよく用いられる。 2L は差の 2 乗であることがら 2 の添字をつけている。 pL は内積の

product から pの添字をつけている。 

2L を用いた場合は 0 0 out out( ) ( ) 1z z     として、  と  は独立として考えて 

2
out 0

out

( )
( )

( ) ( )

L
a z

z

a z z











  


 

 

となる。 

( , ) ( , ) ( , )

( , ) Im ( ) ( )

x z x z x z

x z z z x x z



   

   

   
   (式 4-12） 

となることから、 0z  とすると、この式はターゲットとなる 0 を z まで逆に伝搬させた

( )z と入力 0 を z まで伝搬させた ( )z の位相が一致するとき 2 0
( , )

L

x z







となり屈折

率の更新が停止し、屈折率分布が確定する。逆伝搬させた ( )z と順伝搬伝搬させた ( )z 、

位相を一致されるように屈折率分布を決定するこの手法は波面整合法と呼ばれいる。 
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pL を用いてターゲットと出力の内積を最大化する場合は、同様に 

 

 

2
out out 0 0

0

( ) ( )
( , )

( ) ( )out

L
a z z z

x z

a z z z






   



  

 


  

となる。変化の方向を増加させる方向すると 

 out 0

( , ) ( , ) ( , )

( , ) Im ( ) ( )

x z x z x z

x z z z z x x z



     

    

    
  (式 4-13） 

となり、  out 0z  が横方向全体の内積となっているので出力の全面の位相差を取り除い

て、位相が整合するような最適化が行われることがわかる。 

一般的なものとしては式 4-9 の右辺であり、具体的に評価関数に対して更新式の形とし

てあたえられた式 4-12、式 4-13 の 2 行目を波面整合式と呼よぶ。 

(2)経路積分に基づく波面整合式の導出 

光の伝搬を経路積分で表す。経路積分は量子力学において Schrödinger 方程式と等価で

あることが知られている[26]。光の伝搬の発展方程式（式 2-2）は Schrödinger 方程式にな

っているので、光の伝搬も経路積分で表すことが可能である。光回路の場合は、経路積分は、

以下に示すように、光学光路に沿った経路に関する総和を与えるので、さらに見通しが良い

式が得られる。微小ステップ z について、実空間と波数空間を交互に切り替えて計算する

のが FD-BPM であった。式としては式 2-7 で表され、それを再掲すると 

   

    

'

2

'

Foureir

Fourier

( )

' ' exp exp ( )

' ' exp 2 exp ( , ) ( , )

x k x

x k x

z z

x x iK z k k iV z x x z

x x k i k z k x i x z z x z x





  

 

     
         
     
     

    

  

  
変換

逆 変換   
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となる。この式で k についての和は連続極限でフレネル積分になっているので積分可能で x

の和を取る前に k の和を取ると、適当な係数 A を掛けて 

     2 2

2 2

Fresnel

2

1
' exp 2 exp 2 ( ')

1 '
exp ( ') exp

2 2

'
exp

2

k k

k

A

x k i k z k x i k z ik x x
N

z x x
i k x x i z

N z z

x x
A i z

z

 

 







      

        
                      

   
        

 



積分=const.

 

と近似できる。波の方程式の解  ( , ) exp ( , )x z i z t x z       と、伝搬定数 0 refk n  と、屈折

率分布 ( , )n x z を比屈折率差 ( , )x z を用いて  ref( , ) 1 ( , )n x z n x z   と表していたことを用い

て、式を変形する。近軸光線近似では
2

'
1

x x

z

 
 

 
となるから

2 2
' 1 '

1 1
2

x x x x

z z

    
     

    
と

して、
2

'
( , )

x x
x z

z

 
  

 
の項を無視すると 

 

 

2

',

2

0

',

0

',

'
( ) ' exp 1 ( , ) ( )

2

'
' exp ( , ) 1 ( )

' exp ( , ) ( ', ) ( )

i t

x x

i t

x x

i t

x x

x x
z z Ae x i x z z x z

z

x x
Ae x ik n x z z x z

z

Ae x ik n x z l x x x z














                      

 
 

      
  

 
 

  






経路長

(式 4-14） 

を得る。ただし、
def

2
'

( ', ) 1
x x

l x x z
z


 

   
 

で、線積分の線素となっている。この式は、波面

が新たな波面を形成して伝搬する、とする Huygens の原理に基づく波動の伝搬を表してい

る 。 z に お け る 光 源 の 分 布 を ( )z と し て 、 ( )z を 点 光 源 x に 分 解 し て

( ) ( )

x

z x x z   とし、さらに、点光源 x の作る波面が ( ', )x z z に作る振幅として経

路に応じて位相  0exp ( , ) ( ', )ik n x z l x x をつけて、点光源 'x の振幅として表される。図 4-3 に

伝搬のイメージ表した。式 4-13 は z と z z  を固定して端点の組 ( , ),( ', )x z x z z のすべて組
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の和を取っていて、指数関数の中はその組に対する直線の光学経路長となっている。この微

小ステップを繰り返すと端点の組 ( ,0),( ', )x x z について z 方向に z のステップで分割した折

れ線の経路を次々とつないで行くことになるので、その極限として次の式 

 0

', Path( ', ; ,0)

( ) ' exp (0)i t

x x l x z x

z e x ik ndl x



 
   
 
 

       (式 4-15） 

が得られる。ここで Path( ', ; ,0)x z x は端点の ( ,0)x と ( ', )x z とを結ぶ逆戻りしないすべての経路

を表している。式 4-15 を式 4-2 および式 4-3 と比較すると、 

 0

', Path( ', '; , )

( '; ) ' expi z

x x l x z x z

e U z z x ik ndl x



 
 
 
 

     (式 4-16） 

となるので、 ( '; )U z z を使って「(1)ビーム伝搬に基づく波面整合式の導出」の変分に基づく

導出と同様の議論が可能となる。同じ議論となるので波面整合式等の導出は省略する。ここ

で見るべきは式 4-16 の物理的な意味である。比屈折率差の局所的な変化 ( , )x z に対する光

のフィールドの変化は 

   
0 0

0 0 0 0

, Path( , ; ', ') Path( ', '; ,0)

( ) exp ( ', ') exp (0)

x x l x z x z l x z x

z x ik ndl ik n x z ik ndl x   
 

  
   

   
   

     

0( , ') ' ( ' ') ' ( ',0) (0)U z z x ik n x z x U z           (式 4-17） 

とできる。経路の途中の比屈折率差の局所的な変化 ( , )x z はその点を通る経路に位相の変

化をもたらすことを考えると、光のフィールドの変化 ( )z  は式 4-17 で与えられて、式

4-4 はほぼ自明な式となる。また解釈としても Huygens の原理で考えると、比屈折率差の局

所的な変化 ( , )x z が位相を変えて、その点が点光源となることを意味していることがわか

る。また、式 4-8 の逆方向への伝搬の演算子として作用することも経路を逆にたどればよい

ので自明である。経路積分を用いることで様々なことが自明な形で示せるが、得られる結果

は前節と同じであり、波面整合式の導出においては経路積分を用いるメリットは見通しの

良さのみで本質的なメリットになっていない。経路積分を用いるメリットは例えば以下の
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ように屈折率分布を制限を加えて求めるような場合である。 式 4-12 や式 4-13 により屈折

率分布を変化させて屈折率分布を決定する波面整合法においては、一般には屈折率分布は

一意には決まらないので、都合の良い屈折率分布となるように何らかの制限を与えられる

ことが望ましい。そのような選択をする（制限を与える）際に、物理的な解釈が明確であれ

ば、物理的な観点で制限を与えることが可能となる。経路積分はそのような時に役に立つも

のと期待される。本博士論文においては次の節 4-2 で例として、光の伝搬経路が長い場合に

ペナルティを与える経路長の複素化を 4-3 節に例として示す。 

 

 

図 4-3 経路積分のイメージ 

 

(3)２つ発展方程式の摂動に基づく波面整合式の導出 

z 方向への 2つの発展方程式と初期条件を以下で与える。 

 

   

out 0

in 0

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

z

z

i z M z z z z

i z M z M z z z z

   

    

    

    

初期条件：

初期条件：
   (式 4-18） 
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方程式は、 0 がターゲットとなる光のフィールドで 0 が入射する光のフィールドをイメ

ージしている。以降、煩雑になるので、z を指定するために明示する必要がない場合や混乱

を与えない場合は「 ( )z 」を省略する。式 4-18 では  と  とで初期条件を与える z の位置

が異なる。 の場合は outz z で出力の位置、 の場合は inz z で入力の位置となっている。

M と M は行列で、行列の要素は z の関数となりっている。さらに、光のフィールドに対し

て行列の要素の値を変えるような非線形な場合も考え得るが、簡単のため、線形なものとす

る。さらに、物理的な発展方程式であることから伝搬を逆戻した伝搬も可能であることに相

当する条件として M と M は Hermite 行列とする。式 4-11 の評価関数以外も考えられるが

一般的に示すのは難しいので具体例として 式 4-11 の評価関数を考える。式 4-11 の評価関

数を z の各点で定義されるように 

 

 

def 2

2

def 2

1
( ), ( ) ( ) ( )

2

( ), ( ) ( ) ( )p

L z z z z

L z z z z

   

   

 



    (式 4-19) 

とする。
2L と pL は z の関数と考えられるから、 z の微分をとると(式 4-18）より 

2 1
. .

2

2 Im

. .

2 Im

p

dL
i M c c

dz

M

dL
i M c c

dz

M

  

  

    

    

 

 

  



      (式 4-20) 

が得られる。ここで、c.c.は複素共役で、式の導出には
*

M M    などの行列の

Hermite 性を使った。この式から、z に沿って 2L が減少するように（ pL が増大するように）

M を設定できれば、  は  に近づく（  と  の内積＝重なりが増大する）ことにな

る。 M として対角成分のみの Hermite 行列 xxM m x x  とすると ( )x x  等であるこ

とから 
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   

   

*2

*

2Im

2Im

xx

p

xx

dL
x x m

dz

dL
x x m

dz

 

   

 



   (式 4-21) 

が得られる。これより 2 0dL dz   0pdL dz  とするには、正の実数を用いて 

   

   

*

2

*

Im ( )

Im ( )
xx

p

x x L
m

x x L

  

    




 


に対して

に対して
    (式 4-22) 

とすればよいことがわかる。 

式 2-2 の発展方程式  2( ) 2 ( , ) ( ) ( )z xi z x z z K V z           
 

から、K とV とを離散

化して行列としてM K V  、 M   とすると、 

   

   

*

2

*

Im ( )
( , )

Im ( )p

x x L
x z

x x L

  


    


  



に対して

に対して
    (式 4-23) 

式 4-21～式 4-23 は式 4-9 および式 4-12、式 4-13 に対応することがわかる。 

求め方からわかるように、特に近似等を用いずにこれらの式が得られることがわかる。また、

式の導出には発展方程式だけを使っているので、例えば、評価関数が複雑な場合でも簡単に

屈折率を変化させるべき式 4-23 に相当する式を得ることができる。また、より正確な（効

率の良い）波面整合式の導出が期待できる。そのことを示す例として、ビーム伝搬に基づく

評価式 pL に対する波面整合式 式 4-13 と、この方法 の式 4-23 の pL に対する波面整合式の

違いについて見てみる。それぞれの式は下記のように異なっている： 

     

   

*

out 0

*

Im
( , )

Im

z x x
x z

x x

    


    


  



(式4-13)

(式4-23)
 

この違いは  と  が同じ発展方程式に従う場合は、発展方程式の右辺が Hermite 演算子

（Hermite 行列）である場合は内積が保存されるので out 0( ) ( ) ( )z z z    となって解消
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される。しかし、式 4-18 のように異なる発展方程式を想定している場合は一致しない。波

面整合法の計算において、ビーム伝搬を順方向、逆方向双方向に一往復させて、屈折率分布

を変更するのでなく、順方向、逆方向のそれぞれの伝搬の途中で逐次屈折率分布を変更する

場合がこれに相当し、波面整合法では一般に用いられる方法である。式 4-13 と式 4-23 の

違いが生じる原因は、式 4-13 は屈折率の変分 ( , )n x z に対して１次の成分で波面整合式を

計算しているのに対して、式 4-23 では、そのような近似を行っていないためである。式 4-

23 では、 z ごとに位相を正しく補正する式となっていて、より早い収束が期待できる。 

ここまで出てきた屈折率分布の更新式の導出方法として３つの形態 (1)ビーム伝搬に

基づく方法、(2)経路積分に基づく方法、(3) ２つ発展方程式の摂動に基づく方法について、

導出の流れを図 4-4 にまとめた。 

 

 

 

図 4-4 波面整合式の導出法の関係 

 

また、それぞれの導出方法に関する得失と位置づけを表 4-1 にまとめた。(1)ビーム伝搬

に基づく方法は、計算が煩雑で必ずしも見通しが良いとは言えないが、ビーム伝搬と直接結
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び付いているので、実際の数値計算プログラミングの実装にそのまま反映できるというメ

リットがある。また出射端での評価関数（の微分）の情報があれば、逆方向の伝搬は順方向

と同じように計算できるので、光伝搬の計算ライブラリ（たとえば BPM のソルバ）があれ

ば、そのソルバを転用して簡単に計算できるメリットがある。(2)経路積分に基づく方法は、

物理的な意味に基づいた解釈を可能にするという点で優れている。屈折率分布の最適化と

いう観点からは、物理的な意味を持つ制限を導入することがきるので、その点で優れている。

一方、実際の数値計算は BPM により行われるので、その点は(1)の BPM に基づく方法との対

応関係があるので、(1)の手法を中心に考えればよい。（3) の２つ発展方程式の摂動に基づ

く方法では、屈折率分布の更新式の導出について近似を用いずに、かつ、シンプルに計算で

きる。その場合、評価関数（評価関数の形というよりは、評価関数の引数としての出射側か

ら逆伝搬させた光のフィールド）が領域全体  in out,z z z で定義されている必要がある。 

 

表 4-1 屈折率分布の更新式導出形態と特徴 

 

導出形態 メリット デメリット 位置づけ 

(1) ビーム伝

搬に基づく

方法 

・数値計算（ビーム伝搬

法）と対応が取れる 

・評価関数の出射側の情

報があればよい 

・近似を使っている

ので、評価関数が

複雑担った場合に

理解が困難 

実際の数値計算と対応さ

せるための手段（数値計

算の誤差の影響等を評

価する） 

(2)経路積分に 

 基づく方法 

・物理的意味が明確（光

学光路長、Huygens の原

理）なので、物理的な制

限条件等をいれやすい 

・数値計算として直

接実行すると効率

がわるい 

制約条件等を議論するた

めの手段 

(3) ２つ発展

方程式の

摂動に基

づく方法 

・計算がシンプルなので

評価関数と発展方程式

から簡単に屈折率の更

新条件を求められる 

・評価関数が領域

全体について定義

できている必要があ

る 

屈折率分布の更新式の

導出を行うための手段 
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出射側の光のフィールドを領域全体で定義した状態にするには、逆方向に伝搬させてデー

タを保持すればよいので、その点は（１）と変わりなく、実際の計算は（１）と同様に行え

ばよい。 

以上のとおり、屈折率分布の更新式式 4-12、式 4-13、式 4-23 が得られた。これらを具体

的な例に適用して有効性の検証を行う。その前に、波面整合法では決まらない屈折率分布の

自由度や、設計上の条件やパラメータ（設計の自由度）について、次節で整理する。 

 

 

４－２．設計の自由度と波面整合法による光回路設計 

波面整合法は、屈折率分布のすべての自由度を利用することで、屈折率の分布について特

定のパラメータの設定やパラメータ数を選ばなくて良い屈折率分布の設計手法である。例

えば、導波路構造を想定して、導波路幅やその位置、導波路の引き回し方等を考えなく良い。

しかし、波面整合式は屈折率分布を更新するルールを与えるが、光回路はそれだけでは設計

できない。この節では波面整合法だけではきまらない、設計上の自由度（以降、波面整合法

の設計の自由度、誤解を招かなければ単にと設計の自由度呼ぶ。また、深層ニューラルネッ

トワークとの対比という観点では、屈折率分布が波面整合法から決められるパラメータで

有ることに対して、波面整合法から決められないパラメータを深層ニューラルネットワー

クと同様にハイパーパラメータとも呼ぶ場合もある。）と波面整合法がどのような関係にあ

るか示して行く。主な設計の自由度としては、（１）波面整合法で設計対象とする屈折率分

布の領域サイズ（２）屈折率分布の更新幅（波面整合式に基づく屈折率の更新場所ごとの応

答感度）、（３）入力と出力の設定の自由度、（４）波長の自由度、（５）屈折率分布の初

期条件、がある。それぞれいついて述べていく。 
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(1) 波面整合法で設計対象とする屈折率分布を考える領域サイズの設計の自由度について 

領域サイズ、すなわち、回路サイズとしてどれくらいのサイズがあれば良いかということ

について、波面整合式では決まらない（最急降下法のアルゴリズムでは決まらない）という

意味で領域サイズは波面整合の設計の自由度になっている。領域サイズを決めるには、ある

特性を得るために、どれくらいの領域サイズが必要かわかれば良いが、特性を得るために必

要な領域サイズを決定する方法は確立されていない。本博士論文の 4-4 節においては、波面

整合法と深層ニューラルネットワークとの関係性を示すが、現在、活発に議論されている深

層ニューラルネットワークにおいても、特性と回路規模の関係についてはスケーリング則

が示されている程度で明確とは言えない状況である[27]。深層ニューラルネットワークの

スケーリング則としては、学習機としての性能は、幅（１つの層のノード数）に対しては多

項式で、深さ（層数）に対して指数関数で比例する、というものが多い。波面整合法で設計

する光回路と深層ニューラルネットワークとは対応関係が成り立つので同様の傾向がある

と考えられる。ただし、光に特有の回折限界やある時間で光の到達できる範囲が有限である

こと等の制限があるため、そのような物理限界を考慮に入れて考える必要がある。また、物

理的な制限があるため、一様分布や特定の分布を設定することで問題を統計的に簡単化す

るような手法が使えないため、定性的な議論が難しくなる面がある。いずれにせよ、回路規

模と特性の関係は今後の研究課題である。 

一方、現実問題としては、回路のサイズを何らかの方法で決めなくてはらないので、実際

の回路に適用する場合は、光導波路で構成する回路サイズを参考にサイズを決めて、波面整

合法を適用し、特性が満されない場合は回路規模を拡大する等で対応する必要がある。光が

到達できる範囲や集光する場合に一度広げて波面を形成する等の通常の光学において考慮

すべきことを取り入れることで、光回路の特性の向上や計算量を削減が期待できる。通常の

光学系で考慮すべきことを波面整合法においても事前に考慮して領域サイズの設定として

取り込むことが重要である。 
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(2) 屈折率分布の更新量（波面整合式に基づく場所ごとの応答感度） 

波面整合式について、例えば、(式 4-12）(式 4-23)の波面整合式 

( , ) Im ( ) ( )x z z x x z           (式 4-24) 

は点 ( , )x z だけの量からなっており、他の場所での屈折率分布の更新量に影響されず、独立

に決められる。また、波面整合式は式 4-9 のように、評価関数 L の屈折率（正確には非屈折

率差）の変分 ( , )x z による勾配
( , )

L

x z




で与えられる。この勾配は、屈折率を変化させる方

向を示しているが、どれだけ変化させるかは適当な正の実数を与えて決める。の与え方

が設計の自由度になっている。 

を場所の関数として、領域 ( , ) | ( , ) 0x z x z  を設ければ、その領域は屈折率を変化させ

ない場所として指定できる。例えば、導波路を初期条件として導波路の側面の形状のみを変

化させる場合は導波路の側面以外の場所については変化させない、といったことが可能と

なる。この方法を用いることで、実際の光導波路回路の形状を最適化することで良い特性の

回路が実現できるという報告が数多くなされている [27-35]。 

図 4-5 に波面整合法で設計された典型的な２つのパターン例を示す。左がモザイク形状

のパターン（写真は上から撮影したもの）を、右が導波路の側面の形状を、波面整合法で設

計したものである。どちらも、高屈折率層をエッチングで加工した後、クラッドに埋め込む

前に撮影したものである。光導波路コアと同じ厚みを持つ高屈折率層を反応性イオンエッ

チングで加工してパターン形状を作製するので、例えば比屈折率差 0.75%の場合、7µm 程度

のエッチングが必要である。7µm 程度の深さのエッチングが必要な場合は、1µm 以下のパタ

ーンを作るのは非常に難しいので、1µm よりも大きなサイズのパターンにする必要がある。

図 4-1(a)の場合は比屈折率差 0.75%で 2.5µm のセル（矩形パターン）単位で作製している。

この大きさは、計算の離散化した点の間隔（グリッド間隔と呼ばれ波長の 1/10 程度以下に

しておくのが望ましい）よりは非常に大きい。つまり、この場合も、完全に自由な形状でパ
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ターン化しているのではなく、作製上の制限を設定してパターンが設計されている。図 4-

1(b)も比屈折率差 0.75%の導波路コア層を加工したもので、側面の形状に限定してパターン

化している。非常に細いパターンができているが、これは他の部分に支えられているのでパ

ターンが倒れることなくできている。しかし、このような細いパターンが連続すると加工で

きなくなるなどの問題が出てくることが予想されるので、その点を考慮した制限条件を加

えて設計する必要がある。このような制限を掛けられるのは、波面整合式が各点で独立した

条件として与えられているからである。 

  

 

図 4-5 波面整合法で設計されたパターン例 

 

また、実際の光回路においては、使われる材料によって取りうる屈折率値が限定される。

たとえば、屈折率の値の最大値 maxn と最小値 minn に対して、 

min ref max( , ) Im ( ) ( )n n x z n z x x z n         (式 4-25) 

とすることでの値を用いて屈折率分布の取りうる値を調整することができる。例えば光導

波路のようにコアとクラッドの２値でどちらかの値になるようにする必要がある場合は

は屈折率の値として２値の値どちらかを与える関数であるような関数と考えれば良い。以

上のように、設計上の都合に応じて、どの場所の屈折率をどれくらい変えるべきか、という

ことについて制限条件を設けて、その制限条件を場所や場所ごとの屈折率値の関数として
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与えて、波面整合式との積として屈折率分布を変化させれば、制限条件と屈折率変化の方向

性との論理積をとったことに対応するので、これを用いることで所望の制限条件に従った

光回路設計できることがわかる。逆に屈折率分布のモデルとしては、モザイク状のものや導

波路側面を変化させるもの、光回路のパラメータをきめて、そのパラメータを変化させるも

の等、さまざまなものが考えられるが、屈折率分布のモデルの選択は、設計者が行う必要が

あり、設計の自由度となっている。 

では、制限条件により波面整合式を無視する部分の影響はないのだろうか？ 結論として

は、影響はあるが、その影響は以下のように拡散されて解消されることが期待できる。波面

整合式は、  と  との位相差を打ち消すように屈折率分布を変化させるという式になっ

ている。したがって、波面整合式に従って屈折率を変化させなかった部分については、その

場所から点光源として、位相が期待からずれた光が伝搬されることになる。点光源からは光

が回折して広がっていくので、結局、他の場所に位相差を発生させることになる。位相差が

発生した点のうち屈折率を変更しても良い点で位相差を低減するように屈折率を変更して

辻褄をあわせて行くことになる。それを繰り返して行けば、十分な回路規模があれば、回路

全体としては最終的に位相差がない回路に収束していくことが期待できる。十分な回路規

模とはどれくらいの規模であるかは(1)の領域サイズの設計の自由度に関する議論のとお

り、現状は明確に設計する方法はなく、深層ニューラルネットワーク等の知見等を取り込む

などして、今後解明にしていくべき課題である。 

 

(3) 入力と出力の設定の自由度 

図 4-1 にあるように光のフィールドとして入力 0 と出力 0 を与えて屈折率分布を決

定するというのが波面整合法であるので、入出力の光のフィールドは自由に設定可能であ

る。導出方法から明らかなように、複数の光のフィールドの入力と出力の組
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 0 0, 0,1,
q q

q   を設定しても良いが、その場合、それぞれの組が独立している必要が

ある。独立の意味は、 

 

 
' '

0 0 0 0

0 '

1 '

q q q q
q q

q q
   

 
  



        (式 4-26) 

となっていることである。ここで考えている光回路は線形回路なので、直交した状態は光回

路を伝搬した後も直交するので、入力の状態で直交させておけば互いに混ざることはなく、

直交した入力を設定するならば、出力も直交している必要がある、という条件になっている。

このときの入出力の組それぞれについての波面整合式が考えられるので、屈折率分布の変

化の方向が同じであればその方向に変化させればよい。同じでなければ、例えば多数決で

（あるいは、重みをつけて）変化の方向を決める等すればよい。向きがうまく合わなかった

ものがあったとしても、本節の（２）で述べたとおり、位相のずれが拡散されて別の場所で

解消されることが期待できる。典型例としては、(式 4-12）(式 4-23)の波面整合式を用いて,

複数の入力と出力の組に対する波面整合式として 

( , ) Im ( ) ( )q q
q

q

x z z x x z         (式 4-27) 

等が考えられる。この式を採用することは、入出力の組それぞれの評価関数の和で表される

評価関数を採用したことに対応する。また、 q は勾配に対してどれくらい屈折率を変化さ

せるかという係数であると同時に q に対する重みとなっている。実際に計算を行う上では、

この式は入出力の組それぞれについて光の伝搬の計算を行う必要があることを意味する。

一見すると、 ,q q

q q

      というように、まとめて計算すればよいように思え

るが、
q を

'q q 
に変換することを目指した設定になって、入出力の組の間で混ざり合

ってしまって意図する回路とならないので、独立に計算しなければならない。 
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次に、入力と出力の組の独立でない場合どのようになるか考えてみる。極端な例として、

 0 0, 1, 2,
q q

q   で出力がすべて同じ場合 0
q  を例にとる。すべての入力が結合率

１で  に結合することを目指す入出力の設定である。仮に、意図どおりに回路が実現でき

たとすると、逆側から光を入力した場合に、各入力 0
q に分割されることから光回路の相

反性が成り立たないので、そのような回路ができないことは自明である。しかし、波面整合

法を行う計算上の設定としては可能である。そこで、その場合どのようなことになるかを見

てみると、波面整合式は
def def

( ) ( ) ,
q q

q

q q

z z


   


   として 

( , ) Im ( ) ( ) Im ( ) ( )

Im ( ) ( )

qq q q
q

q q

x z z x x z z x x z

z x x z


      



  

    

 

 
 

となり、 ( )q z を重ね合わせた新たな１つの入力  と出力  の組を考えるのと同じこと

になる。したがって、この設定で計算を実行すると、各入力 q が振幅に対する重み q 

で（従って、強度として  
2

q  の重み）で  に結合する回路が実現されることになる。 

一般の場合についても考えることができる。計算は煩雑なので Appendix A.3 に一般の入

力と出力の組が独立でない場合を示した。結論としては、特異値分解を用いることで、独立

でない入力と出力の組  0 0, 1, 2,
q q

q   ではなくて、特異値分解で決まる良い基底（独

立な基底）を選ぶことができ、少ない入出力のペアで計算量を減らして波面整合法を行うこ

とができる。このとき上述の場合と同様に、独立でない入力と出力の組  0 0, 1, 2,
q q

q  

を設定しても光回路は相反性が成り立たないので実現されず、特異値分解で決まる特異値

ベクトルの組を入出力に設定した光回路が実現される。 
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これ以外に、入力と出力の組  0 0, 1,2,q q q   の位相を考慮しなくてもよい場合には、

入出力に関わる設計の自由度として、位相も波面整合法の設計の自由度となる。たとえば、

光の強度を分岐する回路においては、分岐された光の位相や分岐された光の間の位相につ

いては不問であることが多い。光回路において異なる入力と出力の組の間で異なる入出力

ポートを使う場合は入出力の組の間の位相関係は関係ないが、入出力ポートを共有する場

合は独立性を表す(式 4-26)を成立させるために制限が生じる。ここでの議論では入力と出

力はそれぞれ独立に議論できるので、簡単のため出力側だけを考える。出力ポートを

 1,2,mp m  として、出力ポート以外には光は出力されないことを想定する。出力 0
q は

各ポートの重ねあわせとして 

0
q

qm m

m

u p      (式 4-28) 

と表せる。独立の条件(式 4-26)より 

' *
' '0 0

q q
qm q m qq

m

u u       (式 4-29) 

が求められる。ポート数ぶんだけ出力のフィールドを設定する場合、 qmu を行列の要素と思

えば、 qmu を要素とする行列 [ ]ijU u はユニタリ行列でなければならいことがわかる。この

ような制限がある一方、自由度も残されている。ポートのフィールド mp に対して、出力の

パターンの番号 q に関係ない位相 mi
e
 を付け加えて mi

m mp e p


 としても式4-29は不変で

ある。この位相の付け替えを可能にする自由度を使うことにより回路特性を改善できる場

合がある。これについて、節 4-3 で例を示す。 

(4) 波長に関する設計の自由度 

ここまでの波面整合法に関する議論では伝搬定数
ref

2
n





 を決めて、波長の単色光で

議論を進めてきた。つまり、光回路が波長に対してどのような特性になるかは波面整合法の

範囲では規定していないので波面整合法の設計の自由度となる。波長領域を使った信号処
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理や分光は光回路の重要な応用であり、波長が波面整合法においてどのような影響を与え

るかを知ることは重要である。以下、波長の変化に対する回路特性の変化を考察する。 

まず、波面整合法では評価関数 L の屈折率（正確には比屈折率差）の変分 ( , )x z による

勾配
( , )

L

x z




が 0 とみなせるときに計算を完了して、屈折率分布を得ている。すなわち、屈

折率分布の変化 ref ( , )n x z に対して評価関数 L が極値となっている。そしてこのとき、波長

変化に対しても評価関数 L が極値となることが期待できる。これは次のように考えれば良

い。波長 をだけ変化させたとき、伝搬定数 ref

2
n





 が一定になるように、参照屈折率

refn を refn だけ変化させるとすると、１次の近似で伝搬定数  の変動は 0 となる式

r e f

r e f

0
n

n

 
 



 
   

 
が成り立つ。この参照屈折率の変化 ref refn n   は場所によらない

比屈折率差の変化 ref refn n      を与えるのと同じになるので、 ( , )x z が評価関数 L

に極値を与えている場合は、評価関数 L は１次の精度で変化しないので、に対しても１

次の精度で変化しないことになり、波長についても極値となることがわかる。 

従って、屈折率の変化、波長の変化に対して、評価関数 L の１次の近似で変化しないこと

から、波面整合法により実現される光回路は、作製誤差や屈折率のゆらぎの影響を受けにく

く、波長依存性が少ない回路になることを示している。このことは光導波路回路で単純な

Mach-Zehnder 干渉計やマルチモード干渉計の導波路幅や波長依存性をなくす（変化に対し

て極値をとらせる）ためには特定の条件が必要なのとは対照的な特性である。 

なお、注意すべき点がある。屈折率分布の各点での値やパターンに制限を課した場合、屈

折率分布は制限の範囲で評価関数の極値を与えることになる。一方、波長にはそのような制

限がかかっていないので、評価関数が波長の変化に対して極値とはならない場合が発生す

る。光導波路回路について考えてみると、光導波路回路においては屈折率分布が導波路形状

に限定されているため、一般には光導波路パターンや屈折率の値がすると特性がずれてし
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まう。光導波路回路で製造誤差等に強い（特性が安定な）光回路にするためには導波路幅や

光導波路回路の長さについて極値となるような設計をする必要がある。波面整合法の場合

も同様に、光導波路と類似の回路、すなわち、光導波路側面の形状を最適化するような光回

路を考える場合は、波長に対して評価関数が極値とならない光回路になると予想される。 

また、屈折率の変化、波長の変化に対して、評価関数 L の 2次の変化については、波面整

合法は何も制御していない。2次の変化を具体的に計算するには 2点間の相関を考える必要

があるため膨大な計算が必要になる。 (2)経路積分の手法に基づいて考えると、光の伝搬は

複数の経路の足し合わせで得られ、複数の経路を経由した光の位相が一致している場合、強

い出力となる、と解釈できる。元の波長では強め合う干渉となっていた経路が、波長の変化

によって経路の間の位相がずれることにより像が崩れると解釈できる。このような描像に

基づくと経路のばらつきが大きければ大きいほど（経路長の差が大きいほど）波長依存性が

大きくなることが予想できる。具体的には回路が大きい場合や、非対称性が大きな回路はそ

のような傾向が強いと考えられる。逆に、入力と出力の組  0 0, 1, 2,
q q

q   において各

組の間の独立性を表す式 4-26 は、同一の波長に対するもので、異なる波長については成立

する必要がない。このことを利用して、同じ入力と出力の組で異なる波長を設定すれば、波

長に対する特性変化を抑制することが可能となる。例えば、波長に対して平坦な透過特性を

得ようとする場合に、どのように波長を設定べきかは自明ではない。上記のとおり波長の変

化に対する 2 次の変化は計算が困難なので、現状は実際に計算して試行錯誤しなければな

らない。具体的には、波長依存性を確認し、評価関数 L の極小値/極大値からの変化の許容

範囲を与える波長範囲で複数の異なる波長について同じ入力と出力の組で波面整合法を適

用して光回路を生成する、という方法を取れば良い。これについても次節 4-3 で例を示す。 
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(5) 屈折率分布の初期条件 

波面整合法により得られる解は極値条件を与えるのみで、唯一の解を与えるものではな

い。波面整合法では、屈折率分布の初期値から少しずつ屈折率分布を変化させ極値となる屈

折率分布に収束させるので、屈折率分布の初期値依存性がある設計手法になっている。屈折

率分布の初期値をどのようにすべきかの一般的な理論はなく設計の自由度である。光導波

路として考えられている光回路の場合は、その光導波路を屈折率分布の初期条件とすると

良い結果が得られやすいと想像される。波面整合式は光のフィールドの入射側からの伝搬

光と出射の側からの逆伝搬光の複素振幅の積で決まるので、そもそもどちらかの光が弱い

場合は、ノイズ等の影響により波面整合式の値が不正確になり、適切な回路が形成されない

場合がある。そのため、できるだけ入射側からの伝搬光と出射の側からの逆伝搬光が重なる

ように屈折率分布の初期値を設定する必要があり、光導波路構造を初期値とすることで効

率よく計算が進むと期待できる。これについても次節 4-3 の例の中で考察する。 

(6) その他 

設計の自由度ではないが、波面整合法を用いることにより得られることとして光回路の

小型化がある。これは光導波路路界面のような全反射を含んだ多重反射により光回路が形

成されることに起因する。光導波路では導波路とクラッドの界面において光は全反射され

て導波路内に光が閉じ込められる。これは、波数成分として多くが伝搬方向に割り振られ、

伝搬方向に垂直な横方向の波数が小さいために、わずかな屈折率差でも全反射が実現され

ていると解釈することができる。逆に伝搬方向に光導波路をクラッド中で分断しても、導波

路とクラッドの界面での反射は垂直に入射した光の反射式に従い全反射とはならない。波

面整合法においては、光導波路とクラッドの界面の全反射のような強い反射からなる多重

反射が取り込まれて屈折率分布を決定する計算が行われる。このことは光導波路グレーテ

ィングのような弱い反射を多重にしたような回路に用いられる Fourier 変換に基づく計算
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が適さないことを意味する。逆に、定性的には、強い反射が波面整合法の計算に取り込まれ

ているので、弱い反射で多重反射させて広い領域を用いる光導波路グレーティングとは異

なり、光回路の小型化が期待できる。 

この節で取り上げた設計の自由度を表 4-2 にまとめた。 

 

表 4-2 設計の自由度と波面整合法で設計する光回路への適用についてのまとめ 

設計の自由度 光回路への適用 課題等 

(1) 領域サイズ ・光回路のサイズが光回路の性能に影響 ・サイズと特性の関係は未解明 

⇒深層ニューラルネットワークと

対応づけ、その知見を活かす

（本博士論文の 4-5で議論） 

(2) 屈折率分布の

更新量（場所ご

との波面整合式

への応答感度） 

・光回路に対する制限条件として使用 

例１）屈折率分布の変化を光導波路の

側面に限定 

例２）屈折率の値を 2値に限定 

・上記と同様に深層ニューラルネッ

トワークと対応づけ等で検討し

てく必要がある 

(3) 入力と出力の

設定 

・入出力の設定での独立性や実現可能な

組み合わせが制限される 

・複数の入出力ポートを使う場合に位相の

自由度も使うことができる 

  （本博士論文の 4-4 で例を示す） 

・入出力の設定での独立性をみたさ

ない場合は、特異値分解した独立

な組み合わせに収束する 

(4)波長 ・入出力の設定での独立性に関係なく波長

を独立に設定可能 

・同じ入出力の組に複数の波長を設定する

ことで広帯域化等が可能 

  （本博士論文の 4-3 で例を示す） 

・拘束条件がなければ設計波長で透

過率がピークになるが、屈折率分

布に制限を課した場合や、2次の精

度でどのように変化するかは不明 

⇒試行錯誤が必要 

(5)屈折率分布の初

期条件 

・得られる解に屈折率分布の初期条件依

存性がある 

・屈折率分布初期値として入力の伝搬光が

所望の出力光と重なりがあると計算の収

束等が早くなる 

・屈折率分布の初期値としてどういう

ものがよいか（所望の特性にどのよ

うに影響するか）は未解明 
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波面整合法は計算に基づき屈折率分布を決定するアルゴリズムを与えるが、設計の自由度

をどのように使うかで光回路の形態や特性が変わってくる。波面整合法では導波路パラメ

ータ制御法と異なり、パラメータでモデル化されてないため、設計の自由度についてもどの

ように決めるべきかという方針が立てにくく、さらなる検討の余地がある。近年、発展の著

しい深層ニューラルネットワークにおいても同様の課題が多く議論されている。本博士論

文では本節で提示した設計の自由度を活用するための足がかりとなるように、節 4-4 で深

層ニューラルネットワークとの対応関係を考えて、深層ニューラルネットワークの手法の

適用可能性についても検討する。 

次の節では、ここまでに示した手法のいくつかについて、光回路の設計に適用例を示す。 

 

４-３．波面整合法による設計例 

前節までの光回路の設計に関する議論をもとに設計例を示す。波面整合法を用いて設計

された光回路については、既にさまざまな回路提案がなされて、実際に作製されている。例

えば、光パワースプリッタ[28]、アレイ導波路格子の低損失化[29]、交差導波路のクロスト

ーク抑制[30]、マルチモード干渉計[31]や可視光カプラの広帯域化回路[32]、空間多重伝送

用のモード変換器[33]、非対称分岐回路[34]、スポットサイズ変換器[35]、近年では、空間

光変調器を多段につないで空間光変調器のパターンを波面整合法で設計し構成した超多モ

ード合分波器 [36]等がある。 

以上の応用例に加えて、今後さらに波面整合法を発展させるためには、前節であげた波面

整合法だけではきまらない設計者がきめるべき自由度（設計の自由度）を使い、設計手法を

高度化することが望まれる。そこで本節では、そのような波面整合法の設計の自由度等を用

いた設計例を示す。この節の設計例は、特性を改善や実際に光回路を作ることでなく、波面

整合法に関する手法の検証である。したがって、作製可能性については本節では特に考慮し

ないで議論をすすめる。回路の特性は数値計算により得られたものである。 
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例を示す前に、光のフィールドと屈折率分布との表示方法について説明する。光のフィー

ルドとしては振幅と位相があるので、2つの値を同時に示すために、色モデルの HSL（色相 

(Hue)，彩度 (Saturation) 、輝度（Lightness））モデルにマッピングすることした(図 4-

6(a))。振幅については 2乗して強度として輝度に割当て、位相は色相に割り当てる。彩度

は１として固定する。彩度を 0に変更すればグレースケールが得られる(図 4-6(b)）。 

 

 

図 4-6 光のフィールドと 2次元の分布を表示する際の光回路の表示方法 
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これを適用した光の伝搬の表示例として、S字型の曲線導波路を伝搬する光のフィールドの

様子を示す(図 4-6 (c))。この場合、強度の最大値を１として表示している。伝搬の方向は

この例に示すように下から上に伝搬方向をとる。注意が必要な点としては、この位相は緩慢

変化包絡線近似 ( SVEA : Slowly Varying Envelope Approximation )によって得られる包

絡振幅＝平面波  exp i z の振幅部分の位相、すなわち、  ( , ) ( , ) expx z x z i z   としたとき

の ( , )x z の位相を示しており、伝搬方向に z で変化する位相を付け加えた ( , )x z の位相が

真の電磁波に位相になる。図 4-6 (c)は伝搬方向 500µm の距離を伝搬させた光のフィールド

( , )x z である。この光のフィールド ( , )x z に z で変化する位相を付け加えた ( , )x z の位相

変化をプロットすると図 4-6(d)のようになる。 z は波長 1.55µm、屈折率が 1.45 なので約

1µm で 2　近く変化するので、ほとんど水平な横縞になり位相の変化の様子などがわかりに

くくなってしまうので図 4-6 (c)の包絡振幅部分を表示させる。屈折率分布については、以

下の計算等の例では光導波路でいうとステップインデックス型に対応する２値のパターン

のみを取り扱う。図 4-6(e)のように白色が高屈折率、黒が低屈折率を表す。領域の範囲や、

屈折率の値等の数値についてはそれぞれの例で異なるので適宜値を示す。 

 

(1) 光位置変換回路への適用と屈折率分布の初期値の影響 

最初の例として光回路としては光導波路の S 字曲げ回路に相当する光位置変換回路を取

り上げる。第 3章 3-3(c)と同様の回路で、比屈折率差 0.75%、導波路幅 6µm、入力と出力の

横方向の位置の差（位置変換量）は同じ 30µm としている。回路の伝搬方向の長さは第 3章

3-3(c)の半分の 250µm にしている。円弧で回路を構成した場合の曲率半径は、位置変換量に

対して回路の伝搬方向の長さが十分に大きい場合は伝搬方向の回路長の 2 乗分の１に比例

するので、この場合の曲率半径は 3 章 3-3(c)の曲率半径の約 1/4 に相当することになる。

そのため、3 章 3-3(c)の場合は 0.1dB 程度の透過損失で回路が実現できたが、ここで考え
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ている設定の場合は、光は曲がりきらずに光導波路から逸脱して大きな放射損失が発生す

る。図 4-7 に波面整合法で設計した光回路パターンを含むいくつかの回路パターン(a)～

(g)-1 と光の伝搬の様子(a)～(g)-2 を表す。光の伝搬は波長 1.55µm のときの様子である。

図 4-8 に波長に対する透過率を示す。 

図 4-7、図 4-8 の(a)は 3 章 3-3(2)の定曲率の円弧をつないで作った回路（定曲率曲げ回

路）に関するもので、オフセットつけたものである。曲率半径は 528.3µm で通常の光導波路

回路で使われている 2000µm 程度の曲率半径と比較すると約 1/4 の値である。図 4-7(a)-2 の

ように多くが放射し、図 4-8 の曲線(a)の波長 1.55µm の透過率から、その値は 33％となっ

ている。以下同様に、図 4-7、図 4-8 (b)～(d)も同様に 3章 3-3(2)に記載の光回路で、(b)

は定曲率曲げ回路でオフセットのない光回路、(c)は曲率を z の多項式で変化させた曲率変

化曲げ回路で、オフセットを持たせた光回路。(d)は(c)の曲率を z の多項式で変化させた曲

率変化曲げ回路でオフセットのない光回路である。いずれの導波路型光回路において大き

な損失が生じている。 

これに波面整合法を適用する。屈折率分布としては四角形の２値パターンを並べたもの

で１つのパターンをセルとよびセルのサイズは 0.5µm×0.5µm とした。初期条件としては

様々なものが考えられるが、図 4-7、図 4-8 の(a) 定曲率曲げ回路と(c) 曲率変化曲げ回

路の各屈折率分布のパターンをセルのサイズで離散化したパターンを初期値としたものが、

それぞれ、図 4-7、図 4-8 の(e),(f)である。それ以外に、初期値として、屈折率分布を一

様に全部同じ高屈折率の値に設定したものが図 4-7、図 4-8 の(g)である。波面整合式とし

ては 式 4-23 にある順伝搬させた光のフィールドと逆伝搬させた光のフィールドの全体の

位相差については取り除くタイプのものを使用した。以下、得られたパターンや回路の特性

を見ていく。 
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図 4-7 (e),(f),(g)-1 の屈折率分布については、概ね似たようなパターンとなっている。

定曲率曲げ回路を初期値としたものは変曲点でのオフセットの正負の違いによる定曲率の

パターン導波路のずれに相当するずれがあるように見えるが、他のものにはみられない。図

4-7 (e),(f),(g)-2 の位相分布をみると、一様な屈折率分布を屈折率分布の初期値とした

(g)が導波路構造を初期値とした(e),(f)と比較して、出射部付近の位相が若干遅れている。

これは、(g)の有効屈折率が(e),(f)のものより低下していることを示しており、(g)の高屈

折率部分がわずかに少なく、また光が横方向に広がっていることからもわかる。このような

微妙な違いは図 4-8 に示したスペクトルでは顕著に現れる。図 4-8 の曲線(e),(f),(g)は設

計波長 1.55µm で概ねピークをとる。ピークの位置は 2nm 程度短波長側にずれているが、こ

れは参照伝搬定数  が真の伝搬定数とずれていることと計算誤差等の影響と思われる。曲

線(e),(f),(g)の裾の部分では振る舞いが大きく異なり、特に曲線(g)では裾の落ち込みが

大きくなっている。根拠を明示することは困難であるが、曲線(e),(f)は導波路パターンを

初期値としているためか、導波路パターンの場合と同様に長波長側にゆっくりと低下して

いくバックグラウンドがあるように見える。定性的には、図 4-8 曲線(e),(f)は導波路と同

様に光が閉じ込められている部分が多く、そのため、波長に対してフラットな成分特性を残

していると考えられる。それに対して、図 4-8 曲線(g)は図 4-7(g)でみたとおり、閉じ込め

が弱く光のフィールドが広がっているため、設計波長からずれると損失が大きくなる。これ

は波面整合法の導出の 4-1(2)経路積分の観点からみると理解しやすい。経路積分では

Huygens の原理を再現してすべての経路の重ね合わせで光の伝搬が記述されていた。光のフ

ィールドが広がっているのは経路長の異なる経路の足し合わせになっていることを示して

おり、波長の変化に対する位相の変化は、フィールドが広がっていないものに対して、フィ

ールドが広がっている方が大きいことを意味する。したがって、図 4-8 曲線(g)は図 4-7(g)

にあるように光のフィールドが広がっているため、その性質を反映して裾の落ち込みが大

きくなっていると説明できる。しかし、一般的には、光のフィールドが単に広がっているだ



98 

 

けではこのようなことは言えない。例えば、幅の広い導波路であれば基底モードが平面波の

ように伝搬するが透過率の波長依存性は極めて低い。この場合のように、光フィールドが広

がっている状況でも波長に依存しない透過率が得られる。この違いはパスの長さが異なる

ような広がり方をしているか、一様な広がり方をしているかの違いで、図 4-7(e),(f),(g)-

2 を見ると、光のフィールドの大部分が中央付近を斜めに伝搬していく経路とその脇に光が

伝搬している部分があり、図 4-7 の(e)-2 は脇を伝搬する部分の強度が弱く(g)-2 は脇を伝

搬する部分の強度が比較的強くなっている。これが、一種の干渉計のような役割を果たして

いるものと考えられる。このような干渉性のあるパスがこの回路の中には多数存在してお

り、そのため単峰のピークが実現されているものと思われる。 

 

図 4-7 光位置変換回路の各屈折率分布と光の伝搬の様子 

(a)定曲率曲げ＋オフセット 

(b)定曲率曲げ 

(c)曲率変化曲げ＋オフセット 

(d)曲率変化曲げ 

(e)波面整合法＋「初期値：定曲率曲げ」 

(f)波面整合法＋「初期値：曲率変化曲げ」 

(g)波面整合法＋「初期値：一様高屈折率パターン」 
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図 4-8 光位置変換回路のスペクトル 

曲線(a)～(g)は図 4-7 の(a)～(g)に対応 

 

以上のような特性を初期条件によって制御するのは困難であるが、屈折率分布として、導波路

のような光を閉じ込めた形状を初期値とするか、一様なパターンを初期値とするかで、屈折率を更

新する過程で屈折率の更新に影響を与える光の経路が異なるため特性の違いが生じると考えられ

る。その点を考慮して屈折率分布の初期値を決めることは有用であると思われる。 
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なお、屈折率分布図 4-7 曲線(e),(f),(g)-1 においては、屈折率分布の形状としては概ね

斜めの縞になっているが、それを横切る形で角度の浅い線が入っているがこれは計算領域

境界での微妙な反射を反映したものでノイズのだと思われる。 

(2) 経路長の複素化 

前の例と同じ光位置変換回路を例に、導波路形状を制御するための方法をみていく。 

具体的には、経路長の複素化と導波路側面のパターン化を例に考える。経路積分による式 4-

15 を再掲すると 

 0

', Ppath( ', ; ,0)

( ) ' exp (0)i t

x x l x z x

z e x ik ndl x



 
   
 
 

  
 

のとおり、光の伝搬は光の経路の重ね合わせで表すことができる。本節の（１）に示したよ

うに、異なる長さの干渉性のパスがあると、波長依存性が大きくなる。言い方を変えると、

波長依存性を減らすためには、できるだけ短い光路を選ぶことができればよいので、長い光

路についてはペナルティを受けて抑制されるようにすればよい。(式 4-15）では 0k ndl が光

学光路長になっていて  0exp ik ndl の位相を与えているので、光学光路長を複素化して

 0exp iik e ndl

 とすると、 に応じて長い光学光路長のパスほど大きな減衰を受ける。実際

の光の伝搬の計算は経路積分ではなく BPM 等で計算するので、光の伝搬の計算においては

 0 0exp expi idl
ik e ndl ik n e dz

dz

  
  

   より、微小ステップ z を ie z に置き換えれば良い。図

4-9 は、本節（１）の曲率を変化させた曲げ導波路（図 4-7 (c)-1）を初期値として波面整

合法を適用した例（図 4-7,8 の(f)）について、伝搬方向を複素化したものである。 ie z の

角度  を変えて得られた、屈折率分布と 1.55μm  の光の伝搬を示している。

0, 5 / 60, 10 / 60, 20 / 60 [rad]  で変化させた。角度 が大きくなるにつれて細かいパターン
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が消失して、島になっているパターンの輪郭が明確になっているのがわかる。すなわち導波

路回路のような形になってきている。 

 

図 4-9 伝搬方向を複素化した波面整合法を光位置変換回路 
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 適用して得られた屈折率分布のパターンと光の伝搬の様子 

 

図 4-10 は図 4-9 の各角度 で得られた屈折率分布の光回路の透過スペクトルである。角度

 が大きくなるにつれてピークが潰れて、さらに透過率が低下していることがわかる。この

ことは次のように理解できる。伝搬方向を複素化したことで、横方向に広がる経路は経路長

が長くなるのでペナルティを受ける。横方向に光が進む光は横方向に波数成分を持ってい

るので、ペナルティを受けやすく、結果として、横方向に高い波数成分を発生させる細かい

屈折率分布が抑制されることになる。 が大きくなるにつれて透過率が減衰するのは、横方

向の高い波数成分については無視して屈折率分布を決めているため、急角度で光を曲げる

ときに発生する横方向の高い波数成分も区別なく抑制されてしまうため、光を曲げるのに

必要な成分を取り込むことができず損失が発生してしまうと考えられる。高い波数成分が

抑制されることは式 4-15 を波動方程式に代入して得られる発展方程式でも確認できる。 

2
1

( , )
2

ii e x z
z x

  



   
         

  (式 4-30) 

より、右辺の ie  の虚数成分、すなわち、 sin に比例する項が熱元をもつ熱拡散方程式と

同じ形の項を与える。特に sin 1  のとき、熱元をもつ熱拡散方程式に完全に一致する。こ

の拡散方程式は、数値計算で基底状態を求める虚軸伝搬法の式として知られている。虚軸

伝搬法は、伝搬方向を複素化するのではなく完全に虚数にして拡散方程式とする。このと

き右辺の演算子（あるいは行列）の固有モードに着目すると、解は固有値を減衰率とする

固有モードの重ね合わせで表される。基底モートに対して高次モードの固有値が大きくな

ることから、高次モードの方がより大きな減衰を受ける。虚軸伝搬法は、これを使って、

基底モードの相対的な成分比を伝搬方向に増大させて、実質的に基底モードのみにするこ

とで基底モードを求める方法である。虚軸伝搬法は、モードが存在する任意の位相パター

ンに対して固有モードを BPM と同じアルゴリズムで計算できることから、BPM を使う数値
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計算ではよく使われる手法である。(式 4-30)のように複素化した場合も、固有値と sin に

比例して減衰が発生し同様のことが起きる。すなわち、経路長のペナルティは高次モード

（横方向の波数が大きな成分）を減衰させていることになり、経路積分を用いた解釈と一

致する。図 4-10 のスペクトルの波長依存性のうちピークのシフトについては経路積分の

表式の方が容易に解釈できる。光学経路長を考えたとき波長が長い方が少ない光路長差を

与えるので、結果として、 が大きい場合は、波長の長い方の透過率が高くなり、出来上

がった光回路の長波長側の透過スペクトルが高い値となる。一方、干渉は設計波長 1.55µm

で設計されているためピークは 1.55µm 付近となる。その効果が掛け合わさって が大きい

くなるときピークが長波長側にシフトすると解釈できる。 

 

図 4-10 伝搬方向を複素化した波面整合法を光位置変換回路に 

適用して得られた光回路のスペクトル 

 

ここまでの議論で経路長の複素化により横方向の波数の大きな成分が抑制できることを

見てきた。経路長の複素化の度合いにより減衰が大きくなっている例を示したが、これは
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極端に短い距離で光の出射位置を変更するような回路を設定したため（曲率半径換算で通

常の 1/4 に相当）、光を曲げるために横方向に大きな波数を持つ成分を多く発生させなく

てはならない光回路であったためである。通常であれば、複素化の手法は、損失を無視で

きる範囲で、細かいパターン発生を抑制する場合や、あるいは、高次モードを抑制するこ

とで安定した特性（たとえば波長依存性を少なくするなど）を得るための手段として用い

ることができる。今後実回路の設計にも取り入れられていくことに期待したい。 

 

(3) 導波路側面のパターン化 

次に、導波路側面のパターンに限定した例を見てみる。前の例と同じ光位置変換回路を例

に、導波路側面のパターンとして回路を実現するとどのような特性が得られるかを考察す

る。図 4-11 は導波路側面のパターンに屈折率の変更を限定して波面整合法で生成した屈折

率分布のパターンである。先の例と同様に複素化により横方向の波数の大きな成分に対し

てペナルティを与えた。その際のパラメータも同じ角度 を用いた。いずれの場合も図 4-7

の(c)と同様に光のフィールドが回路に入射された直後に多くを放射している。 0  では屈

折率分布に細かいパターンが発生しているが、 が大きくなるに従って次第に滑らかになっ

ているのがわかる。図 4-12 にそれぞれの回路のスペクトルを示す。参考に曲率を変化させ

てさらにオフセットを加えた曲げ導波路回路のスペクトル（図 4-8(c)と同じもの）も併せ

てプロットした。 0  のとき曲率を変化させた曲げ導波路回路と比較して 0.15 程度透過率

が向上している。この場合、設計波長 1.55µm がピークとはなっておらず、曲げ導波路回路

と同じく波長が大きくなるに従い透過率が低下している。設計波長 1.55µm は、その通過点

でしかない。設計波長が透過率のピークとならないことは、前節 4-2(4)の波長の設計自由

度について述べた際に触れたとおり、屈折率分布の変化を導波路側面に限定するという制

限を加えているため発生していると考えられる。 
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図４-11 光導波路側面の形状を波面整合法で設計した光位置変換回路 
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一般に波長が短いほど弱い屈折率差で光を導波路に閉じ込めることが可能となる。たと

えば、変分法により得られた光導波路のパラメータ間式(式 3-16)  
2

222 1
W w

Ww e 


 

においては、  
22

ref2 n   なので、波長  の 2 乗分の１と比屈折率差 との積が一定で

あれば同じ導波路幅の回路で同様の光のフィールド半径が得られるという式になっている。

これより、波長 が小さくなることは比屈折率差 をその 2乗倍大きな値にするのと同様の

効果があると考えられるので、光導波路の構造があれば、短波長の光フィールドは光導波路

により閉じ込められやすくなる。そして、波長が短ければ、光フィールドは基底モードのま

まではなくとも光導波路に閉じ込められて伝搬することができるので、このような曲げ回

路に相当するような光回路においては短波長側で透過率が高くなる。 

 

 

図 4-12 光導波路側面の形状を波面整合法で設計した 

光位置変換回路のスペクトル 
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ただし、波長が短くなれば高次モードに相当する横方向に波数の大きな成分が発生しやす

いので、ある程度まで波長が短くなると、出力部分で基底モードに相当する成分が減少し損

失が増大すると考えられる。そのため、この例においては、1µm 付近にピークが発生してい

ると思われる。また、図 4-12 において， が大きくなるに従い、先の例（図 4-10）と同様

にそのピークが長波長側にシフトするのがみられている。 

 

(4) 複数の設計波長による波長特性の制御 

 波長帯域を制御する方法として複数波長を設定する方法も考えられる。例として 3 波長

を設定して、光位置変換回路を波面整合法で設計した回路を示す。図 4-13 は得られた屈折

率分布と光の伝搬の様子およびスペクトルである。波長としては、1.3, 1.55, 1.7µｍを設

定して、先の例と同じパラメータを用いた。屈折率分布の初期値は高屈折率値の一様なパタ

ーンとした。スペクトルには、波長 1.55µｍの１波長のみで設計した回路の透過スペクトル

を併せてプロットした。このスペクトルは図 4-8(g)と同じものである。３波長で設計した

ものも図 4-7 の(g)-1 の屈折率分布と似たパターンとなっているが、中央部分のパターンが

明瞭になって、周囲の斜めの島の部分が乱れた形となっている（図 4-13(a)）。図 4-13(c)

のスペクトルを見ると設計波長でピークやショルダーが見えているが各設計波長のピーク

を繋ぐ形で１つの波長で設計した場合よりも高い透過率でフラットなスペクトルが得られ

ている。図 4-13(a)の屈折率分布において中央部分が複数に分かれているのは、複数に光を

分けて、その別れた光を多重干渉させているためではないかと思われるが、明確に解釈する

のは難しい。以上のように複数の波長で波面整合法を使って光回路を設計すればフラット

な特性等、複数の波長特性についても制御することが可能である。留意すべき点としては、

フラットな特性を得るためには、波長間隔を近くにとって波長数を増やすことが必要とい
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うことである。どれくらい近くに設定すればよいか等については、それぞれのケースによる

と思われる。一般的な設定方法としてどのようにすればよいかは、今後の課題である。 

 

 

 
 

図 4-13 3 波長（1.3, 1.55, 1.7µm）を設定した光位置変換回路 
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(5) その他のパラメータ 

光位置変換回路について最後にその他のパラメータ依存性を示す。図 4-14 は波面整合法

を用いた光位置変換回路の光回路長さとセルサイズ依存性をプロットしたものである。 

 

 

 
 

図 4-14 波面整合法を用いた光位置変換回路の光回路長さとセルサイズ依存性 

 

パラメータとしては、回路長とセルサイズ以外は、これまでの光位置変換回路と同じもの

を用いた。破線は曲率を変化させた導波路（図 4-7(b)）をセルサイズの矩形のセルパター

ンで近似したもので光を伝搬させたときの透過率である。離散化による影響は(b)のセルサ

イズ依存性の破線を見るとわかる。セルサイズが大きくなるにつれて特性が劣化するが 0.5

×0.5µm であれば概ね連続な導波路パターンと変わらない透過率（図 4-8(b)の透過率）が得

られる。図 4-14 では波面整合法による回路の特性を連続線で示している。図 4-14(a)の回

路長依存性は 250µm 付近で急速に立ち上がっている。これは入力部分から光が回折で広が

って出力部分に到達する程度の距離である。250µm 以下の光回路長では入射位置から出射位

置に向けて光を急に曲げる必要があり、この計算にもちいられている程度の屈折率差では
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光学的に曲げることが困難な領域と考えられる。セルサイズについては、セルサイズが小さ

い方が波面整合法により設計した回路では高い透過率が実現できている。光回路長ほど大

きな変化はないが波長と同程度となる１～1.5µm 付近で、セルサイズが小さくなるにつれ透

過率が大きく改善されていることがわかる。 

 

４-４．入出力の位相の自由度を使った波面整合法の設計 

この節では節 4-2 の(3)入力と出力の設定の自由度を使った例を示す。図 4-15 はシング

ルモード 4 入力を１出力マルチモード導波路に出力させる光回路の概念図である。このよ

うな回路を考える背景は以下の通りである。光加入者系と呼ばれる光ファイバ通信システ

ムでは、サービス提供者からと、サービス提供を受けているユーザ側からと双方向の通信が

行われる。サービス提供者から配信する場合は、分岐回路で各ユーザに信号を同時に配信し

て、必要な情報をユーザが抜き取って使う。ユーザ側からは、光信号が時間領域で衝突しな

いように時間調整してサービス提供者側で一括受信する。このときサービス提供者側から

一括して信号が配信され、理想的には、ユーザ数分の１の光信号が、各ユーザに損失なく分

配される。それに対して、ユーザ側からの光信号はサービス提供者から配信する場合と同一

の光の経路を逆にたどって、光を分岐した回路と同じシングルモード導波路に合流させよ

うとすると損失が発生してユーザ数分の１に減衰してしまう。この損失がなければ、収容者

数の増加や遠方への信号の配信を可能となるので、可能であれば無くしたい損失である。そ

のような観点から下記のような回路が提案されている[38]。ユーザ側から送られてきた光

は最終的には１つの受光器で受信する。受光器にはシングルモード導波路が接続されてい

る必要はなくマルチモード導波路でも問題なく受信可能である。そこでユーザ側から送ら

れてきた光をマルチモード導波路で合流させて、以下に示す直交条件を満たして、損失なく

合流させるという方法が提案されている[38]。図 4-15 はそのような合波器を想定した光回

路で、左側がユーザ側、右側がサービス提供者側である。 



111 

 

 

 

図 4-15 シングルモード 4入力を１出力マルチモード導波路の 

モードの重ね合わせに変換する光回路 

 

節 4-2 の(3)入力と出力の設定の自由度で議論したとおり、シングルモードに４つのシング

ルモード入力の合波をすると（位相を合わせない限り）1/4 に損失する。これは入力がそれ

ぞれ直交した状態（重なり積分が 0）であるのに対して、出力が直交した状態となっていな

いために生じる損失である。各シングルモード導波路からの入力信号の出力はマルチモー

ド導波路に出力させる場合は、モードを使って直交させれば損失なくマルチモード導波路

に結合させることができる。m番目の導波路から入力した光のフィールドの出力は、図 4-

15 のように出力側の各モード ( 0,1, 2, )q q  の重ね合わせとして、 

 

m mq q

q

a        (式 4-31) 

と表せる。このとき独立の条件(式 4-26)に相当する直交条件として 

*
' ' 'm m mq m q mm

q

a a        (式 4-32) 
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が成り立たせれば、損失は発生しない。ここで、 mqa はm番目の導波路から入力した際の出

力側 q 番目のモードをの振幅を表している。この回路から受信器までを光ファイバで繋ぐ際

には、各モードへの分配が均等である方がよく、かつ、できるだけ低次モードである方が安

定した通信が期待できる。そこで 0次から 4次までのモードの振幅を均等にとり 

2 2 2 2

0 1 2 3 1 4m m m ma a a a     

とする。このとき各振幅の間に位相についての設計の自由度が残っている。式 4-32 が成り

立てばよいので、 qi

mq mqa e a


 として、q のみに依存し、mに共通な位相をつけても良いこ

とがわかる。この関係は特に不思議な関係でなく、q 番目のモードについて、どのような位

相をつけても直交性には関係ないという当たり前のことを表しているのに過ぎない。しか

し、波面整合法の観点からは、この位相は重要である。光回路の相反性から各シンクルモー

ド導波路から入力した光は必ず直交して、各モードに分解できるが、このときの位相が、モ

ード間で相対的に固定されていると、設定した位相を実現するために、光回路の屈折率分布

の自由度の一部が使われて、そのぶん透過損失等の特性が劣化することになる。そこで 

 
1 2

exp
4 4

mqa i qm q



 

  
 

    (式 4-33) 

として、波面整合法で出射側の出力を各モードに分解してその振幅の位相を  q とする。

均等な振幅となっていない場合は直交性が自然に成り立つことはないが、波面整合法の反

復計算が収束に近い状況では適切な位相が得られると想定して位相の付け替えを行った。

図 4-16 に位相の自由度をつかった場合と、比較対象として位相を固定した従来の波面整合

法で回路を設計した場合の回路と各入力導波路（ポート）から光を入射した場合の伝搬の様

子を示した。この場合は、実際に回路を作ることを想定して、光導波路側面を変形させるこ

ととして、高さ方向のコアの厚みについても考慮して有効屈折率法により屈折率の値を調

整して 2次元回路として計算を行った。 
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図 4-16 波面整合法を用いて位相を固定した場合と位相の再設定がある手法 

により得られた光回路と光の伝搬の様子 

位相を固定した場合は、導波路側面に細かなパターンが発生して、伝搬している光について

も細かなパターンが発生している。それに対して位相の自由度を使うと細かな導波路側面

パターンとならず伝搬する光のフィールドも位相を固定した場合と比較して細かなパター

ンが少ない。また、出力についてはモードの振幅の大きさが均等で位相により直交した状態

であることを反映して、出力の光が空間的に集中した出力となっている。これは、Fourier

変換において、同一の振幅ですべての空間周波数成分を重ね合わせるとデルタ関数となる

ことに対応している。図 4-17 に各入力導波路（ポート）からの入射に対する出力の各モー

ドの成分量を示した。この場合の光導波路に存在できるモードは８次のモードまでで、設計

上のターゲットとしては 0 次～3 次までのモードに均等に分配して出力させるように設定

している。位相を固定して波面整合法を実行して得られた屈折率分布の場合は各モードへ

の分配が崩れ、さらに、高次モードに分配されない放射される成分も多く含むようになって
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しまっているのがわかる。それに対して、位相を再設定することにより低次モードへの均等

な分配が実現していることが確認できる。 

 

 

図 4-17 波面整合法により設計した回路の 

          各入力ポートに対する出力の各モードの成分比 

 

この回路については実際に石英系平面光波回路（PLC）技術により作製し、透過損失を評

価している（図 4-18）。100nm に渡って約 1dB 程度の損失でフラットな特性が得られてい

る。図 4-17 の棒グラフの総和が出力となるから計算上はほぼ損失のない回路ができるはず

であるが、伝搬損失およびファイバ接続ズレ等の影響で約 1dB の損失が発生しているもの

と考えられる。このような損失があるものの、シングルモード出力とした場合に生じる原理

損失 6dB と比較して 5dB 程度出力特性を改善できる光回路となっている。 
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図 4-18 作製したシングルモード 4 入力を１出力マルチモード導波路の出力特性 

 

以上のように、複数の入出力ポートや複数のモードがあるような光回路の場合で、各ポー

ト間あるいはモード間の相対的な位相差を自由に設定して良い場合は、本節のような入力

の位相も波面整合法で決められる設計の自由度として取り込むことで、光回路特性の改善

が望めることがわかった。多チャンネルの信号入出力回路では、チャンネル間の信号は独立

で一般に各ポート間あるいはモード間の相対的な位相差を自由に設定して良い場合がほと

んどであるから、このような回路設計は多くの回路に有効であると考えられる。 

 

４-５．波面整合法の改良～深層ニューラルネットワーク手法の応用 

波面整合法は大きな自由度を制御して光回路を設計する手法である。全く異なる分野の

技術となるが、大きな自由度を制御する系として近年活発に研究されているものとしては、

深層ニューラルネットワーク（DNN Deep Neural Network）がある。計算機およびデータセ

ンタの発達とネットワークの発達により活用が可能となった莫大なデータを駆使して従来

の計算方法では難しかった言語処理や画像認識等、さまざまな分野への応用が期待され、そ
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の技術は爆発的に発展してきている。本節で示すように、DNN と波面整合法は類似性をもっ

ており、発展を続ける DNN の手法を波面整合法に適用できれば、波面整合法の発展が期待で

きる。また、以下に示すように波面整合法でつくられた光回路はある種のニューラルネット

ワークの一種とも考えられるので、DNN を物理実装できれば超低消費電力な計算につながる

可能性もある。さらに、光学的な観点から光回路特性に相当する DNN のネットワーク特性等

を考えることであらたな手法の創出等につながる可能性もある[37-44]。 

本節では、波面整合法と DNN の対応関係を示し、さらに、特性面での性質の類似性を確認

して、ドロップアウトとよばれる DNN の手法をもとに波面整合法の過剰適用の解消を確認

する。 

(1) 最適化手法としての波面整合法と DNN の対応 

波面整合法と DNN について、どちらもパラメータ（波面整合法は屈折率分布、DNN は学習

パラメータ）で評価関数を最適化する問題とみなせば自然な対応関係が成り立つことが予

想される。実際に随伴法と呼ばれる方法を通して対応関係をみることができる。随伴法[46]

による式の導出については Appendix の A.5 に記載した。結論だけ使うとパラメータ を含

む発展方程式  ,d dz f   が与えられたら、初期値が out outL    で、発展方程

式 d dz B   （ B は ,i j 成分を ij i jB f    とする行列）となる随伴変数  を用いて、

評価関数 L のパラメータ  z に対する勾配 

   
dL

f
d z z


 





   (式 4-34) 

が得られるというものである。波面整合法については 式 4-8 が随伴変数の方程式に他なら

ない。DNN の発展方程式は離散化されていて、典型的なものとしては 

 ( 1) ( ) ( ) ( )l l l lf W      (式 4-35) 
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となっている。 ( )l は l 層目の入力状態で l 層目の重みを表す行列 ( )lW を学習パラメータ

として、 ( ) ( )l lW  に l 層目の活性化関数 ( )lf を作用させて、次の 1l  層目の状態 ( 1)l  を得

る。DNN においては、再帰的に活性化関数を作用させるため、学習パラメータ ( )lW の更新で

用いる学習パラメータ ( )lW による評価関数の勾配計算においてチェーンルールにより活性

化関数の微分が層方向に掛け合わされるため層数が増大すると勾配の消失、あるいは、発散

が生じる、という課題があった。その課題を解決したのが Residual-Network (ResNet)であ

る。ResNet では、入力の一部を活性化関数を通さずにそのまま次の層に伝搬させるという

スキップコネクションが用いられ、これにより例えば 100 層（多いものでは 1000 層）とい

う層数の多い＝深いニューラルネットワークが可能となり、ニューラルネットワークによ

る画像認識精等を飛躍的に向上させた[47]。伝搬の式を具体的に書くと（次元の異なる層に

ついても伝搬させるための操作を行う必要があるが、ここでは層の間の次元を同じにして

いる）、 

 ( 1) ( ) ( ) ( ) ( )l l l l lh W        (式 4-36) 

となる。    ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )l l l l l l lh W f W    としたのと同じことになるので、Residual-

Network と呼ばれている。(式 4-36)は差分式にほかならないので、これを発展方程式とみな

して、随伴法を適用すると DNN でよく知られた誤差逆伝搬法が得られる。評価関数を例えば

教師パターン 教師 との 2乗誤差   out out    教師 教師 とすると、随伴変数  は 

out out
out

L
  




  


教師  

出力の誤差を初期として行列で前の層に逆伝搬していく誤差逆伝搬法の誤差に対応する。

一方、波面整合法については、随伴法を適用すると実は第４章 4-1 節(1)の波面整合式の導

出と同じになる。 発展方程式(式 4-1)
2( ) 2 ( ) ( )z xi z z z        

  で、記号を簡単に
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するために 
def

2 2 ( )xH z     
 

と置いて zi H   と表すこととする。DNN との対応関

係を明確にするために、発展方程式を形式的に差分式で表して、微小ステップ z に対して

( 1) ( ) ( ) ( )l l l li zH      とする。これをもとに ResNet と波面整合法を比較したのが表 4-3 で

ある。重みの更新については成分ごとの記述ほうが簡潔なので成分で表示している。 

 

表 4-3 波面整合法と ResNet の対応 

 

ここで、 ( )lh は活性化関数の微分を対角成分とする行列である。または適当な正の係数で

ある。随伴法というスキームで波面整合法および ResNet 両者とも記述することができるの

で対応関係が成り立つのは当然であるが明確な対応付ができることがわかる。違いは、波面

整合法の重み（屈折率分布）は対角行列で与られるのに対して、ResNet の重みは非対角成

分を持つことである。ResNet は一層ですべてのノードと結合することが可能であるのに対

して、波面整合法の場合は光が回折して物理的に離れた位置に伝搬により到達することで

ノード間の結合が得られる。この違いが波面整合と ResNet との間にどのような違いをもた

らすかはわかっておらず、今後の課題である。近年では DNN のモデルが巨大化して消費電力

や遅延、学習に掛かる時間などが課題になっている。そのためモデルの圧縮等の技術も進ん

できており、今後、モデルの圧縮手法の波面整合法へ適用や、逆に光のホログラム的な特性

をモデルの圧縮に活用する等、議論の余地が多く残っている。 
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(2) 特性からみた波面整合法と DNN の対応 

最適化手法として波面整合法と ResNet の間に対応関係が成り立つことから、特性面におい

ても対応関係が成り立つことが期待できる。ResNet は、入力の一部を活性化関数を通さず

に、そのまま次の層に伝搬させるスキップコネクションがあるため、小さな学習機を組み合

わせたアンサンブル学習機になっているとの指摘があり、それを実験的に証明するために

ResNet においてニューラルネットワークへの"lesion studies”(病変研究)という手法が

取られた[48]。これはあえて、ネットワークの一部を切断してその時の特性変化をみること

でネットワークのつながりやネットワーク間の関係を見出そうという解析手法ある。具体

的には、ResidualNet の部分、すなわち、式 4-36 の活性化関数 h を取り除いてその特性変

化の調査を行っている[48]。そこで、波面整合法の回路に対しても同様の操作を行い数値計

算上で特性変化を見ることとした。この後の計算に用いる光回路系とパラメータを図 4-19

に示す。光回路としては通信でよく使われる 1.31µm と 1.55µm の波長分離回路を波面整合

法で設計して、それに対して“lesion studies”を行う。屈折率分布や光のフィールドの表

示方法については、図 4-6 の凡例に従う。 

 

図 4-19 検討対称とする光回路とパラメータ 
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まず、ResNet に対する“lesion studies”のとおり、回路の一部を部分的にそのまま次の

層に転送する部分を設け、そのまま次の層に転送する部分の割合を増やしたときに特性が

どのように変化するかを検証した。図 4-20 にその結果を示す。図 4-20(a)に示すように、

次の層にそのまま転送することは、光回路においては回路を除去することと同義であるた

め、その割合を除去割合と呼ぶことにした。図 4-20(b)は除去割合に対する損失の変化を示

している。除去割合が 10%までの間に急速に損失が増加しており、光回路のネットワーク（光

の伝搬）が分断されてうまく機能しなくなっていることが示唆される。ResNet に関する

“lesion studies”の文献[48]の場合はなだらかに変化することが示され、文献[48]の著

者らは、なだらかに変化することをもって、小さな学習機のアンサンブルが形成されている

と主張している。図 4-20 の結果はその傾向と一致しない。 

 

 

図 4-20 波面整合法に対する除去による"lesion studies” 
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そこで、光の伝搬の様子を見てみると、図 4-20(c)の左側の除去を行わない場合に対して、

図 4-20 の右側の除去割合が 50%の場合のように層を除去すると、光が広がるまえに光回路

の出力面に光が到達して出力ポートに光が届かずに大きな損失が発生していることがわか

る。このことはネットワークの構造の問題というよりは物理的に出力ポートに光を到達さ

せるのが難しい状況が発生してしまったことが原因であると考えられる。そこで、再度、波

面整合法と ResNet の発展方程式を比較してみると 

 

 

( 1) ( ) ( )

( ) 2 ( )

( 1) ( ) ( ) ( ) ( )

2 ( )

ResNet

l l l

l l
x

l l l l l

i zH

i z z

h W

  

   

  





  

     

 

波面整合法
 

において、ResNet では、そのまま前方に転送するということは重み ( )lW を無くすことと考

えると、波面整合法では、重み＝屈折率分布部分、具体的には比屈折率差の分布 ( )z のみを

無くす方が自然である。そこで、波面整合法においては、屈折率分布部分を取り除くこと、

すなわち、 

 ( 1) ( ) 2 ( )2l l l
xi z         

と与えて、光学的スキップコネクションと呼ぶこととした。 

光学的スキップコネクションを用いて"lesion studies”を行った結果が図 4-21 である。

図 4-21(a)にあるように、スキップコネクションのみのからなる層は高屈折率部分を除去し

て一様に低屈折率とした部分をブランクと呼ぶこととした。図 4-21(b)にあるようにブラン

ク率に対してする損失の値はなだらかな変化がみられており、ResNet の場合と同様の変化

となっている。また、図 4-21(c)にあるようにブランク率の違いがあっても光は出力ポート

に到達しており、ネットワークが途切れて大きな損失が発生することは起こっていない。

ResNet について小さな学習機のアンサンブルとなっている、との指摘に対応して、波面整

合法の回路についても同様のことが言えると考えられる。この結論は"lesion studies”こ
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のような分析を行うまでもなく、Huygens の原理に基づいて考えると明らかで、光は様々な

方向に広がっていって光のリンクが無数に形成されており、一部を取り去った場合でも光

回路が残って、特性が緩やかに劣化ししていくと光学的な観点から解釈することができる。 

 

図 4-21 光学的スキップコネクションを用いた"lesion studies” 

 

(3) DNN 手法の波面整合法への適用 

ここまで、ResNet と波面整合法の類似性を考えてきた。そのような類似性を考える最大

の理由は DNN 手法を波面整合法に適用してさらに技術を発展させることである。DNN におい

てはさまざまな手法が見いだされてきたが、比較的よく知られており有用性を示しやすい

ドロップアウトの適用を波面整合法に適用して効果を確認する。図 4-22 は過剰適応してい

る波面整合法の回路設計に対してロップアウトを適用し過剰適応を抑制した様子を示して

いる。ドロップアプトは DNN の学習において、意図的にコネクションを切断する（重みを取

り除いた状態にする）ことで、過学習を抑制する手法である[49]。ドロップアウトを波面整

合法に適用するにあたっては前の節で定義した光学的スキップコネクションを用いて、一
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様に高屈折率に置き換えることにした。また、スキップコネクションはコネクションごと

（重みのパラメータごと）に設定するのが一般的であるが光の場合、重みによる明確なコネ

クションが存在しないので、レイヤー単位でドロップアウトを行うこととした。図 4-22(a)

はドロップアウトを用いず屈折率分布の更新を繰り返した際の、屈折率更新回数に対する

光の透過率の変化をプロットしたものである。 

 

 

 

図 4-22 波面整合法においてロップアウトを適用し過剰適応を抑制した例 

 

図 4-22(a)では 5～6 往復の計算で透過率はピークに達して、その後、徐々に劣化している

ことがわかる。これは過剰適応と呼ばれる現象で、一因として、屈折率分布の細かいパター

ンの影響で、横方向の光のフィールドに高い空間周波数成分が含まれるようになり、高い空

間周波数成分を制御するために屈折率分布にも細かいパターンが生成されるため、さらに

高い空間周波数成分が発生し、そこに光が徐々に移行していってしまう現象ではないかと

考えられる。DNN で用いられる方法としてはピークの点で計算を停止するアーリーストッピ
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ングと呼ばれている手法があるが、ここではアーリーストッピングを使わずにドロップア

ウトで過剰適用の抑制を行った。図 4-22(b)は過剰適用が始まる６往復目から 19 往復目に

ドロップアウトを適用して、20 往復目から、ドロップアウトを適用しないで計算を続けた

ときの透過率の変化をプロットしたものである。20 往復目以降、透過率が安定しているこ

とがわかる。図 4-22(c)、(d)ではドロップアウトしないものよりドロップアウトとした方

が屈折率分布の高い部分（白い部分）が多くなっていることがわかる。ここで得られた屈折

率分布による光回路の出力のスペクトルを図 4-23 に示す。 

 

 

図 4-23 波面整合法においてロップアウトを適用し過剰適応を抑制した例 

 

破線は３つのグラフに共通の５往復目までの光回路のスペクトル(Iter.#5)でこれと比較

していく。左側のグラフはドロップアウトしなかった場合の 20 往復目のスペクトル

(Iter.#20)で、設計波長での透過率の低下とともにスペクトルのピークが尖っているのが

わかる。図 4-23 中央のスペクトルは図 4-22 の(b)ドロップアウトを適用したもので 20 往

復目の特性としてスペクトル(Iter.#*20)が５往復目までの光回路のスペクトル(Iter.#5)

と比較してブロードになっていることがわかる。光のフィールドについて、ドロップアウト

しない場合と比較すると、ドロップアウトした方が全体的に光のフィールドが広がってい

るが位相が一様になっているのがわかる（図 4-22(d)）。そのため、光の経路の干渉が少な

くブロードなスペクトルが実現しているものと考えられる。この様になる理由はドロップ
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アウトにより屈折率分布が変動して、結果として、屈折率分布の変動に対して特性変化の少

ない光回路が実現され、屈折率の変化と等価となる波長についての変動に対しても鈍感な

回路ができるためではないかと考えられる。ドロップアウトを停止した直後から十分屈折

率更新を繰り返したあとのスペクトルとして 50 往復目のもの(Iter.#*50)をプロットした

のが図 4-23 の右側のスペクトルである。ドロップアウトをなくした直後の 20 往復目のも

のと比較するとスペクトルが狭くなっており、ゆっくりと過剰適合が続いている可能性を

示している。 

以上のように、DNN の手法であるドロップアウトを適用し過剰適応を抑制し、スペクトル

が広げられることを確認した。このような形でさらに様々な手法を取り入れていくことで、

波面整合法が発展するものと期待できる。 

 

 

４-６．波面整合法に関する課題と今後の展望 

波面整合法においては、波面整合法では決められない自由度（設計の自由度）が数多く存

在する。設計の自由度を使いこなすことが、波面整合法を用いた光回路設計というべきもの

ではないかと思われる。設計の自由度として残され自由度は膨大であり、その自由度に様々

な作製上の制限条件や要求仕様を取り込むことができれば、良い光回路が実現可能である

ことをいくつかの例を通して見てきた。逆に設計の自由度を使いこなせない場合は、乱雑な

パターンが生成されやすくなり特性の制御も難しくなる傾向にあるように思われる。これ

らの自由度を使いこなすためには、出来上がった光回路の良し悪しを評価する手法を創出

する必要がある。本節で示したように DNN の手法や考え方と影響しあいながら、大きな自由

度を使いこなす技術が確立されていくことを期待したい。 
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5. まとめと今後の展望 

本研究では、光導波路のような１次元の光信号ではなく、波面を扱える光波制御回路の実

現を目指し、導波路パラメータ制御法と波面整合法の２つの光回路設計手法を提案した。得

られた結果を下記にまとめる。 

得られた結果（１）設計手法の提案 

（a）導波路パラメータ制御法について： 2 乗屈折率分布と光のフィールドとして Gauss 分

布を考えて、それらの広がりや中心位置のパラメータ間の関係式を導出し、その関係式

をもとに光回路を設計できることを示した。 

（b）波面整合法について：入力側から入射した光を順伝搬させて、出射側から出力させる

光を逆伝搬させて、それらの位相差がなくなるように屈折率分布を繰り返し更新して

光回路を生成する波面整合法を提案し、その手法により、光回路が設計できることを示

した。 

得られた結果（２）提案設計手法の評価 

最初に設定した課題の観点で提案設計手法を評価する。最初に設定した課題は、光波制御

回路の設計の課題として（１）計算規模の問題と（２）「良い」光波制御回路をどうやって

求めるか、という 2点であった。その課題に対する結果は下記の通りである： 

（a）計算規模の問題：導波路パラメータ制御法においては、少数のパラメータの方程式と

して得られることからら極めて軽量な計算が実現されており大規模な回路の検討も可

能である。波面整合法についても、FDTD でなく BPM と親和性の高いアルゴリズムを実

現しており、FDTD では困難な mm サイズの大規模な光回路の設計にも適用可能と考えら

れる。 
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（b）「良い」光波制御回路をどうやって求めるか：導波路パラメータ制御法については光

のフィールドにより光の伝搬する領域全体で屈折率分布を決定することから、光のフ

ィールドを決めることができれば光波制御回路が実現される。2乗屈折率分布と光のフ

ィールドとして Gauss 分布に制限されている状態を、拡張してより一般的なものに対

応できるようにすることが今後の課題である。 

波面整合法については、物理的にな解釈が容易となるよう複数の導出方法を示した。

さらに波面整合法では決定できない系の自由度を設計の自由度として分類してそれぞ

れの特徴を把握した。設計の自由度の種類に応じて、その自由度を制御する方法を示し

て有効性を確認した。いずれも単純な例題への適用であり、今後、より複雑かつ現実的

な光回路設計への適用を進めていきたい。また、深層ニューラルネットワークとの関係

も分析して、深層ニューラルネットワークで用いられるテクニック（ドロップアウト）

を波面整合法による光回路設計に適用して過剰適応を抑制可能であること確認した。

これについても初期的技術確認レベルであるので、今後、より複雑かつ現実的な光回路

設計への適用を進めていきたい。 

 

結果をまとめると、空間的に広がった波面を制御する手法を提案し、数値シミュレーショ

ンによる評価により有効性を確認するとともに、深層ニューラルネットワークの手法の適

用可能性等、今後の発展の可能性を示した。 

 

今後の展望 

光波制御回路は、波面を制御するために全体で光回路として動作させることを目指すも

のである。本博士論文では、波面を制御する設計手法として導波路パラメータ制御法と波面

整合法を提案し、簡単な光回路に適用して有効性を確認するところまでを示した。しかし、
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光波制御回路と呼べるような大規模な光回路へは適用できていない。逆説的になるが、光波

制御回路を実現するためには、目標となる光波制御回路が必要である。目標となる光波制御

回路は、DNN に必要とされるような積和演算を高速に行える光回路のようなものになるので

ないかと予想している（通信向けの光回路の高度化は、結局のところ、信号処理の高度化と

等価で、デジタル信号処理回路の限界を補うものであるとすると、おそらく DNN による信号

処理と同じようなものとなるのではないかと予想している）。本博士論文の中では波面整合

法と DNN の類似性を示したが、波面整合法の適用先である光波制御回路もまた、DNN 技術に

つながっていくと考えられる。DNN の発展は良いアルゴリズムが見つかったからだけではな

く、ベンチマーク問題となる大規模な良いデータセットが整備されたからとも言われてい

る。そのアナロジーで考えるなら、データセットに相当する光波制御回路へのニーズとして

良いものを見出すことができれば、それをもとに、本博士論文で提案した光回路の設計技術

の発展が加速されるのではないかと思われる。今後は、DNN を始めとする情報科学の成果や

情報科学分野の情報処理や信号処理のニーズを取り込んで、光波制御回路に向けた光回路

の設計技術が発展していくものと期待したい。 
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とうございました。その後、NTT 東日本に２年ほど出向することになり、その間、研究を終

わらせることなく育ててくださった、高橋浩様、才田隆志様、研究を大きく発展させてくだ

さった坂巻陽平様なくしては、本博士論文の中で、引用させていただいた多くの研究事例は

もとより、そもそも研究自体もなかったのではないかと思います。大変ありがとうございま

した。また、現在進行形で新たな切り口で本研究を発展させてくださっている、中島光雅様、

阪本隼志様には、日々刺激をいただき、本博士論文に深みを加えていただきました。大変あ

りがとうございました。茨城研究開発センタの時代からずっとご指導いただき、いまも NTT

エレクトロニクスという立場からご指導くださっている日比野善典様、柳澤雅弘様からは、

日々PLC について考える機会をいただき、勉強させていただくことができました。大変あり

がとうございました。 

ここに書ききれなかった本研究に関わっていただいた皆様に感謝申し上げます。ありが

とうございました。 

 

最後に、いつもあたたかく支援してくれた妻・領子に心から感謝しいたします。 
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Appendix 
 

A.1 有限差分 BPM の式 

実際の計算に用いている有限差分 BPM の式を以下に記す。式 2-1 の Schrödinger 方程式 

zi H   (  2, 2 , ( , )xH K V K V x z        ）について Crank-Nicolson 法を適用する。

Crank-Nicolson 法では、伝搬方向に離散化した z と z z  の中心、 2z z の方程式になる

ように、左辺は通常の差分式、右辺についてはフィールド の z と z z  の値の平均値とな

るように平均値で近似した式 1 1

2

m m m mi H
z

     



 を解いていく。この式を変形して、

次のステップのフィールド
m をフィールド

1m 
で表して下記が得られる： 

   

   

 
 

 

 

1

1

2 2 2 2

0

def
2 2 2 2 2

0

2 22

2

1 1
1 1

2 2

1 1
2 1 0 0( )

2 2
1 2 1

4
1 ( ) 0 1 2 0

2
1

( ) ( ) 2 ( )
/ 0 0 1 2

4

m m

x

x

x

i H z i H z

H k n x

i z
iH z i k n x D

z

f x x f x x f x
f D x f

x

i x
z

 


 












   
       
   

      
 

              
   

 
           



 


       

       

 

1
2 2 2 22 2 2 2 2 2 2 2

0 0 1

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

0 0 ref 0 ref 0 ref

1
2 2 2 22 2 2 2

1

def de
2

4
( ) ( )

( ) (1 ( )) 2 ( ) 2 ( )

4 4
2 2

4
,

m

m

D k n x x i x D k n x x
z

k n x k n x k n k n x x

i x D x i x D x
z z

a i x b
z


  

 

 
  











   
           

   

        

   
             

    

  


 

      

f
22

1 1
2 2 2

1 1

2

2 1m m

x

a D b a D b a a D b



 
 

 



           

 

この式は、方程式 zi H   に対しして、微小ステップ z だけ形式的に時間発展させた

 ( ) exp ( )z z iH z z     について指数関数を Cayley 変換で近似したことと同じである。

 exp iH z も

1
1 1

1 1
2 2

i H z i H z



   
      

   
も、行列 H が Hermite 行列であるため、ユニタリ行列と

なるとなる。このことは、フィールド のノルムが保たれることを意味しており、数値計算が

安定であることを意味する。

1
1 1

1 1
2 2

i H z i H z



   
      

   
 が  exp iH z  に対して良い近似とな
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るのは、 が H z の固有値の絶対値が小さい固有状態の和で表される場合となる。光の伝搬で

いえば、横方向の波数が小さい近軸光線近似が成り立つような場合となる。 

なお、-1 乗は逆行列を作用させることを意味するが三重対角行列なので Thomas 法を用いるこ

とで効率的が可能になる。 

 

A.2 2 次元以上の Gauss 分布パラメータの発展方程式 

式 3-1 の Gauss 分布は伝搬方向 z に垂直な横方向の座標 x については、簡単のため 1次元

としているが、2次元以上の次元であってもよい。一般の次元で考えて 

   4
2

( , ) det Re ( ) exp ( ) ( ) ( ) ( )
t

x z z x z z x z i z   


   
         

M M    (式 A.2-1) 

とする。ここでベクトル a は N 次元の複素数値ベクトルとする。M は複素数値の行列で指

数関数の中の座標 x の 2次形式のパラメータを与えるので対称行列である。これに対する発

展方程式として、式 3-2 を拡張して 

       
2

21 2
, ( ) ( )

2

t

ei K V K V x z z x z
z x
   

 

     
                 

M     (式 A.2-2) 

とする。すべてのパラメータは実数値である。式 A.2-1 と式 3-1 との対比から、 ( )zM の固

有値は固有ベクトルの方向に対する Gauss 分布の広がり ( )w z で表される 2( )w z  となってい

る。式 A.2-2 と式 3-2 との対比から、  
2

e zM の固有値は固有ベクトルの方向に対する実効

導波路幅 ( )ew z で表される 4( )ew z  に対応している。
2

x

 
 
 

は N 次元のラプラシアンである。

(式 A.2-1)を(式 A.2-2)に代入して、 x の成分 ix の 2次式、１次式、定数項を両辺で比較す

ると 
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 2 22
i j ex x

z i


 


M M Mの係数から

 
(式 A.2-3) 

 1 22
i ex

z i
  




 


M Mの係数から

 
(式 A.2-4) 

   

   

1 2

2

1
tr Re tr Re Im

2

2

e

t

e

i

z




   

  
 

 


   



M M M

M

定数の比較から

 

(式 A.2-5) 

が得られる。tr は行列のトレースを表す。行列の微分 1 1 1

z z

   


 

M
M M M 等を使えば、2次

以上の次元でも第 3章と同じ議論ができる。特に、行列M や 2
eM の固有軸で議論すれば１

次元の場合と同様になるが、M と 2
eM の固有軸は同じとは限らないので、行列まま取り扱

うのが良い。 

 

A.3 入力と出力の組が独立でない場合の波面整合法の簡略化 

波 面 整 合 法 に お い て 入 力 と 出 力 の 組 が 独 立 で な い と は 、 入 力 と 出 力

 0 0, 1, 2, ,
q q

qq N   に対して式 4-26 で与えられる直交性が崩れている場合に相当す

る。そこで、まず、直交基底を用いてそれぞれの状態を表す。入力と出力を十分に表すこと

の で き る  r qN N 個 と  s qN N 個 の 直 交 す る 基 底 ( )r z  1,2, , ,rr N ( )s z  

 1,2, , ss N をとり、その基底で入力と出力を展開して ( ) ( )q r
qr

r

z f z  、

( ) ( )q s
qs

s

z g z  とできるとする。ここでの基底の選び方は最終的な結論と関係しない

ので不足なく展開できていればよい。この展開式を用いると波面整合式 (式 4-27)は 

*

,

( , ) Im ( ) ( )

Im ( ) ( )

q q
q

q

s r
q qr qs

r s q

x z z x x z

f g z x x z

   

  

  

 




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となる。 ijm を i 行 j 列の成分とする行列を ijM m   と表して、 ijF f    、 [ ]ijG g 、 i ijH     

として、 s rN N 行列 ijM m   を
def

†M G HF とすると 

,

( , ) Im ( ) ( )s r
sr

r s

x z m z x x z    
 

となる。 ijM m    を特異値分解して、特異値 p に対する sN 次元の左特異ベクトルを

 1 2, , ,
s

s

t

p p p pN
N

s s s s 、 rN 次元の右特異ベクトルを  1 2, , ,
r

r
p p p pN

N
r r r r とすると、

s rN N 行列 M を *

s r
p p p p pi pj

N N
p p

M s r s r 
 
  
 
 

  と表すことができる。この特異値分解

の特異ベクトルの成分を使って ( ) ( )p s
pr

s

z s z  、 ( ) ( )p r
ps

r

z r z  と置くと 

*( , ) Im ( ) ( )

Im ( ) ( )

s r
p pr ps

p s r

p p
p

p

x z s z x x r z

z x x z

   

  

  

 

  


 

となる。特異値分解の性質から、 ( )p z 、 ( )p z は独立な組、すなわち、(式 4-26)で与え

られる直交性を満たす。波面整合式 (式 4-27) ( , )x z  Im ( ) ( )q q
q

q

z x x z    と比

較すると似た式になっているが、最終的に得られた式の pの取りうる範囲は最初の式の q 取

りうる範囲以下となる。つまり、  0 0, 1, 2,
q q

q   ではなくて、 ( ) ( )p s
pr

s

z s z  、

( ) ( )p r
ps

r

z r z  を使って波面整合法を行えば、少ない入出力のペアで計算すればよい

ので、計算量を減らすことができる。 
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A.4 複数ポートへの出力における自由度について 

q 番目の出力 q
o をとしたとき独立条件（直交条件） '

'
q q
o o qq   が成り立つことが要求

される。いま、出力における直交する基底をチャンネルとよび、チャンネルを mc とすると、

q
o をチャンネルで分解して

mq

q q
o m m o m mq

m m
a

c c c a    とおける。このとき独立条件

（直交条件）を満たすためには ' *
' '

q q
o o qq mq mq

m

a a    という条件が成り立つ必要がある。 

適当なユニタリ行列U を q
o に作用させて再びチャンネルで分解すると、 

nq

q
o m mq n n m mq m mq

m n m m

a

U c a c c U c a c a        

となる。ユニタリ行列U を q
o に作用させても内積を保つので、このときの係数 mqa の変換

式 nq n m mq

m

a c U c a という変換であれば許容されることを意味していて、これが自由

度となる。特別な場合としてU を対角行列として mi
m m

m

U c e c


 とすれば、これは係数

mqa の位相を変更する式 ni
nq n m mq nq

m

a c U c a e a


  を与え、位相の付け替の自由度を与え

いる式となる。 

 

A.5 随伴法 [46] 

随伴法は発展方程式  ,
d

f
dz

   を束縛条件として、評価関数  out ,L   を最小化す

る問題において Lagrange 未定乗数法から未定乗数の発展方程式を得て、その解を元に発展

方程式のパラメータ による評価関数の勾配を得る方法である。Lagrange 未定乗数を  と

して Lagrange 関数 J を 
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   

     

out

in

out

in

def

out

out out out in in

,

,

z

z

z

z

d
J L f dz

dz

d
L f dz

dz

    


        

 
   

 

 
      

 





未定定数評価関数
発展方程式=束縛条件

　　

　

 

と定義する。Lagrange 未定乗数法では未定乗数を含んで各 z で 0J    , 0J    を

解いて、極値条件を求める。いまの場合、 0J    が未定乗数  の発展方程式 

d
B

dz


   

を与える。ここで B は ,i j 成分が ij i jB f    となる行列である。 out による変分から  の

初期条件 out
out

L








が得られる。さらに、 0J    が  の発展方程 

 ,
d

f
dz

    

を与える。それぞれの発展方程式の解  と  は の値に対して変化するので の関数であ

ると考えて、  と  を Lagrange 関数 J に代入すると発展方程式の束縛条件を与える項は

消えるから、 J = L となって、 J の に対する勾配は 

out

in

0 0

z

z

dJ dL J J J J
f dz

d d

 


        

 

      
       

         

となる。これより、場所 z の による微分は
   

dL
f

d z z


 





となる。 

 


